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第 1 章 要約 

 

本章では、本プロジェクトの内容および成果の概要について、情報を整理する。各々の詳細につい

ては、本報告書の第 2 章以降で言及する。 

 

1.1. プロジェクトの概要 

1.1.1. プロジェクト実施期間（現地協力期間） 

 2018 年 9 月～2023 年 3 月（コロナ禍等により 1.5 カ年延長） 

1.1.2. 現地側実施機関（プロジェクト終了時点） 

• 労働技能省（Ministry of Labor and Skill：MoLS） 

• 起業家開発庁（Entrepreneurship Development Institute：EDI） 

• 工業省エチオピア企業開発庁（Ethiopia Enterprise Development：EED） 

• アディスアベバ市労働企業工業開発局（Bureau of Labor, Enterprise and Industry 

Development：BoLEID） 

プロジェクト実施期間中に省庁および政府機関の再編があったことから、上述の体制に変

更された。 

1.1.3. 対象地域 

 アディスアベバ市下部行政区域の 3sub-city および 6woreda1 

1.1.4. プロジェクト終了時点での上位目標、プロジェクトおよび成果 

(1) 上位目標：アディスアベバ市のプロジェクト対象woredas および他地域において、ビジネス・

ディベロップメント・サービス提供機関（Business Development Service Providers：BDSPs）ネ

ットワークを活用した質の高い支援が提供されると同時に、エチオピアの零細・中小企業の事

業が成長する。 

(2) プロジェクト目標：アディスアベバ市の対象woredas において、BDSPs ネットワークを活用し

た質の高い支援が、エチオピア零細・中小企業に提供される。 

(3) 成果 1：中小・零細企業支援の戦略計画策定のための MoLS, EDI および EED の能力が強化さ

れる。 

(4) 成果 2：ビジネス・ディベロップメント・サービス（Business Development Service：BDS）提供

に係る BDSPs との連携を含む体制モデルが構築・運用される。 

(5) 成果 3：sub-city およびworeda スタッフの中小・零細企業支援に関する能力が強化される。 

 

1.2. プロジェクトの指標の達成状況と活動成果 

 本プロジェクトの指標の達成状況は次表のとおり纏められる。 

 

 
1 アディスアベバ市の下位行政区画として 11 の sub-city があり、更にその下に 116 の行政区画（woreda）がある。 
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表 1. 各指標の達成状況 
 指標 達成状況 

上

位

目

標 

アディスアベバ市のプ

ロジェクト対象

woredas および他地域

において、BDSPs ネッ

トワークを活用した質

の高い支援が提供され

ると同時に、エチオピ

アの零細・中小企業の

事業が成長する。 

組 織 化 さ れ た

BDSPs ネットワー

ク実施体制が全国

で展開される。 

以下のような取り組みが現地実施機関により進められている。 

• 全国主要地区でのカウンセラー養成が実施された。 

• 女性起業家支援事業（Women Entrepreneurship Development Project：WEDP）に

よる、女性事業者向け BDS 提供が強化されている。 

• EDIにより、マスタートレーナーの能力強化、EED職員に対するBDS 研修等

が継続実施されている。 

• 全国でのBDS 提供を促進するための BDSガイドラインに関する大臣訓令

（Directive）の最終化に向けた作業が進められている。 

零細企業から小企

業、小企業から中

企業への成長が加

速する。 

• 次項に示すとおり、カウンセラーとコンサルタントの有効活用により、企業の

成長を支援することが可能となる。 

• 企業の成長には、BDS 提供以外の施策も重要になることから、エチオピア工業

運動や、中小零細企業開発戦略におけるBDSを含む包括的施策の実行が重要

となる。 

プ

ロ

ジ

ェ

ク

ト

目

標 

アディスアベバ市のプ

ロジェクト対象

woredas において、

BDSPs ネットワークを

活用した質の高い支援

が、エチオピア零細・

中小企業に提供され

る。 

BDS を提供された

零細中小企業の少

なくとも 50％が正

の事業結果を得

た。 

• BDS を提供された企業の 73％が正の効果（売上増、顧客増、コスト削減、事業

拡張等）を得られたと回答した。 

• カウンセラーとコンサルタント双方に支援された企業においては、平均月商約

2 万 ETB/労働者の売上増効果が確認された。 

BDS を提供された

零細中小企業の少

なくとも 80％がサ

ービスに満足す

る。 

• BDS を提供された企業の 83％が、サービスに満足と回答した。 

成

果 

1： 零細・中小企業支

援の戦略計画策定

のためのMoLS, 

EDIおよび EEDの

能力が強化され

る。 

零細中小企業支援

のための戦略文書

がMoLS, EDIおよ

びEEDにより策定

され、監督機関に

承認される。 

• 2021 年 10 月に発足した新政権下、中小零細企業戦略文書がドラフトされ、現

在最終化段階にある。本プロジェクトから、本戦略文書の BDS提供に関する部

分に技術的助言を行った。 

2： BDS 提供に係る

BDSPs との連携を

含む体制モデルが

構築・適用される。 

運用マニュアルが

開発される。 

• 5 種のBDS 技術ガイドライン（BDS 提供モデル、カウンセラー・コンサルタン

ト養成研修、カウンセラー・コンサルタント技術）が開発された。これら技術

ガイドラインは、上記大臣訓令の添付文書として活用される予定・ 

対象サブシティ／

ワレダのBDSに関

係する職員の 80％

に対する訓練が提

供される。 

• 対象地域のBDS に関連する職員の 87％に研修が提供された。研修後、人事異

動や離職があったため、2023 年 3 月時点では、この割合は 63％となっている。

なお、アディスアベバ市は継続したカウンセラー養成研修を計画している。 

中 小 零 細 企 業

（Micro, Small and 

Medium 

Enterprises ：

MSMEs）カウンセ

ラ ー お よ び

MSMEs コンサル

タントの認証シス

テムが準備され、

実証される。 

• 2021 年までは FeSMMIPA（現 EED）および JOBFSA（現MoLS）が共同で認証

を行った。 

• 2022 年より、認証業務は EDIが実施することとなった。 

3： ワレダ／サブシテ

ィスタッフの零

細・中小企業支援

に関する能力が強

化される。 

対象ワレダおよび

サブシティにおい

て、年間 210 社が

MSMEs カウンセ

ラーに支援され

る。 

• カウンセラー人材の養成が進みつつあった 2020 年 3 月～2021 年の間、コロナ

禍等の影響により、BDS提供が極めて困難な時期が続いた。2022 年に感染状況

が改善の兆しを見せ始めたことから、支援が開始され、対象地域の 252 社に本

プロジェクトの BDS提供モデルの枠組みで支援が提供された。うち、236 社が

カウンセラーの支援を受けた。 

対象ワレダおよび

サブシティにおい

て 70 人以上の

MSMEs カウンセ

ラーが試験に合格

し、MSMEsカウン

セラーとして登録

される。 

• 対象地域において 87 人がカウンセラーとして認証された。なお、対象地域以外

の地域においても、現地側実施機関のイニシアチブにより研修が実施され、カ

ウンセラー認証者数は 218 人（アディスアベバ市による研修：160 人、MoLS

等による国内主要地域での研修：58 人）となった。 

 以下、各成果の活動成果、および上位目標の発現見込みを記す。 
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1.2.1. 成果 1 に関する活動成果 

 以下の活動実施により、現地実施機関の関係者の能力が強化された。 

• 本邦、第三国研修および現地セミナーの開催により、わが国およびベトナムにおける中小

零細企業への BDS 提供に関連する政策および施策に関する学習機会を提供した。 

• アフリカカイゼン年次会合への参加により、アフリカ諸国におけるカイゼン活動について

の知見を深める機会を提供した。 

• MoLS が作成する中小零細企業開発戦略案、および BDS ガイドラインに関する大臣訓令

（Directive）案に対する技術的助言を行った。 

 

1.2.2. 成果 2 に関する活動成果 

(1) 中小零細企業のニーズに応じたBDSを提供するためのBDS提供モデルを開発した。本モデルは、

①MSMEs カウンセラー、②MSMEs コンサルタント、③BDSPs ネットワークを主要素とする。 

(2) MSMEs カウンセラー並びにコンサルタント養成プログラムおよび教材を開発した。コロナ禍で

の運用も考慮に入れ、動画教材を作成し、オンデマンドでの学習も可能とした。 

(3) EDI が中心となり、コンサルタント養成研修が実施された。プロジェクト期間内に 55 人が養成

された（機関別人数 EDI：28 人、ポリテクニク校：8 人、EED：6 人、エチオピア商業銀行

（Commercial Bank of Ethiopia：CBE）：4 人など）。コンサルタントはジュニアコンサルタントと

シニアコンサルタントにレベル分けされ、ジュニアコンサルタントとして 25 人、運転資金管理、

設備投資相談等に対応できるシニアコンサルタントとして 30 人が認証された。 

(4) 養成されたカウンセラー・コンサルタント等により、対象地域における BDS 提供が実施された。

2020 年～2021 年は、コロナ禍等により企業を訪問しての支援が困難であったが、2022 年に活動

が再開され、年内に 252 社に対する支援が実施された（BDS 提供の結果は、1.2.4 に記述）。 

 

1.2.3. 成果 3 に関する活動成果 

(1) カウンセラー研修の持続性を確保するため、座学研修講師や OJT の指導を行うマスタートレーナ

ーを養成した。これまでに 52 人がマスタートレーナーとして養成された（アディスアベバ市：

30 人、MoLS：15 人、EED：5 人） 

(2) アディスアベバ市および対象 sub-city のイニシアチブにより、カウンセラー研修が実施された。

これまでに 160 人が研修を修了し、認定された（対象地域において 87 人、それ以外の地域等に

おいて 73 人）。研修予算を拠出したアディスアベバ市の意向により、不公平感をなくし、より広

範な活用を図るため、対象地域外の sub-city およびworeda 職員にも研修が適用された。 

(3) MoLS／EDI／WEDP が連携し、本プロジェクトの成果を活用し、他地域でもカウンセラー研修を

実施した。Dire Dawa 市およびAmahra,、Oromia、 Sidama、並びに南部諸民族の各州の中小零細

企業を支援する職員とアディスアベバの WEDP 関係者あわせて 58 人が養成・認定された。 

(4) カウンセラー活動を支援する簡易診断ツール、BDSPs ディレクトリが開発・作成された。 
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1.2.4. プロジェクト目標の達成状況 

 対象地域において BDS 提供を受けた企業の 73%が、売上増などの効果があったと回答した。2022

年 10 月に実施した調査では、カウンセラーとコンサルタント双方の支援を受けた企業において、労働

者 1 人あたり月商約 2 万 ETB 売上増があったことが確認された。この要因として、カウンセラーによ

る簡易診断および伴走型支援の実施、コンサルタントによる統合的な経営助言等の専門的支援が有効

に機能したことが考えられる。 

 また、支援を受けた企業の 83％が、提供されたBDS に満足したと回答した。 

 

1.2.5. 上位目標の発現見込み 

既に上位目標発現に向け、関係機関により以下のような活動が進められている。 

• アディスアベバ市外でのカウンセラー養成研修の実施 

• WEDP によるBDS 提供強化と地方でのコンサルタント人材確保の準備 

• EDI による全国での BDS 提供人材養成のためのマスタートレーナー能力強化および EED 職員

に対する BDS 研修の適用 

• BDS ガイドラインに関する大臣訓令（Directive）案の地方政府への共有 

 なお、企業の成長を加速させるためには、中小零細企業の金融アクセス強化やインフラ整備等、BDS

以外の支援策も重要となることから、エチオピア工業運動および中小零細企業開発戦略の包括的施策

等の実行が重要となる。 

 また、上位目標の発現を確実にするためには、BDS 提供に関する人材養成研修およびカウンセラー

やコンサルタントの企業現場への派遣に要する費用等、各機関の予算確保が重要となる。 

 

1.3. プロジェクトの教訓と提言 

1.3.1. プロジェクト活動から得られた教訓 

 本プロジェクト実施期間中に大幅な関係機関の再編、人員の交代等が発生した。外部要因の変化に

備え、余裕のもった計画策定が重要である。また、行政区域の一部をプロジェクト対象地域として位

置づける場合、知見や教訓を引き出すための小規模かつ短期間のパイロット活動の実施に留め、その

後他地域への展開を可能にする設計が望ましい。 

 

1.3.2. 関係機関とのコミュニケーションに関する教訓 

 本プロジェクトでは、多岐に渡る実施機関・協力機関を巻き込んだ BDSPs ネットワーク体制を構築

した。異なる省庁に関連する機関が参加していたこと等から、ネットワーク運営には多大な労力が要

された。コロナ禍により渡航が困難な時期においては、遠隔会議システムを用いた BDSPs ネットワー

ク会合の実施や、個別機関との打合せを実施した。不測の事態が生じた場合でも可能な範囲でコミュ

ニケーションをとり、プロジェクト活動を継続できるようにすることが重要である。 
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1.3.3. 中小零細企業に提供される BDS に関する教訓 

 中小零細企業に提供される BDS が効果的に活用されるには、事前の企業診断およびスクリーニング

が重要である。本プロジェクトでは、カウンセラーが簡易診断を行った上で、経営者のイニシアチブ

が確認された企業に対し、必要となる BDS が提供されるようにしたことで、その役割を果たした。 

 また、企業側にBDS 提供の一部コスト負担を求めることで、意欲ある企業の選定も可能になると考

えられるが、類似事業が無償で実施されている場合、有償事業には関心が寄せられないことが想定さ

れるため、他事業との差別化を図り、企業に対する啓発活動を実施することが求められる。 

 本プロジェクトでは、コロナ禍により企業の経営環境が厳しさを増す中、経営機能全般について支

援ができるカウンセラー・コンサルタント人材を養成し、企業を支援することで、コスト削減、売上

増、新規顧客開拓、設備投資等の結果を得ることができた。この結果を活用し、中小零細企業の促進

を継続実施することが求められる。 

 

1.3.4. 上位目標発現のための提言 

• 戦略文書、ガイドラインの早期公式化と関係機関への周知徹底：本プロジェクトの成果をも活

用して策定された中小零細企業開発戦略について、早期に連邦政府から公式に発出されること

が望まれる。また、BDS ガイドラインも MoLS 内で早期に最終化し、大臣訓令として発出し、

地方政府を含む関係機関に周知徹底を図ることが求められる。 

• BDS 提供モデルの地方展開のための計画策定：各地の地方政府とともに BDS 提供体制確立や

人材養成に関する計画を策定する必要がある。その際、①各地の中小零細企業の現状・課題、

②BDS 提供状況、③カウンセラーおよびコンサルタント候補者の状況、④予算計画等を踏まえ

る必要がある。また、地方に拠点がない BDSPs もあることから、アディスアベバからの支援も

予め検討する。 

• BDS 提供モデルの地方展開のための人材養成：地方におけるカウンセラー研修は、既に実績が

あることからこれを活用する。初期段階では、アディスアベバからの支援も必要となるが、早

期に各地においてマスタートレーナーを養成することが望ましい。コンサルタントについても

養成を進めることが求められる。コンサルタント候補としては、各地の EDI に所属する BDS

アドバイザーや、TVET 校の講師が考えられる。それ以外にも、各地の大学講師等が候補とな

り得るが、中小零細企業における指導等の実践経験を重視すべきである。 

• BDS モデル展開地域における BDSPs ネットワーク／プラットフォームの形成：各地で BDSPs

ネットワークを形成することが求められる。また、工業省は、BDSPs、関係政府機関およびド

ナーの参加を求めるプラットフォームを構築する案も示している。これらにより、効率的な中

小零細企業に対する効果的・効率的な BDS 提供を促進する。 

 

• 関係者間でのコミュニケーション体制、モニタリング・報告体制の構築：各地において BDS

提供モデルを効果的に運用するためには、特にカウンセラーとコンサルタントをはじめとする

BDSPs とのコミュニケーション体制の強化が重要である。また、BDS 提供状況をモニタリング
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した結果を報告する必要がある。また、BDS 提供状況および企業に与えた変化を定期的にモニ

タリングし、結果を報告することが求められる。 

• 持続的 BDS 提供のための予算確保：各機関は、人材養成および BDS 提供のため必要な予算を

確保することが求められる。同時に、教材の電子化、ウェブによる研修の実施等、予算の節約

方法も検討すべきである。 
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第 2 章 プロジェクトの背景、概要、関連情報 

  

2.1. エチオピアの産業政策、課題、および本プロジェクトの背景 

エチオピアは 2025 年までに低中位所得国になるという「ビジョン 2025」のもと、産業振興（特に

製造業）を重要視している。「第二次成長と構造改革計画（Growth and Transformation Plan II: GTPII）

（2015 年-2020 年）」では、品質・生産性・競争力の強化、外国投資促進、輸出振興、中小企業振興、

産業人材育成等を通じて、GDP および輸出に占める製造業シェア増加、製造業における雇用の創出等

を図るとともに、GTPII 期間中、10%以上の年 GDP 成長率を目標としている。エチオピア産業開発戦

略計画（Ethiopian Industrial Development Strategic Plan（2013-2025））では、産業構造改革により国際競

争力のある製造業を創出することを目標として掲げ、GDP に占める製造業の割合を 4%（2013 時点）

から 2025 年には 17%まで引き上げることを目指している。 

上記の政策目標を達成するには、エチオピア政府が既に重点的に取り組んでいる国内企業（特に中

小零細企業）の育成が重要である。 

エチオピア政府統計資料によると、2016 年時点での国内零細・中小企業の総数は約 50 万社にのぼ

り、そのうち 98％を零細小企業（約 49 万社）が占める。これら零細・中小企業の持続的成長による

規模の拡大、製品・サービスの質の向上が、国内産業の振興に寄与するとともに、輸入の逓減と輸出

の促進による国際競争力の確保につながると期待している。 

他方、政府の政策も後押しし、産業の担い手である労働人口は農業からサービス業や製造業などへ

移行する傾向があるものの、労働者の生産性が向上していないことが指摘されており、より付加価値

の高い製品やサービスを生み出すためのビジネス環境整備、FDI の促進、産業人材の育成、BDS の充

実等が国内企業の成長のための喫緊の課題として挙げられている。 

このような中小零細企業の現状に対し、エチオピア政府は、2016年に零細小企業庁（Federal Micro and 

Small Enterprises Agency：FeMSEDA）を、工業省管轄下の連邦中小製造業開発庁（Federal Small and 

Medium Manufacturing Industry Development Agency：FeSMMIDA）と、都市開発・住宅省管轄下の連邦

都市雇用創出・食糧安全保障庁（Federal Urban Job Creation and Food Security Agency：FeUJCFSA）に再

編し、FeSMMIDA が製造業の中小企業、FeUJCFSA が非製造業の小企業および全ての零細企業を対象

とした支援を担当することとなった。更に、国内各地の地方政府地区単位（Woreda）ごとにワンスト

ップ・サービスセンター（One Stop Service Center： OSSC）を整備し、失業者への仕事の斡旋や零細・

中小企業への経営指導等を実施している。 

以上の背景の下、企業の成長を目的としたビジネス・ディベロップメント・サービス強化プロジェ

クト（以下、「本プロジェクト」）は、WEDP の有償付帯技術協力プロジェクト2として、FeSMMIDA、

FeUJCFSA、およびアディスアベバ市を実施機関とし、零細・中小企業の事業の成長を促進するため

の BDS 提供に向けた体制強化と人材育成に係る支援を行うことを目的に開始された。 

 

2 2017 年 2 月、JICA は円借款により 55 億円を世界銀行との協調融資として WEDP に供与することをエチオピア政府と

合意した。 
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なお、業務開始後、現地実施機関において名称変更・組織改編が生じた（次表）。 

表 2. プロジェクト実施期間中の現地実施機関の名称変更・組織改編 

機関名 名称変更・組織再編 

FeSMMIDA • 2019 年 4 月に連邦中小製造業振興庁（Federal Small and Medium 

Manufacturing Industry Promotion Agency：FeSMMIPA）、次いで、Federal 

Small and Medium Manufacturing Industry Promotion Authority（略称は同じ）

に名称変更された。 

• 2021 年 19 月、エチオピア企業開発庁（Ethiopia Enterprise Development：

EED）へ組織改編された。 

FeUJCFSA • 2020 年 12 月に JOBFSA へ略称変更された。 

• 2021 年 10 月に、JOBFSA の業務は、新設された労働技能省（Ministry of 

Labor and Skill：MoLS）に承継された。 

アディスアベバ市 • プロジェクト開始当初、同市の工業開発局（Bureau of Industry 

Development：BoID）および零細小企業局（Bureau of Micro and Small 

Enterprise：BoMSE）が本業務の実施を担っていた。 

• BoIDは一旦商業局と統合され、商工業開発局（Bureau of Trade and Industry 

Development：BoTID）となった後、再度分割されBoID に戻った。 

• BoMSE は、雇用創出企業開発局（Bureau of Job Creation and Enterprise 

Development：BoJCED）と名称変更された。 

• 2021 年 10 月、両局を含む複数局が、労働企業工業開発局（Bureau of Labor, 

Enterprise, and Industry Development：BoLEID）に再編された。 

EDI • 国連開発計画（United Nations Development Program：UNDP）やカナダ政

府の支援のもと、起業家開発センター（Entrepreneurship Development 

Center：EDC）として立ち上げられた準政府機関で、プロジェクト開始

当初は BDSPs の一つとしての位置づけであった。 

• 2021 年 10 月に政府機関が再編された際、EDC は、起業家および中小零

細企業への BDS 提供や BDS 提供人材養成を担うことを目的とした

MoLS 所管の政府機関となり、WEDP 事務局も統合した上で、EDI に名

称変更した。2022 年 9 月 29 付会議議事録（Minutes of Meeting：M/M）

において、EDI も本プロジェクトの実施機関に加えることとなった。 

 

2.2 プロジェクトの概要 

 本プロジェクトの概要は下記のとおりである。 

 

(1) プロジェクト実施期間（現地協力期間） 

プロジェクト実施期間は、以下の通り変更があった。 

• 2018 年 4 月～2021 年 3 月（3 カ年）：2018 年 4 月 5 付合意議事録（Record of Discussion：R/D）

で確認。 

• 2018 年 9 月～2021 年 9 月（3 カ年）：2019 年 4 月 10 日付 M/M で確認。業務従事者の作業

開始が 2018 年 9 月となったことに伴い、開始および終了時期を変更。 

• 2018 年 9 月～2022 年 9 月（4 カ年）：2021 年 6 月 14 日付 M/M で確認。コロナ禍の影響で、

プロジェクト活動の多くが実施困難となったため、実施期間を 1 カ年延長。 

• 2018 年 9 月～2023 年 3 月（4.5 カ年）：2022 年 9 月 29 日付 M/M で確認。2021 年 10 月に発

足した第 2 次アビィ政権下、本プロジェクト関係機関を含む省庁・政府機関の大幅な再編

があったことにより、実施期間を 0.5 カ年延長。 
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 プロジェクト対象地域 

 プロジェクト対象地域は、業務指示書にて、アディスアベバ市の 3 sub-city および当該 sub-city 管轄

の各 2 woreda（計 6 woreda）とすることとされていた。現地業務開始後、実施機関関係者との意見交

換を行い、下図 3 sub-city および 6woreda を対象とすることとし、第１回合同調整委員会（Joint 

Coordinating Committee：JCC）会合で合意を得た。 

 

• Akaki Kality Sub-city およびworeda2 並びに 6 

• Bole Sub-city およびworeda5 並びに 7 

• Nefas Silk-Laft Sub-city およびworeda 8 並びに 13 

図 1. プロジェクト対象地域 

 

(2) 上位目標 

 アディスアベバ市のプロジェクト対象 woredas および他地域において、BDSPs ネットワークを活用

した質の高い支援が提供されると同時に、エチオピアの零細・中小企業の事業が成長する。 

 

(3) プロジェクト目標 

 アディスアベバ市の対象 woredas において、BDSPs ネットワークを活用した質の高い支援が、エチ

オピア零細・中小企業に提供される。 

 

(3) 期待される成果 

• 成果 1：中小・零細企業支援の戦略計画策定のための MoLS、EDI および EED3の能力が強

化される。 

• 成果 2：BDS 提供に係るBDSPs との連携を含む体制モデルが構築・運用される。   

• 成果 3：sub-city およびworeda スタッフの中小・零細企業支援に関する能力が強化される。 

 

(4) 活動（PDM (ver4.0 に基づく記載)） 

【成果 1 に関する活動】 

 
3 プロジェクト開始時点では、FeSMMIDA と FeUJCFSA であった（2022 年 9 月 29 日付 M/M で上記のとおり変更）。 
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1-1：MoLS、EDI および EED4が、エチオピアにおける零細・中小企業の現状を分析し課題を抽出する。 

1-2：MoLS、EDI および EED が、零細・中小企業支援の戦略計画と中期実施計画を策定する（BDS

メニュー・レベルの確立、BDSPs への委託をはじめとする BDS 提供の体制設計を含む）。 

1-3：MoLS、EDI および EED が、策定した戦略計画と中期実施計画を関係機関へ周知する。 

 

【成果 2 に関する活動】 

2-1：活動 1-2 で策定された零細・中小企業支援の戦略計画を指針とし、MoLS、EDI、EED およびア

ディスアベバ市労働企業工業開発局5が、MSMEs カウンセラーを活用した BDS 提供に係る体制

モデルを構築する。 

2-2：MoLS、EDI、EED およびアディスアベバ市労働企業工業開発局が、MSMEs カウンセラー能力研

修カリキュラムとモジュールを開発する。 

2-3：活動 2-2 に基づき、MoLS、EDI およびアディスアベバ市労働企業工業開発局が、対象となるモ

デル sub-cities およびworedas のスタッフに対し MSMEs カウンセラー研修を実施する。 

2-4：MoLS が EDI6と連携し、BDS コンサルタントの登録制度を検討・考案する。 

2-5：活動 2-4 に基づき、MoLS が EDI と連携し、BDSPs に対し MSMEs コンサルタントとしての登録

に必要となる研修（理論・実践）と試験の試行を実施する。 

2-6：MoLS、EDI および EED が、BDS 提供に係るモニタリング・評価システムを強化する。 

2-7：MoLS、EDI および EED が、BDSPs ネットワークの会合を定期開催し、零細・中小企業の状況に

関する情報共有を促進する。 

2-8：MoLS、EDI および EED が、中小企業および起業家向けの金融サービスの設置に向け、金融サー

ビスをデザインの上、適切なものを提案する。 

2-9：MoLS、EDI、EED およびアディスアベバ市労働企業工業開発局が、パイロット企業に対する重

点的支援を促進する。 

 

【成果 3 に関する活動】 

3-1：Sub-cities およびworedas の選ばれたスタッフが、OSSC の運営・管理に関する研修を受講する（ビ

ジネスマッチング機会の創出、基礎的な経営診断、企業支援計画の策定、BDSPs への委託を含む）。 

3-2：Sub-cities およびworedas のスタッフが担当地区の零細・中小企業に対し、ビジネスマッチング等

の啓発に係るセミナーを実施するとともに支援先とする零細・中小企業を選定する。 

3-3：Sub-cities および woredas のスタッフが経営診断ツールを使い零細・中小企業の経営診断を行う。

その結果に基づき支援計画の策定とOJT を通じた BDSPs への委託等を実施する。 

3-4：Sub-cities およびworedas のスタッフが MSMEs カウンセラー認証試験を受験する。 

 
4 プロジェクト開始時点では、FeSMMIDA と FeUJCFSA であった（2022 年 9 月 29 日付 M/M で上記のとおり変更）。

1-2, 1-3, 2-6, 2-7, 2-8 および 2-9 も同様。 
5 プロジェクト開始時点では、FeSMMIDA、FeUJCFSA、アディスアベバ市産業開発局および小零細企業局であった（同

上）。2-2, 2-3 も同様。 
6 プロジェクト開始時点では、FeSMMIDA と FeUJCFSA の連携であった（同上）2-5 も同様。 
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2.3. プロジェクト関連情報 

2.3.1. エチオピアの中小零細企業関連政策 

 エチオピアの中小零細企業に関連する政策の概要を、次表に記す。  

表 3. 中小零細企業およびBDS 関連政策の概要 

関連政策 概要 

第 2 次 5 カ年開発計画

（Growth and 

Transformation Plan II：

GTP2） 

 

• 2015 年に議会承認され、2016 年から 2020 年の間、製造業重視、品質・

生産性・競争力の強化、輸出振興を通じた国際収支の改善、国内民間セ

クターの振興、人材育成に係る活動を重点的に進めることとされた。 

• 本文書において、BDS は、零細小企業成長促進の一手段として、TVET

庁が所管7する工業普及事業と関連付けられている。また、基礎的起業

家育成研修と、BDS に関する指導者研修（Training of Trainers: ToT）を

2,280 人に対して実施する計画が述べられている。 

零細小企業開発政策お

よび戦略（Micro and 

Small Enterprise 

Development Policy & 

Strategy） 

 

• 都市開発住宅省により 2012 年に策定、2016 年に改訂されたものであり、

GTP に掲げられた零細小企業振興に関連する目標を達成するための政

策および戦略が記されている。 

✓ 人材育成と技術力向上 

✓ 零細小企業向け金融サービスの強化 

✓ 生産・販売支援 

✓ マーケティング支援 

✓ 零細小企業向けワンストップ・サービスの開発 

✓ 工業普及サービス 

• 2023 年 3 月現在、MoLS が中心となり新たな中小零細企業開発戦略文書

（案）が策定され（4.1.6 参照）、連邦政府内で最終化中。 

エチオピア工業開発戦略

計画（2013-2025）

（Ethiopian Industrial 

Development Strategic 

Plan） 

• 2025 年までに低中位所得国になるという国の目標達成貢献に資する

ため、以下のような支援を提供することとした。 

✓ 工業開発のための事業環境整備 

✓ 工業開発のための人材育成  

✓ 付加価値増大のための品質向上  

✓ 市場開発と多様市場の開拓   

✓ 工業開発のための技術移転の促進 

✓ 工業開発のための組織的支援の開発と提供 

• 2023 年 3 月現在、新たな工業開発戦略計画が策定中である。 

エチオピア工業運動 

（Ethiopia Tamrit 

Movement） 

• 2022 年 5 月に首相の提起により始まった運動であり、エチオピアの

製造業が直面する課題を解決することにより、競争力のある製造業を

創出することを目的としている。 

• 運動方針の一つとして、わが国の品質・生産性向上運動等からも範を

得た、企業の能力強化が掲げられており、そのための支援策として

BDS 提供も重要視されている。 

 

2.3.2. エチオピアにおける BDS の定義 

 エチオピアにおいて、BDS という用語は、これまで明確に統一された定義はなかった。MoLS が策

定した中小零細企業開発戦略文書（案）において、次のような定義付けがなされている（仮英訳、原

文はアムハラ語）。 

It is a multidisciplinary support that includes job creation training, accounting training, consulting services, 

market linkages, market information, business linkages and other services to support enterprises. 

 
7 2022 年 12 月、所管が工業省に移管された。 
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2.3.3. エチオピアにおける中小零細企業の定義 

 エチオピアにおいては、中小零細企業についても統一された定義がなかったことから、中小零細開

発戦略文書（案）において、下表に示す定義を用いて統一化を図ろうと意図している。なお、主に都

市部の農牧事業者も中小零細企業に含まれていることに注意を要する。 

 

表 4. エチオピア中小零細企業開発戦略における中小零細企業の定義 

企業規模 セクター 従業員数 総資産（ETB） 総資産（USD） 

零細企業 

製造業 

10 人未満 

250,000 以下 7,500 以下 

サービス業 
200,000 以下 6,000 以下 

農業 

小企業 

製造業 

11 人～50 人 

250,001～
4,000,000 

7,501～ 

115,000 

サービス業 200,001～
2,500,000 

6,001～ 

75,000 農業 

中企業 

製造業 

51 人～101 人 

4,000,001～
45,000,000 

115,001～
1,500,000 

サービス業 2,500,001～
25,000,000 

75,001～ 

750,000 農業 

（出典）中小零細企業開発戦略文書（案） 

 

2.3.4. プロジェクト関連分野における他ドナー支援 

 以下に、関連分野における主要ドナーの支援策の概要を記す。 

（１）世界銀行の女性起業家支援事業（WEDP） 

 エチオピアにおける世界銀行の WEDP 事業は、女性起業家の金融アクセスを改善しつつ、起業・経

営に必要な研修機会を提供すべく、2012 年に開始された。本事業資金は、エチオピア開発銀行

（Development Bank of Ethiopia：DBE）から現地小規模金融機関を通じて女性起業家等に貸し出される

他、研修事業およびプロジェクト管理費に充当される。総事業費は 153.3 百万米ドル、事業期間は 2024

年 12 月 31 日まで延長され、2 万 4 千の女性事業に貸付を行うこと等が目標とされている8。WEDP関

係者は、JCC 会合、BDSPs ネットワーク会合に定期的に参加した他、カウンセラー・コンサルタント

研修にも参加した他、MoLS および EDI とともに、プロジェクトで得た知見を活用し、地方都市にお

けるカウンセラー研修を実施した。 

 

（２）世界銀行の中小企業融資プロジェクト （SME Finance Project） 

 本事業は、EED および DBE を現地側実施機関とし、総事業費 300 百万米ドルで、①中小企業の金

融アクセス向上、②金融ビジネス環境の整備とキャパシティビルディング、③カスタマイズされた

BDS の提供の３コンポーネントから成る。BDS 提供については、TVET 校における中小企業の従業員

向けの技能研修の他、当該プロジェクト予算を活用した、EDI による EED 職員向け BDS 研修等が実

施されている。なお、当該BDS 研修には、本プロジェクトで開発したカウンセラー・コンサルタント

研修の内容も活用されている。 

 
8 世界銀行ウェブサイト（https://projects.worldbank.org/en/projects-operations/project-detail/P122764） 
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（３）ドイツ国際協力公社（Deutsche Gesellschaft für Internationale Zusammenarbeit :GIZ） 

GIZ は、エチオピアで 2020 年～2024 年の間、工業省を現地実施機関として民間セクター開発プロ

ジェクト（Private Sector Development in Ethiopia：PSD-E）を実施している。当該プロジェクトのコン

ポーネントの一つにBDS 提供機関の強化が挙げられており、現地民間コンサルタントを養成し、国際

的レベルのコンサルタント認証を付与することを目的としている。本コンポーネントは、2022 年 8 月

から開始され、ドイツの開発コンサルタント企業（GOPA Worldwide Consultants）に実施が委託されて

いる。 

 

（４）国際連合貿易開発会議（United Nations Conference on Trade and Development：UNCTAD） 

 UNCATAD は、2019 年 EDI（当時 EDC）に対して、起業およびその後の事業継続性を支援するコン

サルタント人材を養成する Empretec モデルを導入し、EDI が活用するコンサルタント人材（BDS アド

バイザー）の能力強化を実施している。 

 

（５）国際労働機関（International Labor Organization：ILO） 

  ILO は、中小企業の生産性向上と労働環境改善を図るための指導人材を養成する SCORE モデルを

導入し、人材養成を進めている。 

 

（６）その他 

 エチオピアでは、国内武力紛争の影響による国内避難民、ソマリアやイエメン等近隣国からの難民

が多く居住し、これら脆弱な状態に置かれた者の起業支援や経営強化のためのBDS 提供も多く実施さ

れている。例として、ILO は、避難民と受入コミュニティの支援のためのパートナーシップ事業

（Partnership for improving prospects for forcibly displaced persons and host communities： PROSPECTS）を

実施しており、ソマリアからの難民を多く受け入れているソマリ州において、脆弱層の所得創出支援

のための BDSPs の組織化を進めている。  
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第 3 章 プロジェクトの投入および実施方法 

  

本章では、本プロジェクトの投入実績、実施方法および JCC 会合に関わる情報について言及する。 

 

3.1. プロジェクトの投入 

3.1.1. 日本側投入 

(1) 専門家派遣 

 本プロジェクトで派遣された専門家および業務従事人月は以下のとおりである。2020 年 3 月～2022

年 2 月まで、コロナ禍、およびエチオピア国内における武力紛争の激化により、現地業務の実施が困

難となり、国内業務による対応を行った。 

 

表 5. 専門家業務従事実績 

氏名 担当 業務従事人月 所属先 

妹尾 隆児 

 

総括/零細・中小企業振興政策・起業

家支援（1） 

現地：13.20 

国内： 9.10 

計 ：22.30 

(株)かいはつマネジメント・

コンサルティング 

米山 明希子 
副総括/零細・中小企業振興政策・起

業家支援（2） 

現地：10.10 

国内： 6.80 

計 ：16.90 

塚本 明広 
零細・中小企業のためのBDS 提供制

度構築・強化 

現地： 5 .67 

国内： 4.90 

計 ：10.57 

田中 環 BDS 提供に係る人材育成 1 

現地： 5.30 

国内： 2.80 

計 ： 9.10  

西野 真太 BDS 提供に係る人材育成 2 

現地： 4.50 

国内： 0.25 

計 ： 4.75 

グエン タン  

ティエン 

（ベトナム） 

BDS 提供に係る人材育成 3 

現地： 1.47 

国内： 0.25 

計 ： 1.72 

竹口 佳宏 

BDS 提供に係る人材育成 4 

現地： 1.97 

国内： 0.00 

計 ： 1.97 

（公財）日本生産性本部 

狩野 未樹子

（後任） 

現地： 1.87 

国内： 2.41 

計：   4.28 (株)かいはつマネジメント・

コンサルティング 

三反畑 希世子 女性起業家支援/業務調整 

現地： 9.30 

国内： 6.63 

計 ：15.93 

 

(2) 本邦および第三国研修員受入 

 本プロジェクト期間中、2019 年 3 月に本邦研修を、2019 年 11 月にベトナムにおいて第三国研修を

実施し、下表の研修員を受け入れた。本プロジェクト開始当初、本邦研修 2 回、第三国研修 2 回の実
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施が計画されていたが、コロナ禍により、本邦研修および第三国研修各 1 回の中止を余儀なくされた。

各研修の内容については、4.1.2 および 4.1.3 に記載する。 

 

表 6. 本邦研修参加者 

名前 所属機関（研修開催時） 肩書 

Mr. Asfaw Abebe FeSMMIDA Director General 

Mr. Zenebe Kumo FeUJCFSA Director General 

Mr. Etana Aimable Addis Ababa City Administration 
Director of Agro-processing and 

pharmaceutical, BoID 

Mr. Jemallu Bekele Addis Ababa City Administration Head of BoJCED 

Mr. Sirak Mamo FeSMMIDA Director of Entrepreneurship Development 

Mr. Wendmaneh Jimma FeUJCFSA Director of OSSC 

Mr. Berhe Nurhsien Addis Ababa City Administration Team Leader of OSSC, BoJCED 

 

表 7. 第三国（ベトナム）研修参加者 

名前 所属機関（研修開催時） 肩書 

Mr. Asfaw Abebe FeSMMIPA Director General 

Mr. Zenebe Kumo FeUJCFSA Director General 

Mr. Endaweke Abite Addis Ababa City Administration Deputy Mayor / Head of BoTID 

Mr. Tilahun Tadesse Addis Ababa City Administration Head of BoJCED 

Mr. Daniel Olani FeSMMIPA Deputy Director General 

Mr. Eshetu Hassen FeUJCFSA Senior OSSC Standardization Expert 

Mr. Ermias Kiros Addis Ababa City Administration Deputy Head of BoID 

Mr. Fikiru Getachew Addis Ababa City Administration 
Agro-processing, food and beverage Expert, 

BoJCED 

 

(2) 機材 

 本プロジェクト活動に使用する以下の機材が調達された。 

• ノートパソコン：1 台 

• 大型複合印刷機：1 台 

• プロジェクター：1 台 

 また、以下について、JICA エチオピア事務所から貸与を受け、活動に使用した。 

• 車両：3 台 

 これらの機材は、プロジェクト現地活動終了後、現地側実施機関に供与された。 
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(3) 現地活動費 

 本プロジェクトの活動実施のための一般業務費として約 40 百万円が執行された。主な内訳は、現地

傭人費（運転手を含む）、研修教材作成費、通信費、ベトナムにおける第三国研修実施費、車両整備

費・保険代等となっている。 

 

3.1.2. エチオピア側投入 

(1) カウンターパート役職員配置 

 本プロジェクト実施期間中、現地側実施機関は下表のようにカウンターパート役職員を配置した。 

 

表 8. プロジェクトカウンターパート役職員一覧 

 

 

(2) 専門家執務室の提供 

 専門家執務場所は下記のとおり、5 回変更となった。いずれも現地側実施機関が提供した。 

名前 組織 肩書
プロジェクトでの

肩書

プロジェクトに関

与した期間

H.E. Nigussu Tilahun MoLS State Minister Project Director 2021-2023

Mr. Gebremeskel Challa JOBFSA Director General Project Director 2020-2021

Mr. Zenebe Kumo Geda FeUJCFSA Director General Project Director 2018-2020

Dr. Hussan Hussein EDI Director General Project Director 2022-2023

Dr. Alebachew Neguse EED Director General Project Director 2022-2023

Mr. Birru Wolde EED Director General Project Director 2022

Mr. Asraw Abebe FeSMMIPA Director General Project Director 2018-2021

Mr. Belete Balla MoLS Head of Enterprise Development Project Manager 2018-2023

Mr. Henok Laike EDI BDS Manager Project Manager 2023

Ms. Abebaye Gezehagn EED Director, Entrepreneurship Development Project Manager 2022

Mr. Israel Gussese FeSMMIPA Director, Entrepreneurship Development Project Manager 2019-2020

Mr. Sirak Hailemelekot FeSMMIPA Director, Entrepreneurship Development Project Manager 2018-2019

Mr. Mikiyas Mulugeta A.A. BoLEID Director, Enterprise Support
Deputy Project 

Manager
2022-2023

Mr. Izadin Musbah A.A. BoLEID Director, Manufacturing Development
Deputy Project 

Manager
2022-2023

Mr. Yimer Kebede Yimam A.A. BoJCED Head of Bureau
Deputy Project 

Manager
2020-2021

Mr. Jemallu Jember　 A.A. BoJCED Head of Bureau
Deputy Project 

Manager
2019

Mr. Tazer Gebreegziabher A.A. BoID Head of Bureau
Deputy Project 

Manager
2020-2021

Mr. Endawek Abite A.A. BoTID Vice mayor/Head of Bureau
Deputy Project 

Manager
2019-2020

Mr. Ermias Kiros A.A. BoID Head of Bureau
Deputy Project 

Manager
2018
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• 2018 年 10 月～2019 年 6 月：BoID による提供 

• 2019 年 6 月～2019 年 7 月：FeSMMIPA による提供 

• 2019 年 7 月～2019 年 11 月：BoTID による提供 

• 2019 年 11 月～2022 年 6 月：FeSMMIPA による提供 

• 2022 年 6 月～2023 年 3 月：EDI による提供 

 

(3) 必要情報の提供 

 現地側実施機関は、政策関連文書や中小零細企業リストなどの必要状況の提供を行った。 

 

(4) 経常費用の負担 

 現地側実施機関は、カウンターパート職員の給与の他、各機関の内規で支給が定められている研修

参加者や企業訪問を行う自組織のカウンセラーおよびコンサルタントの日当を負担した。 

 

(5) プロジェクト活動費 

 現地側実施機関は、一部の研修および JCC 会合等会議のための会場借料（軽食提供を含む）を負担

した。 

 

3.2. プロジェクト実施方法 

 日本側専門家の現地業務期間中においては、エチオピア側関係者と定期的に会合機会を設け、共同

でプロジェクト活動を実施した。プロジェクト活動進捗に関する英文報告書を作成し、複数にわたる

現地側実施機関関係者の共通認識に努めた。 

 また、カウンセラーおよびコンサルタント研修を実施する際は、持続性の観点から、研修員への日

当等について所属機関が支給するよう重ねて協議を行い、合意を得た上で研修を実施した。 

 2020 年 3 月～2022 年 2 月の現地渡航ができなかった期間においては、ウェブ会議システムを用い、

関係者とやり取りを行うと同時に、現地傭人を介したコミュニケーションを取ることで意思疎通を図

り、コロナ禍にあっても実施可能なプロジェクト活動を遂行した。プロジェクト活動実績の詳細は、

次章で詳述する。 

 

3.3. JCC 会合の開催 

 本プロジェクト期間中、プロジェクトの意思決定機関であり、プロジェクトの経過や今後の計画に

ついて報告し、承認を得る重要な会議である JCC 会合を下記のとおり 6 回開催した。各回の出席者リ

ストを付属資料 1 に掲載した。 

 

(1) 第 1 回会合 

第 1 回会合は、2019 年 1 月 30 日、FeSMMIDA（現 EED）講堂において開催された。本会合では、

以下の点が議論された。 
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• プロジェクトの背景・概要説明 

• 主な活動の概要と進捗 

• PDM の ver.1 への改訂 

冒頭、FeSMMIDA 長官より、エチオピアの中小企業振興のための持続的な BDS 提供と、プロジェ

クトで発現した成果の普及の重要性について述べられた。また、対象地域（3 sub-city と 6 woreda）に

ついて合意が得られた。 

PDM の主な改訂内容は以下のとおりであり、2019 年 4 月 9 日付 M/M で確認された。PDM は付属

資料 2 参照。 

 

表 9. PDM （ver.0）の主な改訂内容 

• R/D 付属の PDM（ver.0）に記載のプロジェクト期間を、実態に即して修正。 

• エチオピア側組織名を修正（BoI→BoID）。 

• PDM 上に記載の用語の一部について、現地関係者との議論を踏まえて修正。 

✓ OSSC カウンセラー → MSMEs カウンセラー 

✓ BDS コンサルタント → MSMEs コンサルタント 

✓ BDS アドバイザー → MSMEs カウンセラーおよびコンサルタント 

• カウンセラーの養成・活動場所を woreda の OSSC としていたものを、実態に即し、woreda／

sub-city に修正9。 

• 成果 2 に関する活動につき、スタートアップ支援（長期専門家対応分野）（活動 2-8）およびHand 

Holding 活動（中小零細企業の現場での BDS 提供活動）（活動 2-9）を追加。 

• 成果 3 に関する指標のうち、対象地域の 50％以上（75％以上の女性経営企業を含む）へのBDS

提供を、対象地域における年間支援企業数および認定されたカウンセラー数に修正。 

• 日本側投入のうち、派遣専門家分野を実態に即して修正。 

 

(2) 第 2 回会合 

 第 2 回 JCC 会合は、当初 2020 年 3 月下旬に開催予定であったが、COVID-19 感染の急拡大によ

り業務従事者の現地渡航が見合わされたこと、また、現地における非常事態宣言発令により規模の大

きな会議等の開催が禁止されたため、一旦開催を延期した。 

情勢がやや落ち着きを見せ始めた 2020 年 8 月 5 日、第 2 回会合をオンラインにて開催した（計 42

名が出席）。 

本会合において、日本人専門家の現地渡航再開の目処が立たない中でも、遠隔作業で活動を継続し

ていることをエチオピア側に伝達した上で、これまでの活動進捗と今後の計画について、C/P 機関の

プロジェクトマネジャーと日本人専門家が発表した。 

 
9 アディスアベバ市では、原則として woreda で零細小企業を、Sub-city で中企業を支援する。OSSC は woreda のみに設

置されており、カウンセラーは中小零細企業を支援することから、woreda、sub-city の双方にてカウンセラーを養成す

ることとした。 
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出席者からは、MSMEs コンサルタント候補者向け遠隔研修の有用性が述べられるとともに、コロ

ナ禍下でのプロジェクト活動実施および持続性確保に関する意見が出された。これらの意見に対する

行動計画書を作成し、会合報告書とともに参加機関に共有した。行動計画の概要は下表のとおり。 

表 10. 第 2 回 JCC 会合後の行動計画概要 

参加者からの意見 行動計画 

＜コロナ禍での中小・零細企業支援＞ 

⚫ コロナ禍において、金融サービス

も含めた包括的 BDS 提供が求め

られる。 

⚫ BDSPs 間での効果的コミュニケ

ーションシステムの構築が必要。 

⚫ コロナ禍の終息時期が見通せな

い中、計画は現実的であるべき。 

⚫ 関係者間のコミュニケーションを強化し、BDSPs ネットワ

ークを通じた包括的 BDS 提供がなされる取組を進める。 

⚫ 定期的にネットワーク会合を開催し、BDS 提供に関する知

見の共有等を促進する。 

⚫ コロナ禍で実施可能な遠隔教育や会議実施を促進する。 

⚫ コロナ禍が継続することも見越してプロジェクト活動を計

画・実施する。 

＜金融機関におけるコンサルタント

養成研修＞ 

⚫ コンサルタントの養成は金融機

関の融資事業にとっても非常に

有用である。 

⚫ 金融サービスも含めた包括的 BDS 提供が求められるとこ

ろ、金融機関の研修等への参加を推奨する。 

⚫ WEDP との連携を強化し、男性企業以上に COVID-19 の影

響を被っている女性企業への支援を行う。 

＜コロナ禍での研修実施手法＞ 

⚫ コロナ禍での遠隔教育は有用で

あるが、インターネット接続が困

難な参加希望者も存在する。 

⚫ 引き続き状況に応じた形で、カウンセラー／コンサルタン

ト養成研修を実施する。 

⚫ インターネット接続が困難な者に対しては、FeSMMIPA 等

が接続可能な場所を提供する。 

＜プロジェクト活動の持続性確保＞ 

⚫ プロジェクト終了後の活動の持

続性確保が重要である。 

⚫ プロジェクト終了後に C/P 機関が活動を継続できるよう、

FeSMMIPA 職員等に対し OJT を含めた研修を実施する。 

＜プロジェクト活動の成果の普及＞ 

⚫ プロジェクトの活動成果を他地

域にも普及すべき。 

⚫ 本プロジェクトは対象地域における活動を実施するが、C/P

機関が活動を他地域に普及できるよう、能力強化を進める

とともに、マスタートレーナーの養成等を図る。 

 

(3) 第 3 回会合 

 2021 年 5 月 31 日、依然としてコロナ禍が続く中、第 3 回 JCC 会合がオンラインにて開催された（計

27 名出席）。本会合では、コロナ禍が続く中、一部活動については実施困難や遅れが生じているもの

の、エチオピア側機関の積極的取り組みもあり、現地活動が進められていることが、FeSMMIPA のプ

ロジェクトマネジャーである Estalu 起業開発部長代理等から発表された。 

 また、プロジェクトディレクターのAsfaw FeSMMIPA 長官は、本プロジェクト活動の成果を生かし

て持続的取り組みを進めることを述べるとともに、引き続き各機関における知見の蓄積が必要である

こと等が述べられ、本プロジェクトの実施期間の 1 年間延長についての要請がなされた。 

 JCC 会合後、エチオピア側からのプロジェクト実施期間延長に関する要請について、R/D 改訂に係

る M/M が貴機構エチオピア事務所、エチオピア側実施機関（FeSMMIPA、JOBFSA、AA-BoID 並びに

AA-BoJCED）およびエチオピア財務省の間で、2021 年 6 月 14 日付で取り交わされた。これにより、

プロジェクト期間（現地協力期間）は 2022 年 9 月まで延長されることとなった。 
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(4) 第 4 回会合 

2021 年 9 月 16 日、第 4 回 JCC 会合をオンラインで開催した。本会合は、プロジェクト期間が 1 年

間延長されたことを受け、今後のプロジェクトで取り組むべき重点的活動について議論を行った。 

• 引き続き効果的・効率的な BDS 提供のための取り組み、カウンセラー・コンサルタント人

材の養成を進める。また、COVID-19 感染に配慮しつつ、養成された人材が積極的に中小零

細企業を支援できるよう、所属機関のコミットメントを強化する。 

• BDSPs ネットワーク会合が FeSMMIPA・JOBFSA の主導において定期的に開催され、関係

機関間のコミュニケーションが強化されるようにする。また、カウンセラーと BDSPs 等と

の間での情報交換や蓄積方法について、これまでの取り組みを実証しつつ、他地域にも拡

大する。 

• 中小零細企業が適切にBDS を認知し、活用できるよう、広報活動を促進する。 

• BDS 提供が FeSMMIPA・JOBFSA の主導で持続的に実施され、地方にも展開できるよう、

関係者の能力強化を継続する。 

会合に出席した FeSMMIPA・JOBFSA 両長官からは、プロジェクト実施期間の延長に対する謝辞が

述べられるとともに、中小零細企業に対するBDS 提供は国の重要課題であり、関係機関とも連携しつ

つメインストリーム化していくこと、地方への展開や持続性強化のための取り組みを進めていくこと

が述べられた。 

 あわせて、PDM に記載された指標のうち、未確定となっていた数値目標（対象地域において BDS

が提供される企業数および認定カウンセラー数）についても、確定させた。 

 

(5) 第 5 回 JCC 

 現地業務再開後の、2022 年 7 月 2 日、MoLS が手配したアディスアベバ市内のGetfam ホテルにて、

第 5 回 JCC 会合を開催した（オンライン会議システムにも接続）。なお、本 JCC 会合に先立ち、プロ

ジェクト実施機関を含む省庁および政府関係機関の大幅な再編、幹部人事の交代があったことを踏ま

え、現地業務再開後の 2022 年 3 月に合同会合を開催し、新たなプロジェクト関係者にプロジェクトの

概要およびこれまでの進捗を報告する機会を設けた。 

 本会合では、プロジェクト活動の進捗を報告した後、政府機関再編が中小零細企業支援体制にも影

響を及ぼしていることから、実施体制を見直すこと、また新体制による持続的BDS 提供が可能となる

よう、新体制下での関係者の能力強化を図る必要があることから、現地協力期間を 2023 年 3 月まで延

長することについて議論を行った。 

 プロジェクト実施体制について、FeSMMIPA が EED に改編されたこと、JOBFSA の業務が新たに創

設された MoLS に承継されたこと、EDC が WEDP と統合した上で、MoLS の所管の政府機関となり

（EDI と改称）、中小零細企業の経営強化のための BDS 提供および提供人材育成業務を行う役割が付

与されたことから、EDI を実施機関として加えること、またアディスアベバ市の 2 局（BoID および

BoJCED）について、他の部局とともに BoLEID として再編されたことから、実施機関を変更するこ

ととした。 



21 

 

 また、現地協力期間の延長について、現地実施機関側からは対象を全国に拡大した上で、より長期

間の延長を望む声もあがったが、プロジェクトの対象地域を拡大することはせず、当初どおりアディ

スアベバ市内の対象 sub-city およびworeda とした上で、求められる成果を達成するために必要と考え

られる期間（6 カ月）に限定するという考えに理解が得られた。 

 プロジェクトのカウンセリングおよびコンサルティング活動について、EDI、BoLEID、ポリテクニ

ク校等の出席者から、養成内容が極めて実践的であり、コンサルタントが支援した企業側の評価も高

いこと、カウンセラーの活動を支援するために開発した簡易診断ツールは、各企業の課題の検出に有

用であり、これまで画一的に BDS を提供していたものを、診断結果に基づき優先的に提供する BDS

を検討することができるため、企業の経営強化に役立っている、といった意見が寄せられた。 

 本会合の結果も踏まえ、2022 年 9 月 29 日付でR/D 変更に関する M/M が締結された。 

 

(6) 第 6 回 JCC 会合 

2023年 3月 27日、本プロジェクト最後の JCC会合をアディスアベバ市内の Jupitar International Hotel

会議室で開催した。会合では、本プロジェクトの活動結果および成果の報告、カウンセリングおよび

コンサルティングを受けた小規模企業経営者からの発表、プロジェクト終了後の活動に対する提言を

行った。本プロジェクトの実施に際し、現地実施機関がオーナーシップを発揮し、カウンセラーおよ

びコンサルタント養成等のプロジェクト活動を進めたこと、養成された人材により提供された BDS

が、対象地域の中小零細企業の経営に好成績を及ぼしたこと、プロジェクトからの助言が中小零細企

業開発戦略およびBDS 提供に係る大臣訓令に反映されたこと等が特筆事項として挙げられた。 

その後の討議において、参加者は持続的 BDS 提供および広域展開に向けた議論を実施した。Asfaw

工業大臣顧問（前 FeSMMIPA 長官）は、主要機関の役割を整理した上で、引き続き統合的に BDS 提

供が実施されるべきであることを述べた。 

最後に、Niggusu MoLS 国務大臣は、プロジェクトからの提言を踏まえ、MoLS は EDI とともに、関

係機関と協力しつつ、カウンセリングおよびコンサルティングサービスの提供を拡大していく意欲を

示した。 
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第 4 章 プロジェクト活動実績 

 

 本章では、3 つの成果毎にプロジェクト期間中に実施した活動実績について報告する。 

4.1. 成果 1 に関する活動実績 

 「中小・零細企業の戦略計画策定のため MoLS, EDI および EED の能力が強化される」と定められ

た成果 1 に関連する活動実績は下表のように纏められる。 

 

表 11. 成果 1 に関する活動実績 

⚫ プロジェクト開始時に、対象地域の中小零細企業の調査を行い、BDS の活用状況、満足度や

企業の経営課題について確認した。 

⚫ 本邦研修およびベトナムにおける第三国研修を実施し、BDS 提供をはじめとする中小零細企

業振興政策・施策の学習機会を提供することで現地実施機関の計画策定能力を強化した。 

⚫ アフリカカイゼン年次会合への参加を通じ、他国におけるカイゼン・BDS 活動の実践例を学

ぶ機会を提供した。 

⚫ ベトナムにおける金属加工業の発展に関する産業振興セミナーを開催し、エチオピアにおける

製造業振興の参考となるベトナムの知見を提供した。 

⚫ プロジェクトの持続性を高めるため、FeSMMIPA 職員の能力強化の遠隔研修を実施した。 

⚫ MoLS が策定する中小零細企業開発戦略文書のうち、中小零細企業向け BDS 提供に関する記

述への改善提案を行った。 

⚫ 中小零細企業開発戦略にある BDS 提供を円滑に促進するため、MoLS はBDS ガイドラインを

作成し、大臣訓令（Directive）として関連機関、地方政府等に対して発出予定である。本ガイ

ドラインの精緻化過程において随時助言を行った。 

  

以下、詳述する。 

4.1.1. 中小零細企業の現状調査 

2018 年 12 月～2019 年 1 月にかけ、対象地域において、現地実施機関とともに、中小零細企業を訪

問し、78 社に対する事前調査を実施した10。調査目的は、以下の通りである。 

• 現地中小零細企業の抱える主な経営課題を抽出し、それに対する支援策を検討すること。 

• カウンセラー等が利用する簡易診断ツールの開発に活用すること。 

• 現地中小零細企業が利用してきた BDS の内容を把握し、その満足度を調査することで、よ

り良い BDS 提供のあり方を検討すること。 

 その結果は以下の通りである。 

 

 

 
10 調査対象全社が現地側実施機関の紹介により選定されたもので、無作為抽出標本ではない。規模別企業内訳は、中企

業 16 社、小企業 36 社、零細企業 26 社である。 
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<BDS 利用状況> 

 調査対象企業が利用した BDS の提供先の大

半はworeda、sub-city、TVET であり、それ以外

の BDSPs からの提供は限定的であった。 

 

 

＜BDS 満足度＞ 

woreda および sub-city のサービスに対する

満足度は 50%程度であり、本プロジェクト目

標の指標である満足度 80％との間に乖離が

あることが確認された。他方、TVET のサー

ビスに対しては 74%が満足と回答した。 

 

＜適切な BDS 提供と企業の業績向上の関係＞ 

事前調査結果において、「適切な BDS 提供」と「企業業績向上」の 2 潜在変数間の標準化パス係数

は、0.5 を超えている11。これら 2 つの間に、相当程度の正の相関があると言える。事業計画指導や販

売支援等の BDS 提供は、受け手側の企業の満足を伴う場合、企業業績向上に寄与する。 

 

 

 

4.1.2. 本邦研修の実施 

 2019 年 3 月に実施本邦研修を実施した。本研修は、わが国の中小企業政策および BDS 提供促進に

係る施策や各種事業を学び、エチオピアにおける零細・中小企業向け BDS 強化事業に活用することを

目的に実施された。そのため、下記の項目に関する学習を下表に掲げる機関および企業を訪問し、学

習する機会を提供した。 

• わが国の小規模・中小企業振興政策・施策の理解 

• わが国の経営相談窓口業務や中小零細企業の成長・経営強化に資するコンサルティングサー

ビスのあり方 

 
11 パス係数の計算方法は、回帰係数の求め方を応用する。標準化パス係数は、相関係数と同じ基準で評価できるように、

マイナス１からプラス 1 の間に標準化した係数である。 

　 中企業 小企業 零細企業 総計

ワレダOSSC/サブシティ中小企業課 16 36 26 78

技術職業訓練局（TVET) 13 27 22 62

サブシティ工業開発課 15 30 11 56

国際協力事業 0 3 0 3

民間企業 0 1 1 2

繊維産業開発局（TIDI) 1 1 0 2

起業開発センター（EDC) 0 1 0 1

大学 0 1 0 1

Level of 
Satisfaction 

Woreda/OSSC 
Service

Sub-city ID Office 
Service

TVET 
Service

MSMEs % MSMEs % MSMEs %

Satisfied 30 54.6% 25 50.0% 35 74.4%
Average 12 21.8% 15 30.0% 10 21.3%
Not Satisfied 13 23.6% 10 20.0% 2 4.3%

表 12. BDS 利用状況 

表 13. BDS 満足度 

図 2. BDS 提供と企業の業績向上の関係 
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• わが国の経営指導員や中小企業診断士の養成・認定手法 

• 公的機関で経営相談や支援を受けた結果、経営が強化された零細・中小企業（女性起業家を

含む）の実際 

• わが国のインキュベーション施設・事業の実際 

表 14. 本邦研修行程表 

月日 行程 

3/5 （火） 来日 

3/6 （水） 

10:00～ブリーフィング 

12:00～コースオリエンテーション 

14:10～独立行政法人中小企業基盤整備機構における講義 

3/7 （木） 

9:30～東京商工会議所における講義 

13:00～中小企業診断士協会における講義 

15:30～株式会社ヒロキにおける講義 

3/8 （金） 
10:00～中小企業大学校東京校における講義 

15:00～東京創業ステーションにおける講義 

3/11（月） 

10:00～浅草ものづくり工房における講義 

14:00～DMM. Make Akiba における視察・講義 

16:00～東京都よろず支援拠点における講義 

3/12（火） 

9:30～株式会社ヒルスクエアにおける講義 

13:40～女性起業家（株式会社碧嘉ジャパン、株式会社スルシィ、株式会社バルドゥッチ）
による講義 

15:10～広域関東圏女性起業家サポートネットワーク事務局による講義 

3/13（水） 
 9:20～日本政策金融公庫における講義 

13:30～今後のBDS 提供体制強化に向けたアクションプラン作成 

3/14（木） 
10:00～JICA 産業開発・公共政策部表敬訪問 

10:30～アクションプラン発表・討議 

3/15（金） 
10:00～駐日エチオピア大使館表敬訪問 

離日 

 

 本研修の実施により、研修員は、中小零細企業の成長を促すためには、最新技術の導入や、売上確

保のための官公需への優先的参入機会の提供に留まらず、企業の経営強化を支援する包括的な BDS

の提供や、そのための関係機関間の連携強化が重要であることを認識した。 

研修員は、帰国後に本邦研修の学びを関係者に共有するとともに、中小零細企業支援策の強化・改

善を図るための意見交換を行うため、4 月 17 日にカンファレンスを開催した。本カンファレンスには

約 70 名が参加し、帰国研修員がわが国の事例について発表した後、参加者が討議を行い、BDS 戦略

策定の重要性、BDS の質の向上、BDSPs 間の連携促進等についての共通認識を深めた。 

  

4.1.3. 第三国研修の実施 

 2019 年 10 月、ベトナムにおいて第三国研修を実施した。ベトナムは、1976 年の国家統一後、農業を

主体とした社会主義経済体制が取られていたが、1986年共産党第6回大会でドイモイ政策が採択され、

段階的な市場経済の導入と工業化が促進された。また、2009 年には中小企業支援に係る政府決定

（Decree NO.56/2009/ND-CP）を公布し、中小企業に対する助成制度、各種優遇措置、支援措置を定め

た。係る背景は、1991 年まで社会主義体制にあり、中小零細企業振興を含む産業構造転換を進めるエ

チオピアにとっても参考になる点が多く、現地関係者からも研修実施国として希望が寄せられた。 

 本研修は、ベトナムにおける中小企業政策およびBDS 提供促進に係る施策や各種事業を学び、エチ
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オピアにおける中小零細企業向け BDS 強化事業に活用することを目的に実施された。そのため、下記

の項目に関する学習を下表に掲げる機関を訪問し、学習する機会を提供した。 

• ベトナムにおける中小零細企業振興政策・施策の理解 

• 中小零細企業人材養成事業の実際 

• 女性起業家・経営者支援事業の実際 

• 中小零細企業向け金融制度と金融アクセス強化策の理解 

• スタートアップ事業育成の実際 

 

表 15. ベトナムにおける第三国研修行程表 

月日 行程 

10/22（火） 16:00  アディスアベバ発ドバイ経由でハノイへ 

10/23（水） 
13:15  ハノイ着 

16:00～オリエンテーション 

10/24（木） 

8:30～Agency for Enterprise Development での講義 

11:30～Technical Assisance Center for SME での講義 

15:00～Vietnam Japan Institute for Human Resource Development Hanoil College での講義 

10/25（金） 

 9:00～National Agency for Technology, Entrepreneurship and Commercialization Development

における講義 

11:00～Vietnam Silicon Valley Program での講義 

15:30～Vietnam Women’s Union での講義と女性起業家訪問 

10/26（土） 
9:30～ハノイでの研修振り返りワークショップ 

16:00～ハノイからホーチミン市へ空路移動 

10/28（月） 
10:00～Center for Supporting Enterprise Development での講義 

15:00～Vietnam Chamber of Commerce, Ho Chi Minh Branch での講義 

10/29（火） 
10:00～VP Bank での講義 

13:30～中小企業訪問 

10/30（水） 
10:30～Saigon Innovation Hub での講義 

15:00～サイゴンハイテクパーク（訓練センターおよび立地中小企業）訪問 

10/31（木） 

 8:30～State Bank of Vietnam での講義 

13:00～アクションプラン作成ワークショップ 

23:55  ホーチミン市発アディスアベバへ 

11/01（金） 12:40  ドバイ経由でアディスアベバ着  

 

前述の本邦研修時と同様、研修員は帰国後に知見共有カンファレンスを開催した。本カンファレン

スには約 90 名が参加し、帰国研修員がベトナムで得られた知見や教訓について発表した後、参加者間

でエチオピアにおけるBDS 提供強化のために政府が取るべき施策案や、金融サービスとの連携強化な

どに関する議論が展開された。 

   

4.1.4. アフリカカイゼン年次会合への参加 

2019 年 6 月 24 日～26 日の間チュニジア国チュニスで開催されたアフリカカイゼン年次会合に、

FeSMMIPA 長官（Mr. Asfaw Abebe）および TVET 庁副長官（Mr. Habtamu Kibret）が参加し、エチオピ

アにおける BDS 提供施策および工業普及事業に関する発表を行った。また、セミナーの聴講や他の参

加者との交流により、アフリカ諸国におけるカイゼン活動について学習する機会となった。 

翌年以降のカイゼン年次会合はコロナ禍により遠隔またはハイブリッドでの開催となり、

FeSMMIPA、JOBFSA の関係者がエチオピアからオンライン会議システムで参加した。 
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4.1.5. ベトナム産業政策現地セミナーの開催 

2019年 8月、本プロジェクトに従事するベトナム国家大学ホーチミン市工科大学准教授（Mr. Nguyen 

Than Tien）による、ドイモイ後のベトナムにおける金属加工業の発展に関するセミナーを開催した。

本セミナーには、金属工業開発機関、エチオピアカイゼン機構、FeSMMIPA、Bole sub-city から約 20

人の参加があった。 

本セミナーでは、ベトナムにおける金属加工業を中心とする工業セクター振興に関する政策および

法制度整備、外国直接投資誘致、高等教育システムの改革による産業育成人材、産学官連携の推進等

についての講義がなされ、その後、出席者との間での質疑応答がなされた。 

  

ベトナム産業振興政策現地セミナーの模様 

 

4.1.5. 中小零細企業政策に関する能力強化研修の実施 

 2020 年 8～9 月、FeSMMIPA からの依頼により、中小零細企業政策に関する能力強化研修を実施し

た。教材内容は、わが国の中小企業基本法等を中心とする中小企業政策・施策、中小企業金融等に関

するものに、エチオピアにおける BDS 提供モデルの概要等を加えたものとし、オンデマンドによる教

材配信およびフィードバックを行った。本研修には FeSMMIPA 職員約 40 人が参加した。 

  

図 3. 中小零細企業政策に関する教材の一部 

 

4.1.6. 中小零細企業開発戦略ドラフトへの助言 

 エチオピア政府は、2021 年の総選挙後の新体制下、MoLS を中心に 2011 年に改訂された零細小企

業戦略に代わり、中企業支援も含めた新たな中小零細企業開発戦略の策定を進めている。本プロジェ

クトにドラフトが提示され、BDS 提供に関する記述に対する助言を行った。本ドラフトは、最終化に

向けた作業がエチオピア政府内で進められている。その概要は以下の通りである。 
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表 16. 中小零細企業開発戦略ドラフトの概要 

項目 概要 

企業規模

の定義 

• エチオピアでは、中小零細企業の定義が統一されていないことから、新たに統一的

定義の採用を提案する（2.3.3 参照）。 

本戦略の

重点項目 

• 企業の成長を促す環境整備 

✓ 中小零細企業支援機関の機能の明確化と能力強化 

✓ 新設零細企業への営業許可証取得費支援 

✓ 納税システムの簡略化 

✓ OSSC の新設・強化、職員の能力強化、デジタル化の促進 

• 製造・販売スペースの改善 

✓ 零細小企業向け製造・販売場所提供サービスの強化 

• BDS の質の強化とアクセス支援 

✓ 民間 BDS 提供者の巻き込み促進：民間 BDS 提供者活用施策の策定、高成長企業

への民間 BDS 提供に対するインセンティブの創設、民間 BDS の品質保証プログ

ラムの構築、BDSPs 育成組織の創設、中小零細企業への BDS 情報提供促進等 

✓ 企業規模・成長段階に応じた BDS 提供：創業支援、ビジネスプランコンテスト実

施、金融アクセス促進のための企業の能力強化、研修提供、ウェブ上での BDS や

コンサルタントの情報提供、民間 BDS 活用促進のためのメカニズム構築等 

• 金融アクセスの改善 

✓ 金融機関の能力強化や技術支援による効果的・効率的金融サービス提供 

✓ 信用保証システムの強化 

✓ 企業側の財務会計能力の強化 

• 技術へのアクセス支援とイノベーションの促進 

✓ セクター別機関による研究開発支援 

✓ 高等教育機関、技術職業教育機関、その他機関の連携強化 

✓ 技術・革新データベースの構築 

✓ 国際基準に則した技術基準の創設 

✓ 企業のデジタル化促進・ICT 活用技術の強化 

✓ 中小零細企業と大企業・外国資本の関係強化による技術移転の促進 

• 市場開発とマーケティング支援 

✓ マーケット・リンケージとバリューチェーン強化 

✓ 零細小企業用販売スペースのインフラ強化（電気、水、アクセス道路、ICT 等） 

✓ e コマースの拡大 

✓ バザー、日曜市、見本市、展示会の実施強化 

✓ 市場競争力強化のための、品質保証システムの強化、中小零細企業の原材料調達

支援、技能訓練の提供強化 

✓ フランチャイズ、外注、下請の促進による販売機会強化 

• 高成長企業への支援 

✓ 国際市場における製品の競争力強化支援 

✓ 輸出促進 

✓ 高成長企業へのインセンティブ制度の開発 

✓ e コマースの利用促進 

• 経済危機下における企業支援の強化 

✓ コロナ禍等による経済危機時の企業への包括的助成制度の開発 

✓ 雇用調整助成金提供の検討 

✓ 企業からの寄付等による非常時用基金の創設 

✓ 企業のコンティンジェンシープラン策定支援 

他国の事

例紹介 

• わが国の中小企業診断士制度、公設試験研究機関制度、企業のサプライチェーン 

• フィリピンのGo Local!プログラム（中小零細企業の製品開発、市場アクセス支援） 

• チュニジアの市場アクセス基金 

• マレーシアの Catalyst プログラム（起業支援） 
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4.1.7. BDS ガイドラインに関する大臣訓令文書への助言 

 MoLS は、全国における中小零細企業企業へのBDS 提供を標準化し持続的に実施するため、国務大

臣の指揮下、BDS ガイドラインに関する大臣訓令（Directive）の発出準備を進めている。本ガイドラ

インは、本プロジェクトの成果のみならず、他ドナーが実施する BDS 提供に関する協力も統合的に運

用するための包括的な内容である。本プロジェクトで作成された5種の技術ガイドライン（4.2.7参照）

は本訓令の添付文書として活用される。 

 本プロジェクトからは、ガイドラインの内容についての助言を実施した他、2023 年 3 月に MoLS が

主催した、地方政府関係者への説明および意見集約を行うためのワークショップ開催を支援した。 

 

4.2. 成果 2 に関する活動実績 

 「BDS 提供に係るBDSPs との連携を含む体制モデルが構築・適用される。」と定められた成果 2 に

関連する活動実績は、下表のように纏められる。 

 

表 17. 成果 2 に関する活動実績 

• 各企業のニーズに即したBDS を提供するための BDS 提供モデルを構築した。 

• MSMEs カウンセラー・コンサルタント養成教材の開発等、プログラムを構築した。 

• コンサルタント研修を実施するとともに、マスタートレーナーの養成を進めた（カウンセラー

研修の実施については、成果 3 に記載）。 

• BDSPs ネットワークを構築し、BDSPs 会合の開催を支援した。 

• BDS 提供およびカウンセラー・コンサルタント養成等に関する技術ガイドラインを整備した。 

• BDS 提供に関する広報戦略の策定と、広報素材の開発を行った。 

 

4.2.1. BDS 提供モデルの構築 

  本プロジェクトでは、中小零細企業の抱える様々な課題解決に資する BDS 提供を提供できるよう、

複数の BDSPs の連携に基づく BDS 提供モデルを構築し、対象地域において適用した。 

 BDS 提供モデルは次表の 3 つの要素が中心となる。 

 

表 18. BDS 提供モデルの主要 3 要素 

• MSMEs カウンセラー 

✓ 地域の中小零細企業の相談窓口となる。 

✓ 簡易診断を行い、適切なBDS を斡旋する。 

✓ 定期的な企業訪問を行い、モニタリング・フォローアップを行う 

• MSMEs コンサルタント 

✓ 中小零細企業の経営全般を強化するための診断・助言を行い、実行計画策定を支援する。 

• BDSPs ネットワーク 

✓ カウンセラーからの斡旋に基づき、中小零細企業への BDS 提供を行う。 

✓ ネットワーク参加者間で知見・情報共有を行う。 
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 次に、BDSPs 提供モデルの概念図と、運用方法を示す。 

 

図 4. BDS 提供モデル概念図 

 

表 19. BDS 提供モデルの運用方法 

① 中小零細企業経営者は、woreda もしくは sub-city のMSMEs カウンセラーに支援を依頼する。 

② MSMEs カウンセラーは、企業を訪問した上で、簡易診断ツール（4.3.3 参照）の適用と、経営

者への聞き取り調査により、必要となる BDS（金融サービスを含む）を特定する。 

③ MSMEs カウンセラーは、特定された BDS を提供する BDSPs に対し、診断を行った企業への

支援を依頼する。 

④ BDSPs は、中小零細企業に必要な BDS を提供する。MSMEs コンサルタントはより高度な経

営診断を行い、経営全般を見据えた改善提案や、成長戦略を具体化した事業計画の策定や、

必要に応じ金融アクセス支援を行う。 

⑤ カウンセラーは BDS を提供された企業のモニタリングとフォローアップを行う。 

⑥ BDSPs ネットワーク会合を通じて、BDSPs 間での知見共有や、連携促進を図る。 

 

4.2.2. MSMEsカウンセラー研修教材・カリキュラムの整備 

 対象地域における中小零細企業の現状・課題に関する調査結果（4.1.1 参照）、および現地側実施機

関との意見交換を経て、カウンセラー教材を作成した。研修教材の内容は以下の通りである（研修教

材は付属資料 3 に掲載）。 
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表 20. MSMEs カウンセラー養成研修教材の構成 

Theme 0. What is a MSME counselor? 

Theme 1. Industrial Operation Analysis 

Theme 2. Financial analysis 

Theme 3. MSME business situations in Ethiopia 

Theme 4. How to apply “Quick Diagnostic Tool” 

Theme 5. Counseling under BDS provision system 

Theme 6. Possible advice by MSME counselors 

Theme 7. BDS recommended by MSME counselors 

Theme 8. Case study 

 

 コロナ禍により、2020 年 4 月以降、大人数による座学研修の実施が困難となった。研修員の自習を

促すため、上記の内容をアムハラ語のナレーションを付した動画教材に纏め、自習用プラットフォー

ム12にアップロードし、現地側実施機関に共有した。 

 
 

PowerPoint 研修教材 動画教材 

 

自習用プラットフォーム 

図 5. MSMEs カウンセラー研修教材 

 

4.2.3. MSMEsコンサルタント研修教材・カリキュラムの整備 

（1） パイロット・コンサルティングの実施 

 MSMEs コンサルタント養成に関し、4.1.1 に記した中小零細企業現状調査結果も踏まえつつ、研修教

 
12 https://ethiopiacounselors.wixsite.com/ethiopiabdscounselor/ 
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材およびカリキュラム開発に着手した。その過程で、コンサルタントの指導内容や範囲とレベルにつ

いて検討を促進するため、2019 年 10 月から 2020 年 1 月にかけて、パイロット・コンサルティングプ

ログラムを行った。本プログラムには、FeUJCFSA（現 MoLS）、EDC（現 EDI）、ポリテクニク校、

CBE 等から選出されたコンサルタント候補 16 名が参加し、パイロット研修（座学）と、カウンセリ

ング研修でOJT を行った企業から選出された 4 社におけるパイロットOJT を実施した。 

 

（2） コンサルタントの能力強化の方向性 

 パイロット・コンサルティングの結果も踏まえ、コンサルタントの能力強化分野については、次表

のとおり、安全在庫量や発注リードタイムを踏まえた原材料調達・在庫管理、所要運転資金を少なく

するための工夫、各業種・企業のコスト構造に合致した利益向上策、設備投資計画の具体性強化、マ

ーケティングとオペレーションの統括的運用等を重要なテーマとして取り扱うこととした。 

 

表 21. パイロット企業に共通する課題、対応策とコンサルタントの能力強化の方向性 

パイロット企業に共通する課題 
課題への対応策と 

コンサルタントの能力強化の方向性 

原材料・電気の不安定な供給：外貨規制のあるエ

チオピアでは、輸入原材料の調達が不安定になり

やすい。また電気の不安定な供給により、生産の

中断を余儀なくされる場合も多く、生産計画の管

理に支障をきたす場合もある。 

重要な原材料については、安全在庫量を設定の上、

調達・在庫管理を行うことが求められる。研修に

より、コンサルタントが、原材料発注後のリード

タイムを踏まえた調達・在庫管理のあり方を助言

できるようにする。 

狭隘な貸与操業施設：中小零細企業の多くは、政

府機関が整備した製造業用貸与施設（ブロック又

はシェード）で操業している。スペースが狭隘で

あり、新たな場所の提供を求める企業経営者が多

いが、貸与施設供給は逼迫しており、必ずしも希

望に沿った施設が貸与される訳ではない。 

操業施設が狭いため、空間利用効率を高める必要

性がある。そのためには、不良品・不要物の処分、

原材料・製品在庫の整理・整頓（2S）、作業場内の

設計が重要となる。コンサルタントが、これらの

助言を行うことができるようにする。 

金融商品アクセス難：運転資金が逼迫し、借入に

より資金需要を満たすことを望む企業が多い。 

一般的な借入条件は年利 17～20%程度、要担保で

あり、中小零細企業にとっての借入のハードルは

高い。不良在庫の現金化、販売条件改善の指導等、

所要運転資金量を少なくする指導も重要である。 

計画性不十分な設備投資希望：設備投資資金を調

達し、業容拡大を望む企業において、担保不足以

外にも、金融機関が求めるレベルの事業計画書が

作成できず、借入に難渋する場合が多い。 

目標売上・利益、資金回収期間等を考えずに、漠

然と設備投資を望む経営者が多い。設備投資を行

う場合、所要運転資金が増えることを念頭に、適

切な事業計画作成を支援できるようにする。 

企業内会計の不徹底：多くの企業では売上や支払

等の帳簿作成・管理・活用が十分ではない。単位

あたり製造コストを把握できておらず、適切な経

営判断ができない。 

利益を短期的に増やすためには、原材料コストの

高い企業の場合、原材料ロスを減らすこと、設備

装備の高い企業の場合、設備稼働率を高めること

等が重要である。研修により、業種別コスト構造

を把握し、各企業の実情に合致した原価管理、利

益向上策、売価設定等を提言できるようにする。 

不安定な官公需の影響：特に建設資材（金属製品

やコンクリート製品等）製造業者の場合、販売先

が公的機関である場合が多い。売上は公的機関に

よる調達公示状況に左右されることが多く、民間

市場への販売促進を望む企業も多い。 

官公需のみならず、民間市場向け販売にも対応で

きるようにするためには、マーケティングに加え、

多品種生産への対応力強化等、より複雑なオペレ

ーション体制の構築が必要となる。研修により、

マーケティングとオペレーションの双方の助言を

提供できるようにする。 
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（3） コンサルタントのレベル分け 

 パイロット・コンサルティングにより確認された、中小零細企業の抱える課題とコンサルタントに

対するニーズ、および参加したコンサルタント候補人材の能力水準を踏まえ、次表のとおり、コンサ

ルタントにジュニア・シニアの 2 レベルを設けることとした。 

 

表 22. コンサルタントレベル 

ジュニアコンサルタント シニアコンサルタント 

 事業安定性の確保が必要な企業に対し、在庫管

理、生産工程、販売、財務、調達などの基本的

経営管理への助言と実行支援ができる。 

 一部においてシニアコンサルタントやマスター

トレーナーの指導を仰ぎつつ、大規模な投資を

伴わない事業計画の策定を支援し、報告書を作

成できる。 

 更なる成長を望んでいる企業に対し、操業拡

大や製品輸出など、高度な経営課題に対する

助言と支援ができる。 

 投資計画（資金計画を含む）を策定すること

ができ、報告書を自力で作成できる。 

 

（4） コンサルタント教材の開発 

上記に基づき、コンサルタント養成教材の開発を進めた。なお、コロナ禍により、業務従事者が現

地にてエチオピア実施機関を支援しつつ対面で研修を実施することが困難になったことから、以下の

ような措置を講じた 

• 中小零細企業の事業継続計画策定やリスクマネジメント支援ができるよう、教材を補強。 

• 遠隔教育で進められるようにするため、基礎力を重視するジュニアコンサルタントの養成

では、ケーススタディ中心の教材に再編集。 

• 遠隔による養成講座実施のための研修プラットフォーム WEB サイトの構築。 

• 参加者の理解を深めるためのビデオ教材の作成。 

コロナ禍を踏まえて整備されたジュニアコンサルタント向け研修教材は、次表に概要を示す PDF に

よる教材（付属資料 5）と、動画教材13から構成される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
13 https://www.youtube.com/playlist?list=PL-x0PLkEfulQ-pPOdj5TZYhyzUfMQvVIG 
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表 23. ジュニアコンサルタント教材内容 

教材内容 

Module 1. Orientation on the correspondence training course  

• Background  

• Objective of the correspondence course  

• Training method  

• Participants  

• Training contents  

• Remarks 

Module 2. Case studies  

• Case studies on business diagnosis 

• Case studies on management accounting 

• Case studies on business operation 

• Case studies on marketing 

• Case studies on business continuity plan 

• Case studies on overall topics 

Module 3. Knowledge required for junior consultants  

• Role of MSME consultants  

• Business diagnosis and outlining strategy for growth  

• Management accounting  

• Marketing  

• Basic abilities for MSME consultants  

 

表 24. ジュニアコンサルタント動画教材リスト 

No. 動画教材リスト 

1-1 Overview of strategic planning 

1-2 Analysis of business internal factors 

1-3 Important features of seven industries 

1-4 CFS (Critical Success Factor) Identification 

1-5 Strategic planning for growth 

2-1 How to elaborate BCP (Business Continuity Plan) 

3-1 Overview of management accounting 

3-2 Overview of operation management 

3-3 Overview of marketing 

4-1 Overview of digital marketing  

4-2 Essence of social media marketing 

4-3 Essence of web marketing 

 

シニアコンサルタント研修は、ジュニアコンサルタント研修を修了したものに対してのみ参加資格

が与えられる。シニアコンサルタント研修は、運転資金管理、設備投資、経営診断・相談報告書作成

の 3 科目から成り（教材は動画のみ）、更に中小零細企業現場における実践力を強化するための演習を

充実させた。また、カウンセラーとの協働を促進するため、カウンセラーの役割を理解するとともに、

簡易診断ツールの学習ができるようにした。 
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 教材と併せて、コンサルタントが支援企業現場で活用できるコンサルタントツールも同時に開発し

た。下表の動画教材を作成し、コンサルタントが学習できるようにした。 

 

表 25. コンサルタントツールに関する教材リスト 

No. 教材内容 

1 Investment and costing 

2 Production, quality, inventory and purchase management 

3 Sales management and statistical testing 

 

4.2.4. コンサルタント研修の実施 

(1) コンサルタント研修の体制整備 

  コロナ禍においてコンサルタント研修を進めるため、遠隔教育のプラットフォームとして、Jimdo

社14が提供する無料ウェブサイト作成サービスを活用した。 

 

図 6. MSMEs コンサルタント研修プラットフォーム 

 

 コンサルタント養成研修は次表の手順で実施された。また概念図を示す。 

 

 

 

 

 

 
14 ドイツ・ハンブルグにある Web ホスティングサービス提供企業 
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表 26. MSMEs コンサルタント養成研修手順 

① FeSMMIPA（現 EED）が、研修の実施を告知。また、BDSPs に対する応募勧奨の実施。 

② 応募者に対し、ジュニアコンサルタント研修受講方法を通知。 

③ 期限までに所定の学習や課題提出を行った研修員に対し、修了試験を適用。 

④ 修了試験合格者を MSMEs ジュニアコンサルタントとして認定。 

⑤ ジュニアコンサルタント修了試験合格者に対し、シニアコンサルタント養成研修受講を勧奨。 

⑥ 期限までに所定の要件を満たした研修員に対し、修了試験を適用。 

⑦ 修了試験合格者を MSMEs シニアコンサルタントとして認定。 

 

 
図 7. MSMEs コンサルタント認証向け養成研修の概要図 

ジュニアコンサルタント研修においては、コロナ禍による企業訪問の困難さ、またプロジェクト終

了後の広域の展開への考慮等により、ウェブ上で OJT（仮想 OJT）を行う形式とした。これは仮想企

業における経営課題を提示し、選択問題への回答、経営診断および経営戦略案の策定を求めるもので

ある。 
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図 8. ウェブ上での OJT の概要図 

シニアコンサルタント研修においては、より実践力を重視する観点から、コロナ禍による企業訪問

の制約がある段階においては、オンラインでのOJT を実施した。オンラインOJT では、予め企業の基

礎情報、写真、カウンセラーによる簡易診断結果等を研修員に提示し、遠隔会議システムを用いたオ

ンラインコンサルティング（企業経営者への聞き取りや意見の提示）を行った上で、経営診断・経営

改善レポートを提出してもらう形式をとった。なお、2022 年 3 月頃より、感染リスクも低下してきた

ことから、現場訪問によるOJT に切り替えた。 

 

  
   OJT を行った JET 社    JET 社とのオンライン OJT コンサルティング実習の様子 

 

 コンサルタント養成研修は、2020 年 6 月、2021 年 3 月、2022 年 4 月の 3 回開催された。毎回現地

実施機関と意見交換を行い、研修内容・実施方法の細部を修正しつつ、徐々に現地機関の関与を高め

つつ研修を進めていった。その結果、計 55 名が研修を修了し、コンサルタントとして認定された。所

属先別認定コンサルタント数は次表のとおりである。認定コンサルタントリストを付属資料 1 に掲載

した。  

 

 

   

仮想企業に関連する課題

が４択で出題され、研修

員はこれに解答する。ま

た、仮想企業に対するコ

ンサルティング・レポー

トを作成する。 
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表 27. 所属先別認定コンサルタント数 

機関 ジュニアレベル シニアレベル 計 

EDI 15 13 28 

EDI/ WEDP 0 1 1 

EED 2 4 6 

MoLS 1 0 1 

アディスアベバ市 1 0 1 

Misrak ポリテクニク校 2 5 7 

Nefas Silk ポリテクニク校 1 0 1 

CBE 0 4 4 

食品飲料研究開発センター（Food and Beverage Industry 

Research and Development Center）  
0 1 1 

製造技術研究開発センター（Manufacturing Technology and 

Engineering Industry Research & Development Center）  
2 0 2 

民間コンサルタント 1 2 3 

計 25 30 55 

 

(2) コンサルタント向けマスタートレーナーの養成 

カウンセラー養成と同様、コンサルタント養成の持続性を高めるためには、コンサルタント養成お

よび活動促進を担うマスタートレーナー15の人数を増やす必要がある（4.3.1 も参照）。そこで、現地関

係者と協議し、シニアコンサルタントの中から指導経験が豊富なものを選抜してもらい、マスタート

レーナー養成研修を開催した。結果、マスタートレーナー人数は計 15 名（付属資料 1 にリストを掲載）

となり、今後、現地側で持続的にコンサルタント養成ができる環境が整った。2022 年 3 月に実施した

マスタートレーナー養成研修の概要を次に示す。 

⚫ 座学研修：コロナ禍が緩和された段階で座学研修を実施した。研修内容は、①コンサルタント制

度ガイドラインの概略、②コンサルタント養成研修内容・方法、③コンサルタント候補者向け企

業現場OJT の実施方法、④認定試験の監督方法の紹介、⑤本プロジェクト開発によるコンサルテ

ィングツールの活用方法、⑥マスタートレーナーの役割等が含まれる（付属資料 6 参照）。 

⚫ OJT：金属・木材加工業（ATW 社）にて実習を行った。将来、マスタートレーナーが、候補者向

けのOJTを組めるようにするためである。内容としては、①OJT先企業の優先的経営課題の把握、

②優先課題を踏まえた経営診断・相談報告書の作成方法を確認した。  

   
マスタートレーナー養成研修実施に関わる    ATW 社における実習の様子 

EDI による SNS 広報 

 
15 カウンセラーとコンサルタントは、それぞれの役割を踏まえた研修を行っており、カウンセラー向けマスタートレー

ナーと、コンサルタント向けマスタートレーナーをそれぞれ養成している。 
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 この研修には、EDI 関係者、CBE 職員およびポリテクニク校教官も加わった。EDI としても、他機

関と連携して、プロジェクト終了後の制度運用を図る考えである。教材研修は付属資料 4 に掲載。 

 

(3) MSMEs コンサルタント養成研修から得られた知見と教訓 

MSMEs コンサルタント養成研修から得られた知見を以下に示す。これらについて、現地実施機関

と共有し、コンサルタント養成制度の持続化に向けた取り組みを進めてきた。 

 

• 遠隔教育およびオンライン試験の長所と短所 

 本研修で実施した、遠隔教育から得られた経験につき長所と短所を次表に示す。 

 

表 28. 遠隔教育の長所と短所に関わる知見・教訓 

長所 

⚫ 分野横断的な知識の確認・習得を効率的に行うことができた。 

⚫ ビデオ教材等の遠隔教育手段を有効活用すれば、今後とも、継続的かつ低予算でコン

サルタント養成研修が実施可能である。 

⚫ 一般論として、通信講座は、対面講座等と比べて、参加者のモチベーションを保つの

が難しい。しかし、資格取得と結びつけて講座を実施したこと、関係機関の組織的支

援があったこと等により、参加者のモチベーションを保つことができた。 

⚫ 通信講座であるために、参加者の自主性・自発性が問われ、修了者の質が高くなった。 

短所 

⚫ オンライン試験の実施では、停電や通信環境問題等の影響を受けることがあった。 

⚫ 期限ぎりぎりに課題提出をする参加者が多く、運営側の負担が高まる時期があった。 

⚫ 経営診断・相談報告書の作成指導等は、仮想事例を通じた添削指導だけでは十分に質

の向上を図ることが難しかった。通信講座による添削指導に加えて、実際の企業訪問

OJT を併用することで、候補者の能力強化が進むことが確認された。 

⚫ 課題添削、仮想的OJT、試験等を通じ、弱点の克服が進まない候補者もいた。 

 

• 遠隔教育と企業現場での OJT の併用の重要性 

シニアコンサルタント養成講座では、遠隔教育と併用する形で、企業現場OJT を実施した。OJT で

は、企業現業観察、経営者等との面談等を行った上で、経営診断・相談報告書作成を実習した。本報

告書は、経営外部環境、原材料調達、生産、販売・マーケティング、経営・財務管理に関する課題の

因果関係を考察した上で、経営全体の状況を把握し、今後の経営戦略等を提案する内容になっている。

成長に向けた経営革新や金融支援との連携に取り組むためには、様々な経営機能を統括的に把握・検

証することが重要だからである。 

実際に研修参加者がOJT で作成した経営診断・相談報告書（一部抜粋）の例を示す。この事例の通

り、企業訪問を伴う OJT の実施により、候補者の企業診断・相談報告書の質が向上し、総合的な応用

力強化が図られた。ジュニア水準の分野横断的知識の確認・習得では、通信講座の添削指導等が効率

的であるが、シニア水準の応用性の高い事項については現場 OJT を併用することが重要である。 
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図 9. 候補者が作成した企業診断報告書の例（一部抜粋） 

 

OJT 受入企業の経営者からは、次のような好意的な意見が寄せられた。 

✓ 候補者が示した販売管理や生産管理の方法は、効率向上に資する。 

✓ 診断結果は、当社の経営課題を的確に指摘している。 

✓ 経営拡大に先立ち、足元の運転資金管理強化の重要性を認識できるようになった。 

 

4.2.5. 対象地域における BDS の提供 

 養成されたカウンセラー（4.3.2 参照）およびコンサルタントによる対象地域の中小零細企業に対す

る BDS 提供は、2020 年 4 月以降、コロナ禍や国内武力紛争の影響で困難な状態が続いた。 

 2022 年になり、状況が好転に向かったことから、カウンセリング、コンサルティング等の BDS 提

供が再開された。同年中に、252 社に対する支援が実施された（実績については 5.2.3 参照）。 

  

企業のモニタリングを行うカウンセラー コンサルタントが助言し改善した生産現場 

安全在庫量が

設定されてお

らず、原材料

在庫が不足す

ることもある。 

見込み生産が

半分を占める

にもかかわら

ず、売上の見

通しを立てて

いない。 

原材料在庫

不足のため

に十分な生

産・販売が

できないこ

とがある。 

経営戦略提案の骨子と

しては、新規設備投資

をせずに、運営管理効

率を高め、現在の需要

増機会を活かすことで

販売増を図る。 

他方、固定客

が多いので、

売上見通しは

立てやすい筈

である。 
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コンサルタントの設備投資計画作成支援により 

新たに調達された生産設備 

カウンセラーとコンサルタントが共同助言した

コーヒー製造・輸出企業 

 

4.2.6. BDSPs ネットワーク会合の開催 

 BDSPs ネットワーク会合は、各種 BDS を提供する機関が集まり、中小零細企業に対して、ニーズ

に基づいた BDS を提供するための知見を共有することや、企業経営者の声を反映することで、より効

果的な BDS を提供すること等を目的とする。これまでの会合への参加機関は下表のとおりである。 

 

表 29. BDSPs ネットワーク会合参加機関 

• MoLS 

• EDI（WEDP を含む） 

• EED 

• アディスアベバ市BoLEID 

• TVET 庁およびプロジェクト対象地域を所管する下記ポリテクニク校 

➢ Akaki ポリテクニク校 

➢ Misrak ポリテクニク校 

➢ Nefas Silk ポリテクニク校 

• 製造業開発庁（Manufacturing Industry Development Institute：MIDI）および下部機関 

➢ カイゼンエクセレンスセンター（Kaizen Excellence Center） 

➢ 製造技術研究開発センター （Manufacturing Technology and Engineering Industry Research 

& Development Center） 

➢ 皮革および革製品産業研究開発センター（Leather and Leather Products Industry Research 

and Development Center） 

➢ 繊維および被服産業研究開発センター（Textile and Garment Industry Research and 

Development Center） 

➢ 化学および建設資材研究開発センター（Chemical and Construction Inputs Industry Research 

and Development Center） 

➢ 食品飲料工業研究開発センター（Food and Beverage Industry Research and Development 

Center） 

• DBE 

• CBE 

• Addis Capital 

• アディスアベバ信用貯蓄機関（Addis Ababa Credit and Savings Institute：AdCSI） 

• SME Finance プロジェクト 
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 本プロジェクト期間中、計 6回の会合が開催された。 

 

(1) 第 1回会合 

 第 1 回会合は、2019 年 8 月 7 日、20 機関から 32 名が出席し、FeSMMIPA 講堂で開催された。本会

合では、本プロジェクトから、BDS 提供モデルの概要やこれまでの進捗について説明した。出席者か

らは、カウンセラーの果たす役割の重要性、民間BDSPs の巻き込みの必要性、中小零細企業の金融ア

クセス支援強化などについて意見や提案が寄せられた。 

 

(2) 第 2回会合 

 第 2 回会合は、2020 年 1 月 31 日、16 機関から 27 名が出席し、FeSMMIPA 講堂で開催された。BDS

提供を受けた企業（Habte Garment 社）経営者 1 名も参加した。 

 本会合では、これまでのBDS 提供モデルに関する活動の進捗と今後の活動計画概要を紹介した。ま

た、上記企業経営者から、BDS の活用により、売上高や収益性に効果が生じていることについて発表

があった。 

 また、アディスアベバの中小零細企業に共通する課題を基にしたケーススタディを行った。特に技

術支援と金融支援の連携の重要性、企業経営全体を見た上で事業計画を作成するとともに、必要とな

る専門技術の特定を行うコンサルタント活用の重要性等についての意見が多くあがった。 

 

(3) 第 3回会合 

 第 3 回会合は、2020 年 2 月 25 日、18 機関から 24 名が出席し、FeSMMIPA 講堂で開催された。本

会合は、各 BDSP の幹部を対象とし、BDS 提供モデルとその主要要素について発表、および参加者と

議論を行った。参加者からは、草の根レベルで活動する MSMEs カウンセラーの重要性、コンサルタ

ント養成教材・ツールの有用性、民間コンサルタント人材を活用するための政府の予算措置、BDSPs

ネットワーク会合の持続的運営の重要性について意見が寄せられた。 

 

(4) 第 4 回会合 

2020 年 4 月以降、コロナ禍により、各機関における BDS 提供活動の大半が停止したことから、開催

を見合わせる時期が続いたが、2020 年 12 月 24 日に遠隔会議システムを利用し、会合を開催した。 

 本会合にはエチオピア側からは 13 名が参加し、カウンセラーおよびコンサルタント養成事業の進捗

等についての報告がなされた。また、EDC、WEDP 等は中小零細企業に対する調査等を行い、課題を

抽出し、対応策を検討していることが紹介された。 

 

(5) 第 5 回会合 

 第 5 回会合は、2021 年 5 月 7 日、Wabi Shebelle Hotel 会議室で開催された。また、コロナ禍が続く

中、遠隔参加も可能とした。 
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 本会合では、遠隔での参加も含め 19 名が出席した。この中には BDS 提供を受けた企業（ATW 

Engineering）経営者および同社を支援したコンサルタントも含まれ、BDS 提供の効果についての発表

がなされた。 

 参加者からは、本プロジェクト終了後の持続性確保について、各機関が真剣に考えること。それに

備え、各機関が知見を蓄積するとともに、FeSMMIPA・JOBFSA が中心となり、全国展開するための

計画を策定することの重要性が提起された。また、アディスアベバ市からは、カウンセラーと BDSPs

とのコミュニケーションの強化や BDSPs 側の支援体制の強化、woreda および sub-city の機能強化の重

要性が指摘される等、従前よりも具体的な議論が展開された。 

 

(6) 第 6 回会合 

第 2 次アビィ政権発足に伴う省庁・政府機関の再編により、各機関の業務実施体制が確立するまで

の間、一部機関の BDS の提供に滞りが生じた。係る状況下、新たにプロジェクト・ディレクタターと

なった MoLS のNigusse 国務大臣および EDI の Hassen 長官のリーダーシップの基に、エチオピア関係

機関による持続的な BDS 提供を行うための議論を行うため、2022 年 10 月 28 日にネットワーク会合

がHyatt Regency ホテル会議室で開催された。本会合には、MoLS、EDI の他、アディスアベバ市、お

よび対象地域内の 2 ポリテクニク校が参加16した。 

席上、中小零細企業に対する BDS 提供の重要性、これまでのプロジェクト活動の実績を紹介した上

で、今後取り組むべき課題についての議論が実施された。結果、国務大臣より、以下の取り組みを行

うことが表明された。 

• カウンセラー、コンサルタントの養成を継続し、中小零細企業に対する BDS 提供を促進する。

そのため、プロジェクトが作成した 5 種の技術ガイドラインを MoLS が正式に採用し、アムハ

ラ語を含む現地語に翻訳した上で、これを活用した人材養成、企業支援を促進する。 

• 数多ある中小零細企業支援のためには EDI に加え、各地のポリテクニク校が実施する工業普及

事業の強化・活用促進が重要である。既に対象地域内のポリテクニク校教官がコンサルタント

研修に参加する等しており、この取り組みを TVET 庁全体で実施されるよう、同国務大臣が

TVET 担当国務大臣との協議を進める。 

 

4.2.7. BDS 技術ガイドラインの整備 

本プロジェクトで整備した BDS 提供モデルの持続的運用のため、得られた知見を活用しつつ、現地

関係機関とともに、以下の 5 つの技術ガイドラインを作成した（別添 8 参照）。 

 
16 EED については、本会合直前に長官を含む、幹部人材が交代したこともあってか、参加がなかった。 
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＜BDS 提供モデルガイドライン＞ 

 

本プロジェクトと現地実施機関が構

築した中小零細企業への BDS 提供モ

デルの運用方法を記したもの。 

＜カウンセラーシステム 

ガイドライン＞ 

MSMEs カウンセラー養成研修の進め

方、認証基準、認証後のカウンセラー

の活用方法等を記したもの。 

＜カウンセラー技術ガイドライン＞ 

 

研修を終えたカウンセラー向けに、中

小零細企業現場でのカウンセリング

手法を記したもの。 

  

 

＜コンサルタントシステム 

ガイドライン＞ 

MSMEs コンサルタントシステムの概

要、養成研修の進め方、認証基準等を

記したもの。 

＜コンサルタント技術 

ガイドライン＞ 

マスタートレーナーによる指導、また

認定コンサルタントの現場での指導

方法を記したもの。 

図 10. 技術ガイドライン 5 種の概要 

 本技術ガイドラインは、4.1.7 で記した BDS ガイドラインに関する大臣訓練文書の添付資料として

使用される予定である。特に、地方関係者の理解を促進するため、アムハラ語への翻訳も行った17。 

 

 

 
17 翻訳作業は EDI が実施した。なお、内容がプロジェクト活動と密接に関わるものであることから、プロジェクト傭人

が、技術的用語を含む内容の確認や修正・補強作業を支援した。 
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アムハラ語に訳された技術ガイドライン 

 

4.2.8. BDS 広報活動の実施 

 中小零細企業に対して効果的・効率的にBDS が提供されるためには、中小零細企業経営者が正しく

コンサルティングやその他の BDS を理解し活用することが必要である。特に、中小零細企業を対象に

したコンサルティングは、エチオピアにおいては十分な実績がなく、正しい理解をする経営者は必ず

しも多くない。また、カウンセラーが、BDS が企業にもたらす便益について経営者に的確に伝えてい

く必要がある。このため、BDS に関する広報活動が重要となるところ、以下の活動を実施した（広報

関連資料は付属資料 6 に提示）。 

 

(1) BDS 広報戦略の策定 

FeSMMIPA（現 EED）、JOBFSA（現 MoLS）、EDC（現 EDI）とともに、広報戦略を策定し、文書

にした上で関係者に配布した。本戦略は、中小零細企業経営者、BDSPs 関係者、今後のコンサルタン

ト候補者を対象とし、BDS に関する理解および利用意欲を促進することを目的としている。戦略文書

のイメージを提示する。 
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図 11. 広報戦略資料のイメージ 

 

(2) ポスターおよびリーフレットの作成 

 ポスターおよびリーフレットは、sub-city、woreda および中小零細企業の多くが十分なインターネッ

ト接続環境を持たないため、紙媒体で作成、配布することとした（PDF 版での配布も可能）。 

リーフレットは、カウンセラーやコンサルタントがBDS 提供モデルおよび活用事例を企業経営者に

説明するためのものであり、ポスターは、sub-city および woreda 事務所に掲示し、来訪した企業経営

者の関心を喚起するためのものである。これらの広報資料は、EDI と共同作成し、関係者に理解を促

進するためアムハラ語に訳した上で、対象地域の woreda、sub-city および BDSPs ネットワーク参加機

関に配布した。 

 

 

 

リーフレット ポスター 
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(3) 成功事例集 

 成功事例集は、①コンサルティング等の BDS を活用していない中小零細企業に対し、コンサルティ

ングを受けるメリットを理解してもらう、②コンサルタント間での情報・知見共有を促し、相互研鑽

を図り、コンサルタントの質を向上する、③関係機関がコンサルタントの実績を容易に把握できるよ

うにすることを目的に作成した。 

 コンサルタントがもたらした効果を端的に図ることができるよう、報告フォーマットの統一化を図

り、コンサルタント研修においても、使用方法を指導している。以下に事例を提示する。 

 

図 12. 成功事例集の例 

 また、BDS 提供から得られた効果について経営者、カウンセラー、コンサルタントにインタビュー

した動画を作成した。これらの動画の一部は EDI の YouTube チャネルにて公開されている18。 

  

EDI の YouTube チャネルで公開されている成功事例ビデオ 

 
18 https://www.youtube.com/@EDIETHIOPIA/videos 
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4.3. 成果 3 に関する活動実績 

 成果 3 は「woreda／sub-city スタッフの零細・中小企業支援に関する能力が強化される。」と定めら

れている。成果 3 に関連する活動実績は下表のように纏められる。 

 

表 30. 成果 3 に関する活動実績 

• カウンセラー研修の持続性を確保するため、マスタートレーナーが養成された。 

• アディスアベバ市および sub-city が主催した MSMEs カウンセラー研修が実施された。 

• MoLS／EDI／WEDP による全国規模でのカウンセラー研修が実施された。 

• カウンセラー等が活用する簡易診断ツールが開発・適用された。 

• カウンセラーの BDSPs の斡旋を支援する BDSPs ディレクトリが作成された。 

 

4.3.1. カウンセラー養成のためのマスタートレーナー養成研修の実施 

 カウンセラーを養成するための研修で講師を務めたり、OJT で指導を行ったりするマスタートレー

ナーを養成するための ToT を段階的に実施した。初回は日本人専門家が 4.2.2 で述べた研修教材を用

いた教材の解説および講義の進め方の説明を行い、以降は初回 ToT で養成されたマスタートレーナー

が、更なるマスタートレーナーを養成した。プロジェクト期間中に 52 名のマスタートレーナーが養成

された。組織別内訳は次表のとおり。 

 

表 31. 組織別マスタートレーナー数 

機関名 マスタートレーナー数 

MoLS 15 

EED 7 

Addis Ababa City 30 

計 52 

 

4.3.2. MSMEs カウンセラー研修の実施 

 教材整備、初回 ToT、および関係者を対象としたオリエンテーションの実施を経て、MSMEs カウ

ンセラー研修を実施した。アディスアベバ市の内規では、市（sub-city および woreda を含む）職員が

研修に参加する場合、日当を支給されることとされている。関係機関との協議結果、カウンセラー研

修参加者の日当については、原則としてアディスアベバ市が拠出することとなった。研修は、コロナ

禍、国内武力紛争および総選挙による影響を受けたが、プロジェクト期間中に 3 回実施された。 

 カウンセラーの認定要件について、現地側実施機関と協議の結果、以下のとおりとした。 

• カウンセラー研修を受講し、5 日中 4 日出席すること。 

• 座学研修の最後に筆記試験（4 択式）を受け、10 点中 6 点以上を取得すること。 

• 企業現場でのOJT に参加し、簡易診断を行った上で、カウンセリングシートを作成すること。

マスタートレーナーがカウンセリングシートの質を判断として合格と認めること。 
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• 研修修了後に、企業を訪問しカウンセリングを行うこと。 

  

修了試験の例 OJT で参加者が作成したカウンセリングシート 

 

(1) 第 1 バッチ研修 

  2019 年 7～8 月に、カウンセラー養成第 1 バッチ研修が対象 3sub-city 会議室において開催された。

本研修により 39 人が研修を終え、カウンセラーとして認定された。 

  

カウンセラー養成座学研修 カウンセラーOJT 

 

(2) 第 2 バッチ研修 

 2020 年 9～10 月にカウンセラー養成第 2 バッチ研修が開催された。本研修はコロナ禍下での開催で

あったことから、アディスアベバ市の予算で、感染対策が施されたホテルの会議室を借り、少人数で

グループを形成し座学研修が実施された19。OJT についても、受入企業側の意向を十分に確認し、感

染対策を講じた上で実施された。本研修は、アディスアベバ市の強い意向により、対象地域にある

3sub-city 加え、アディスアベバ市内の他 sub-city の中小零細企業支援担当者も研修員に加えられた。

また、WEDP で女性事業者を支援する担当者およびアディスアベバ市職員も研修に参加した。本研修

により 47 人が研修を終え、カウンセラーとして認定された。 

 
19 ウェブによる研修も検討したが、sub-city、woreda、また在宅勤務中の職員の自宅の大半に高速インターネット回線が

整備されていないことから、少人数での集合研修を実施することとなった。 
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カウンセラー養成座学研修 

 

(3) 第 3 バッチ研修 

 第 3 バッチ研修は、2022 年 10 月～12 月にかけて実施された。今次研修は、アディスアベバ市に加

え、sub-city も予算を拠出し、より多くの職員をカウンセラーとして養成することとなった。また、対

象 3 sub-city 内の対象外woreda の職員に対しても研修が実施された。本研修により、94 名が研修に参

加し、2023 年 3 月 17 日に 74 名が認定された20。 

  

カウンセラー養成座学研修 カウンセラーOJT 

 

 上記 3 回の研修により認定されたカウンセラーの地域別数は下表のとおりである。160 名の認定者

のうち、87 名が対象地域に属している。他地域での研修員が多いのは、前述のとおり、研修予算を拠

出したアディスアベバ市が、公平性の確保と、市内他地域への普及促進を望んだことによる。 

 

 

 

 

 
20 カウンセラーの認定に際しては、研修修了後にも企業へのカウンセリングを実施することが求められており、20 名については認定

時点でカウンセリングの実施が確認されなかった。 
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表 32. アディスアベバ市地域別認定カウンセラー数 

（2023 年 3 月現在） 

地 域 
Akaki Kality Bole Nefas Silk その他 

対象地域 その他 対象地域 その他 対象地域 その他 
その他
sub-city 

WEDP, 

BoJCED 

認定者数 27 5 36 11 24 22 28 7 

内  訳 
対象地域（3 sub-city, 6 woreda）：87、対象 sub-city 内の対象外woreda：38 

対象外 sub-city：28、WEDP・BoJCED：7 

 

(4) MoLS/EDI/WEDP によるカウンセラー養成研修の実施 

 本プロジェクトの成果をより広範な地域で活用すべく、MoLS／EDI／WEDP は連携して国内各地に

おいてカウンセラー研修を実施した。研修では、本プロジェクトが開発した教材を用い、動画教材を

用いた自習を促した上で、集合研修が開催された。また、その後各地でOJT が実施された。 

 本研修において 58 人がカウンセラーとして認定された。なお、本研修にはアディスアベバ在住の女

性事業家を支援する WEDP 関係者も参加した。地域別内訳は以下の通り。 

 

表 33. 各地域の認定カウンセラー数 

州 Amhara Oromia 南部諸民族 Sidama  

Dire Dawa 

 

Addis Ababa 市 • Bahir Dar 

• Debre 

Markos 

• Dessie 

• Gondar 

• Adama 

• Asela 

• Jimma 

• Nekemte 

• Shashemene 

• Arbaminch 

• Dilla 

• Wolaita 

Sodo 

• Hawassa 

 

認定者数 15 17 10 4 4 8 

 

 アディスアベバ市および MoLS／EDI／WEDP が養成・認定したカウンセラーリストを付属資料 1

に掲載した。 

 

4.3.3. 簡易診断ツールの開発 

簡易診断ツールは、プロジェクト目標にある BDSP ネットワークを活用した質の高い企業向け支援

の基盤となるものであり、カウンセラーが各企業の経営実態を把握し、中小零細企業に対する適切な

BDS 斡旋につなげる一連のプロセスの出発点となるツールとして位置づけられる。 

 本診断ツールをカウンセラーが活用できるよう、以下の点に留意し、開発した。 

⚫ 診断ツールは、企業現場でのカウンセリングの際の利便性21を考慮し、Android OS タブレ

ット端末で活用できるようにした。なお、コロナ禍の影響等で、タブレット端末の現地で

の流通が激減したこと等を受けて、Android OS のスマートフォンでも操作できるよう、プ

ログラムの修正を行った。 

 
21 基本的に、カウンセラーにはノートパソコンは貸与されない。 
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⚫ 企業現場の大半では WiFi 環境が整備されておらず22、オフラインでの診断を可能にした。

また、診断結果を組織内等で共有できるよう、データのエクスポート機能を具備した。 

⚫ プロジェクト終了後、現地実施機関が必要に応じて診断項目の変更等ができるようにし、

apk ファイル23形式で作成、共有できるようにした。また、プロジェクト終了後のアプリケ

ーションの修正・管理を容易にするため、現地の開発事業者（iCog Labs Software Consultancy）

にプログラムの作成を委託した。 

ツールの内容を開発するに際し、4.1.1 で記した中小零細企業の現状調査の結果、企業の現場で診断

ツールへの入力に際して、財務諸表や帳簿との突合が困難な場合があることが確認された。また、中

小零細企業の場合、財務数値を用意していない場合もある24。本診断ツールは、定量値が得られない

場合でも、Yes-No の設問を多く設けることにより、企業診断を実施できるようにした。また、製造業

のみならず、商業・サービス業にも対応できるようにした。 

  

 

図 13. 簡易診断ツール入力画面 

 カウンセラーが簡易診断ツールを活用できるよう、カウンセラー研修において機能を説明するとと

もに、OJT で実践する機会を提供した。また、コンサルタントもカウンセラーが実施した簡易診断結

果を分析する必要があることから、コンサルタント研修においても簡易診断ツールの紹介を行ってい

る。併せて、ユーザーズガイド（付属資料 7）を作成した。 

 

4.3.4. BDSPs ディレクトリの作成 

 MSMEs カウンセラーが各 BDSP の提供するBDS の内容を理解し、中小零細企業に対するカウンセ

リングで摘出された課題に対して適切な支援を提供できる BDSPs を特定するため、BDSPs ディレク

トリを作成した。 

 
22 中小零細企業の大半は、政府機関が整備した賃貸操業施設に入居しているが、インターネット回線は整備されておら

ず、企業はスマートフォン等のモバイルデータ通信に頼っている。 
23 Google が開発した Android OS 専用のソフトウェアパッケージのファイルフォーマット。  
24 エチオピアにおいては、零細企業には売上高税（turnover tax）が適用され、財務諸表の作成は義務付けられていない。 

業種選択欄で、商業又

はサービス業を選択す

ると、製造業の場合と

は異なる入力項目設定

に入れ替わる。 

診断結果表示のための

スタートボタンを製造業

と商業・サービス業に分

けた。 
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 また、第 2 バッチ以降のカウンセラー研修においては、研修中に BDSPs の提供する BDS の内容を

理解する項目を補強し、カウンセラーの BDSPs に対する理解促進を図ってきた。 

 

 

 

図 14. BDSPs ディレクトリイメージ 

  本項で示した活動の遂行過程について、次ページ以降に活動計画（Plan of Operation：PO）にて示す。 
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第 5 章 プロジェクト活動の成果 

 

 本プロジェクトは、対象地域における中小零細企業の成長促進のためのBDS 提供体制を整備し、同

時に、簡易診断の結果に基づき各企業のニーズに応じた BDS を斡旋するカウンセラー、中小零細企業

の経営全般の強化を支援するコンサルタントの養成を図ってきた。この結果、コロナ禍の影響に苦し

む企業が多い中、カウンセリング・コンサルティングを受けた企業においては売上増を達成する等の

効果を示し、実施機関における全国への展開の期待が醸成された。以下、詳述する。 

 

5.1. プロジェクト目標の達成度 

 プロジェクト目標は、「アディスアベバ市の対象 woredas において、BDSPs ネットワークを活用し

た質の高い支援が、エチオピア零細・中小企業に提供される」とされている。これに対する指標は以

下の通り。 

• BDS を提供された零細中小企業の少なくとも 50％が正の事業結果を得る（資本の増加など）。 

• BDS を提供された零細中小企業の少なくとも 80％がサービスに満足する。 

 

  本プロジェクト期間を通じ、アディスアベバ市においてカウンセラーやコンサルタントが養成され、

カウンセラーの簡易診断結果に基づき、コンサルタントをはじめとする BDS が提供された。2022 年

10 月に実施した調査において、BDS 提供を受けた企業の 73％が売上増、コスト削減、顧客開拓、事

業拡張等の正の事業結果を得たことが確認された。また、カウンセリングとコンサルティングの両方

を受けた企業においては、労働者 1 人あたり月商が約 2 万 ETB 増加する等、依然としてコロナ禍等の

影響に苦しむ企業が多い中、正の効果が確認されている。調査の概要および企業の業績向上に貢献し

た要因について、次ページ以降に記す。 

 また、同時に提供された BDS に対して 83％の企業が満足と回答していることから、企業のニーズ

に即した効果的なBDS 提供がなされたと考えられ、プロジェクト目標をほぼ達成した。 
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【2022 年 10 月に実施した調査結果概要】 

これまでのカウンセリング・コンサルティング実績状況全貌を明らかにするため、2022 年 10 月、認

定カウンセラー（sub-city 職員および woreda 職員）、認定コンサルタントらにヒアリングをした。ま

た、受益企業における満足度、経営改善実行度、企業成長効果を確認するため、支援を受けた 237

社から無作為抽出した 30 サンプル企業25に対して、実地調査（訪問調査又は電話確認）を行った。 

2022 年 1～10 月までの受益企業総数は以下の通りである。 

⚫ カウンセリング実施企業 221 社 

⚫ コンサルティング実施企業 33 社（うちカウンセリングも受けた企業 17 社） 

⚫ カウンセリング又はコンサルティングを受けた企業 237 社（221＋33‐17） 

⚫ 認定コンサルタントらによるコーチング事業も含めた場合の受益企業数 6,000 社以上 

 

BDS を提供された企業に対する調査結果は以下の通りである。 

⚫ BDS 満足率： サンプル 30 社のうち 25 社がカウンセリング又はコンサルティングに満足し

ている（サンプル企業満足率：83.3％）。 

⚫ 経営改善実行率： 30 社のうち 23 社で経営改善・革新の実施が確認された。 

⚫ カウンセリングおよびコンサルティングの企業成長促進効果： 上述の無作為抽出された企

業からの情報を踏まえ、カウンセリングおよびコンサルティングの効果測定を共分散分析に

て行ったところ、下表の通りとなった。カウンセリングあるいはコンサルティングの単体で

も、企業成長に係る統計的に有意な効果が確認される。そして、両者を組み合わせることで、

効果量は相当に大きくなり、労働者一人当たりの月間売上高を 2 万 ETB 近く伸ばす効果が発

揮される。 

 

表 35. カウンセリングおよびコンサルティングに関わる計量経済学的な効果測定結果 

 

 

 このような結果を持たした要因は、以下の通り考えられる。 

⚫ カウンセラーの積極的提案：多くのカウンセラーは、研修で学んだことで実践的な経営知識

を得ることができた。従前は、企業主からの支援申請に基づき、操業スペース賃貸等の検討

をするだけであったが、より積極的な提案を企業側に行う者もいる。 

 
25 カウンセリングのみを受けた企業から 15 社、コンサルティングを受けた企業から 15 社を無作為抽出した。 
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⚫ 他BDSとの連携：認定カウンセラーにより、簡易診断ツールを適用の上、経営診断がなされ

たことに加え、NGO26の支援機材、融資、工業普及事業による会計指導等を受け入れること

ができた企業があり、これがカウンセリング効果を拡大することに貢献したものと思われる。 

⚫ 伴走型支援の強み：認定カウンセラーは、支援先企業に幾度か訪問するようになっている。

こうした継続的・伴走的な取り組みが、企業主側の意欲向上、成果拡大に役立っていると思

われる。 

⚫ 売上増加・利益増加に直結したコンサルティング助言：コンサルタント研修では、どうすれ

ば売上・利益が増加するのか、また、そのために設備投資が必要なのかどうか、といったテ

ーマを扱っている。このため、認定コンサルタントは、売上・利益増加に直結したコンサル

ティング実施を重視している。 

⚫ 財務・生産・販売すべての経営機能を統合した助言：本プロジェクトの推進するコンサルテ

ィングは、生産性向上やマーケティングといった特定分野支援ではなく、それらを合わせた

経営総合機能に対する働きかけであり、効果をあげることができたと考えられる。 

⚫ カウンセラーとコンサルタントの連携：カウンセラーの強みである伴走型支援と、コンサル

タントの強みである専門的助言が有効に機能していると考えられる。 

 

5.2. 各成果の達成度 

 4.5 年間の活動を通じて、3 つの成果およびプロジェクト目標は概ね達成されたと考える。成果 1 に

関する指標（中小零細企業の戦略計画の策定・承認）について、計画文書の策定は終え、連邦政府に

よる承認を待つ状態にある。成果 2 に関する指標の 1 つ（対象地域の BDS に関係する職員の 80%に

対するカウンセラー訓練提供）については、総数では目標を達成したと解することもできるが、研修

受講後の異動や離職により、プロジェクト終了時点では割合が 63％に低下した。しかし、アディスア

ベバ市は継続した研修実施を計画しており、この数値が回復することが期待できる。 

 本プロジェクトを運営するにあたり、現地実施機関のコスト負担を含むオーナーシップの促進、複

数機関間での共通認識の醸成、低コストでのBDS 提供および人材育成事業の実施、現地中小零細企業

のニーズや水準と、およびカウンセラー・コンサルタント候補者の水準を事前に把握した上での養成

研修事業の構築を進めてきた。これらの要因がプロジェクト目標の発現に貢献したとも考える。 

 以下、詳述する。 

 

5.2.1. 成果 1 に関わる達成度 

 成果 1 は、「零細・中小企業支援の戦略計画策定のための MoLS, EDI および EED の能力が強化され

る」とされている。この達成度を測る指標は以下の通りである。 

 

 
26 英国および米国に拠点があるACORD（Association for Cooperative Operations Research and Development）など。 
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• 指標 1：零細・中小企業支援の戦略計画が MoLS、EDI および EED により策定・承認される。 

  

 プロジェクト実施期間中の 2021 年 10 月の新政権発足により、従来の零細小企業開発戦略も改定さ

れることとなった。新政権下発足した MoLS 関係者が中心となり、2022 年 1 月に新たな中小零細企業

開発戦略策定に着手した（4.1.6 参照）。この過程で、本プロジェクト側にもコメントを求められたと

ころ、戦略文書上の BDS 提供に関する部分、およびわが国や東南アジア諸国の事例紹介（中小企業診

断士、公設試験研究機関制度等）において、助言を行った。戦略文書は、プロジェクトの示唆も踏ま

え、省内での改訂作業、関係機関からの意見聴取等を行い、引き続き首相府等連邦政府内での最終化

作業が進められている段階にある。 

 また、成果 2 とも関連するが、中小零細企業開発戦略のうち BDS 提供に関し、全国的に提供される

BDS の質を標準化するため、BDS ガイドラインを策定し、本プロジェクトが策定した技術ガイドライ

ン（4.2.2 参照）を添付する形で、大臣訓令（Directive）として公布される予定となっている（4.1.7 参

照）。この BDS ガイドラインに対しても、本プロジェクトから改善提案を行った。 

 

5.2.2. 成果 2 に関わる達成度 

 成果 2 は、「BDS 提供に係る BDSPs との連携を含む体制モデルが構築・適用される」とされている。

この達成度を測る指標は以下の通りである。 

 

• 指標 2-1. 運用マニュアルが開発される。 

• 指標 2-2. 対象 sub-city／woreda のBDS に関係する職員の 80％に対する訓練が提供される。 

• 指標 2-3. MSMEs カウンセラーおよび MSMEs コンサルタントの認証システムが準備され、実

証される。 

  

 指標 2-1に関し、4.2.7 に記したとおり、現地実施機関とともに 5種の技術ガイドラインを整備した。

この技術ガイドラインは、前述のとおり MoLS 大臣訓令（Directive）として発出予定の BDS ガイドラ

インの添付文書として活用される予定である。 

 指標 2-2 に関し、これまでに実施されたカウンセラー研修の参加者うち、対象 3 sub-city および 6 

woreda では 115 人が研修に参加した27。これは、対象地域で BDS に関係する職員数の 87％にあたる

（下表(a)／(c)）。なお、カウンセラー研修を主導し必要予算を拠出したアディスアベバ市が、地域の

公平性および今後の普及可能性を重視する観点から、本プロジェクト対象外の sub-city および woreda

職員もカウンセラー養成研修の対象とした。 

 なお、カウンセラー研修受講後に、他部署、他 sub-city や woreda への異動したものや、退職したも

のがいるため、2023 年 3 月時点で、対象 sub-city および woreda で BDS に関係する職員のうち、カウ

 
27 本数値は研修参加者数であり、研修を修了したものの、企業支援の実践を行っていないため、認定要件を満たしてい

ない者等が含まれる。 
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ンセラー研修を受講した者の割合は 63％となっている（下表(b)／(c)）。アディスアベバ市は、プロジ

ェクト終了後もカウンセラー研修を継続する予定であり、この割合は増加する見込みである。 

 なお、カウンセラー養成に関する活動の達成度については、次項 5.2.3 でも述べる。 

 

表 36. 対象地域におけるカウンセラー研修参加者と活動継続状況 

 Akaki Kality  

sub-city および

woreda2・6 

Bole  

sub-city および

woreda5・7 

Nefas Silk  

sub-city および

woreda8・13 

 

計 

研修参加者数 (a) 42 41 32 115 

活動継続者数 (b) 31 30 22 83 

BDS 関係者数 (c) 42 55 35 132 

割合 (b/c) 74% 55% 63% 63% 

 指標 2-3.に関し、2019 年中に FeSMMIPA（現 EED）および FeUJCFSA（現 MoLS）が共同で認定作

業を行い、両長官が署名した認定証を発行することとし、コロナ禍においても認定式が実施される等、

認定活動が確立した。その後、2021 年 10 月の総選挙後の新体制下、EDI がBDS 提供人材の養成、認

定を行う業務を所掌することとなり、認定業務も EDI に移管された。 

 

EDI が発行した認定証 

 

5.2.3. 成果 3 に関わる達成度 

 成果 3 は、「ワレダ／サブシティスタッフの零細・中小企業支援に関する能力が強化される。」とさ

れている。この達成度を測る指標は以下の通り。 

• 指標3-1 対象woredaおよび sub-cityにおいて年間210社がMSMEsカウンセラーに支援される。 

• 指標 3-2 対象 woreda および sub-city において 70 人以上の MSMEs カウンセラーが試験に合格

し、MSMEs カウンセラーとして登録される。 

 指標 3-1 に関し、カウンセラーおよびコンサルタント養成が進みつつあった 2020 年 3 月以降、コロ

ナ禍、およびそれに伴う非常事態宣言発令により BDS 提供が困難になった。非常事態宣言解除後も、

感染拡大が続く期間においては、外訪を忌避するカウンセラーや、外部者の受入を拒否する企業経営

者が多く、本格的な BDS 提供再開は、2022 年に入ってからとなった。2022 年中に BDS 提供モデルに
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より BDS が提供された企業は 252 社、このうちカウンセラーが支援を行った企業は 236 社となった。 

表 37. BDS 提供モデルにより支援を受けた企業数（2022 年） 

区分 該当企業数 

カウンセリングを含むBDS を受けた企業 236 

カウンセリング以外のコンサルティング等

の BDS を受けた企業 
16 

計 252 

  

支援を受けた企業の規模別、所在地域別、産業セクター別の特徴は下記のとおりであり、3sub-city に

おいてほぼ均等な企業数に対して支援が実施されたこと、零細小企業に対する支援が 70％を占めてい

たこと、セクター別では製造業に対する支援が 85％を占め、製造業振興を重視するエチオピア政府の

方針とも合致していることが確認できる。 

 
 

 

図 15. 支援実施企業の属性 

 また、これ以外にも、カウンセラーやコンサルタントが研修で学んだ知識を研修やセミナー等で活

用した事例も存在する。これまでに、認定されたコンサルタントが、研修、セミナー、コーチングな

どで約 6,000 の企業経営者の能力強化を図ったり、MoLS や BoLEID のマスタートレーナーが、近隣

国からの難民等脆弱層の所得創出支援事業に参加した際、学んだノウハウを活用し、事業強化支援を

おこなったりした事例が確認されている。 

 指標 3-2 に関し、4.3.2 のとおり、プロジェクト対象地域において、87 人がカウンセラーとして認定

された。なお、アディスアベバ市の対象地域外において 73 人、アディスアベバ市以外の都市で MoLS

／EDI／WEDP が実施した研修で 58 人が認定されており、認定者総数は 218 人となる。 
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5.3. 上位目標の発現見込み 

 上位目標は、「アディスアベバ市のプロジェクト対象 woredas および他地域において、BDSPs ネット

ワークを活用した質の高い支援が提供されると同時に、エチオピアの零細・中小企業の事業が成長す

る」、とされている。これに対する指標は以下の通りである。 

 

• 組織化された BDSPs ネットワーク実施体制が全国で展開される。 

• 零細企業から小企業、小企業から中企業への成長が加速する。 

 

最初の指標に関し、既に上位目標発現に向けた以下のような活動が進められている。 

• 主要地区でのカウンセラー養成研修：4.3.2 に記したとおり、MoLS／EDI／WEDP が、本

プロジェクトの知見を活用したカウンセラー研修を各地で実施し、58 名が認定された。 

• WEDP による BDS 提供強化：WEDP は本プロジェクト開始後、女性事業に対する BDS 提

供、特にカウンセリングとコンサルティングの重要性を認識し、アディスアベバにおいて

カウンセラーおよびコンサルタント養成に加わった。更に、地方における支援強化のため、

前述のとおり、MoLS および EDI とともにカウンセラー養成研修を実施した他、地方にお

けるコンサルタント人材確保のための準備を進めている。 

• 全国での BDS 提供促進のための人材養成の能力強化：①EDI は、カウンセラーおよびコン

サルタント養成の持続的実施のため、2023 年 3 月下旬から本プロジェクトで養成された人

材の更なる能力強化によるマスタートレーナー養成に着手した。②EED はエチオピア工業

運動とも関係した BDS 提供促進のための活動を続けている。この一環として、EDI が本プ

ロジェクトの知見をも活用した BDS 研修を EED 関係者 45 名に実施した。この研修には、

本プロジェクトの知見も活用されている。今後、更に研修が実施される予定である。今後、

研修に参加した EED が各地の中小零細企業関係者を支援することが期待される。 

• BDS ガイドラインに関する大臣訓令（Directive）案の地方政府への共有：2023 年 3 月 9 日、

MoLS 主催の州政府関係者等を集めたワークショップが開催され、BDS ガイドラインに関

する大臣訓令についての説明がなされた。今後、参加者の意見を集約した上で、最終化を

図り、全国に公布される予定である。 

2 番目の指標に関し、5.1.1 にも記したとおり、BDS 提供により売上増や設備投資を実施した企業が

多いことから、持続的企業規模の成長も期待できる。他方、企業の成長を加速させるためには、金融

アクセスの促進、輸入原材料や部品の調達のための、中小零細企業による外貨獲得支援、中小零細企

業のための通信インフラ整備等、BDS 以外の支援策も重要となることから、包括的な MSME 支援を

志向するエチオピア工業運動および MSME 開発戦略等における活動の実行が重要となる。 

 また、上位目標の発現を確実にするために、BDS 提供に関する各機関の予算確保が重要となる。 
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第 6 章 教訓と提言 

  

本章では、プロジェクト実施から得られた教訓を踏まえた、プロジェクト終了後の現地側実施機関に

よる活動に対する提言を整理する。 

 

6.1. プロジェクト活動から得られた教訓 

6.1.1. プロジェクトの計画内容に関する教訓 

 本プロジェクト実施期間中に生じたコロナ禍および国内武力紛争の激化により、当初想定していた

カウンセラーおよびコンサルタント養成のための集合研修や、企業訪問による BDS 提供等の活動実施

に大きな支障が生じた。また、2021 年の総選挙後、プロジェクト関係機関の再編、人員の交代等が発

生した。このような外部環境要因の変化に備え、余裕をもった計画策定が重要である。 

 特定地域をプロジェクト対象地域とする場合、対象とならなかった地域との間で不公平感を生じる

可能性もある。アディスアベバにおいては、行政組織が市－sub-city－woreda の三層構造となっている

が、同一 sub-city 内でプロジェクト対象となる woreda と、対象外の woreda が生じたことから、不公

平感を指摘する関係者が存在した。このため、カウンセラー研修においては、対象地域以外の職員も

研修対象とした。行政区域の一部をプロジェクト対象地域として位置づける場合、知見や教訓を引き

出すための小規模かつ短期間のパイロット活動の実施に留め、その後、プロジェクト期間中に他地域

への展開を可能なようにするような設計が望ましい。 

 

6.1.2. 関係機関とのコミュニケーションに関する教訓 

 本プロジェクトでは、中小零細企業に対する包括的な BDS 提供を実施するため、多岐に渡る実施機

関・協力機関を巻き込んだBDSPs ネットワーク体制を構築した。異なる省庁に関連する機関が参加し

ていたことから、ネットワーク運営には多大な労力が要された。また、プロジェクト実施期間中に省

庁・政府機関の大幅な再編があり、責任者の着任の遅れ、再編された機関の公的な業務所掌の確定に

大幅な時間を要したことから、各機関との連絡・調整に混乱が生じる時期もあった。プロジェクト実

施期間中に総選挙等による人員の交代が予想される場合には、特に選挙後には、新たな関係者との対

話を重視する必要があることから、時間的余裕が必要である。 

 現地関係機関においては、高速インターネット接続がない場合が多く、特にコロナ禍下における遠

隔会議システムによる打合せの実施にも困難が生じたことが多々あった。このため、プロジェクトマ

ネジャー等重要な関係者に対して WiFi ルーターを貸与したり、現地傭人を通じた意思疎通を図る等

の措置を講じたりし、問題解決に努めた。このように不測の事態が生じた場合でも可能な範囲でコミ

ュニケーションをとり、プロジェクト活動を継続ことができるようにすることが重要である。 

 

6.1.3. 中小零細企業に提供される BDS に関する教訓 

 BDS の需要側（中小零細企業）と提供可能な BDS 供給数を比較した場合、需要側の数が多いこと

から、中小零細企業に提供される BDS が効果的に活用されるには、事前の企業のスクリーニングが重
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要である。本プロジェクトでは、woreda および sub-city に配置されたカウンセラーが簡易診断を行い、

企業経営者に聞き取り調査を行った上で、経営者のイニシアチブが確認された企業に対して必要とな

る BDS が提供されるようにした。 

 また、意欲のある企業の選定に際し、BDS を提供する場合、企業に一部コスト負担を求めることも

有用であると考えられる。MoLS が整備している BDS ガイドラインにおいては、一部 BDS の有料化

等も検討されているが、これが有効に機能するためには、企業側の理解醸成を図り、零細小企業に対

しては緩和措置（一定期間は無料で提供する等）を設けることも求められる。他方、類似のプログラ

ムが無償で提供されている場合、有償の支援事業には高い関心が寄せられないことが考えられるため、

他プログラムとの差別化を図り、企業に対する啓発活動を実施することが求められる。 

 5.1 にも記したとおり、企業の成長を促すためには、まずは、経営機能に総合的に働きかけることが

重要である。本プロジェクトでは、MSMEs コンサルタントを養成するに際し、経営機能全般につい

て学習できる研修内容とした。また、多くの企業が資金繰りに苦慮する中、在庫・生産・販売のバラ

ンスをとりつつ効率化を図ることで、必要運転資金を減少させ、流動性を改善することができ、生産

拡張、販売強化、労働者の新規雇用等が実現した。コロナ禍により、企業の経営環境が厳しさを増す

中、コンサルティングをはじめとする BDS 提供に対するニーズがより一層高まったところ、本プロジ

ェクトでは、カウンセラーおよびコンサルタント養成にあたって、現地中小零細企業の課題解決を指

向した実践的な内容の研修システムを構築することで、対象とした企業の多くにおいて経営改善を図

り、売上増等の結果を得ることができた。 

  

6.2. 上位目標発現のための提言 

 アディスアベバ市の一部地域を対象とした活動を全国規模で展開し、持続性を確保することで、上

位目標を確実に発現させるために、現地実施機関は引き続き以下の活動に取り組むことが求められる。  

 

6.2.1. 戦略文書、ガイドラインの早期公式化と関係機関への周知徹底 

 本プロジェクトの成果をも活用して策定された中小零細企業開発戦略について、早期に連邦政府か

ら公式に発出されることが望まれる。それを踏まえ、BDSガイドラインもMoLS内で早期に最終化し、

大臣訓令として発出することが求められる。 

 戦略とガイドラインが的確に活用されるためには、MoLS が主体となり地方政府を含む関係機関に

周知を図り、協力メカニズムを形成することが重要である。そのためには、本プロジェクトで構築し

た BDSPs ネットワークを活用することが求められる。 
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6.2.2. BDS 提供モデルの地方展開のための計画策定 

 MoLS および EDI が中心となり、各地の地方政府とともに BDS 提供体制確立や人材養成に関する計

画を策定する必要がある。その際、以下に留意することが望まれる。 

• 各地の中小零細企業の集積状況、特徴、共通課題。 

• 現在の各地の中小零細企業に対する BDS 提供状況。 

• カウンセラーおよびコンサルタント候補者の状況。 

• 地方政府予算も含めた、BDS 提供に対する予算の見積および分担。 

 併せて、地方に拠点を有さない BDSPs が存在しない場合もあり、対策を検討する必要がある。例と

して、MIDI 傘下の各工業セクターの研究開発センターは、地方に拠点を有さない。このため、地方

中小零細企業が研究開発センターの支援を必要とする場合に備え、工業省および EED とともに、BDS

提供可能性を予め検討することが望ましい。 

 

6.2.3. BDS提供モデルの地方展開のための人材養成 

＜カウンセラー養成＞ 

 地方におけるカウンセラー研修は、既に MoLS／EDI／WEDP により実施された実績があることか

らこれを活用する。初期段階では、アディスアベバからの支援も必要となるが、早期に各地において

マスタートレーナーを養成することが望ましい。下表に、カウンセラー養成手順（案）を記す。 

 

表 38. 各地におけるカウンセラー養成手順（案） 

i. 地方政府に対し、BDS 提供ガイドライン等に基づき、カウンセラー制度についての説明を行

う。地方政府との合意の基に、カウンセラー養成研修計画（対象者の特定、開催時期・場所

等）を策定する。 

ii. アディスアベバからマスタートレーナーを派遣し、カウンセラー養成研修を実施する。 

iii. 各地方政府は、カウンセラー養成研修参加者に対し、認定試験を適用する。合格者について

は EDI に報告し、認定証発行依頼を行う28。 

iv. 各地におけるマスタートレーナーを養成する ToT を実施し、徐々に地方政府による研修事業

体制を構築する。 

 

＜コンサルタント養成＞ 

 コンサルタントについても、各地で養成を図る必要がある。コンサルタント候補としては、EDI の

BDS アドバイザーや、工業普及事業に従事する TVET 校の講師が考えられる。それ以外にも、各地の

大学の経営・商学部講師等が候補となり得るが、中小零細企業における指導等の実戦経験を重視すべ

きである。以下に、初期段階におけるコンサルタント養成手順（案）を示す。 

 
 

28 エチオピア全土には 832 の woreda があることから、カウンセラー研修の規模が拡大するにつれ、EDI では対応でき

なくなる可能性もある。将来的には認定業務を各州政府等に委任する必要も生じることが考えられる。 
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表 39. 各地におけるコンサルタント養成手順（案） 

i. 各地におけるコンサルタント人材の状況を確認し、研修対象者を特定する。 

ii. ジュニアコンサルタント養成コースにおいては、オンデマンドでの遠隔教育による養成を可

能としている。このため、EDI 本部が地方支部等と協力し、ジュニアコンサルタント研修を

実施する。 

iii. 各地においてOJT を含むシニアコンサルタント養成を行うマスタートレーナーを養成する。

初期段階では、EDI のマスタートレーナーをアディスアベバから派遣することも想定する。 

iv. 認定試験について、EDI が実施・管理することが想定される。合格者に対して EDI は認定証

を発行する。 

 

6.2.4. BDS モデル展開地域における BDSPs ネットワーク／プラットフォームの形成 

 各地でカウンセラー、BDSPs ネットワークを形成する。ネットワーク会合は定期的に開催すること

が望ましい。また、初期段階では MoLS および EDI が主導する必要が考えられる。なお、工業省は工

業運動の一環として、各地域においてBDSプラットフォームを構築する案も有していることが、Asfaw

工業大臣顧問との面談時に示された。この案はBDSPs に加え、関連政府機関およびドナーの参加も求

め、関係者間の意思疎通を促進し、より効率的な BDS 提供を行うことを意図したものである。2.3.4

にも記したとおり、様々なドナーがコンサルタントに相当する人材養成を進めているところ、工業省

等がこれを調整することが望まれる。 

なお、「企業競争力強化のための包括的支援体制構築プロジェクト」に BDSPs ネットワークを引き

継いでいくために、以下の点が求められる。 

• BDSPs ネットワークの運営体制の再検討：本プロジェクト実施中は、当初は FeSMMIPA お

よび FeUJCFSA（JOBFSA）、終了時点では EDI が MoLS の監督を受けつつネットワークの

運営を担ってきた。今後、上記プロジェクトの現地実施機関である KEC およびその上位機

関である MIDI のネットワークにおける役割を明確にし、必要に応じ運営体制を再検討する

必要があると考える。また、ネットワークを全国展開する（もしくは地域ごとにネットワ

ークを結成する）場合の運営体制についても、特に MoLS および工業省と協議しつつ検討

することが求められる。 

• 組織横断的なネットワークの運営に関する理解醸成：本プロジェクトでは、中小零細企業

には様々な課題があり、複数の機関が自らの得意とする分野で企業支援を行う体制を構築

することができた。この過程において、MoLS のNigusse 国務大臣や Asfaw 工業大臣顧問（前

FeSMMIPA 長官）のように、省庁・機関横断的な相互協力体制の構築に理解を示す人物が

リーダーシップを発揮したことが特筆される。他方、一部には自組織の業務所掌に拘泥し、

他機関、特に他省の所管にある機関と連携することに消極的な組織の長も存在する。今後、

キーパーソンが異動することも考えられるところ、早期にネットワーク参加組織の長に対

して、組織横断的なネットワーク活動の重要性を説くことが望ましい。 

• 主要政策との整合性の強化：前述のとおり、MoLS は中小零細企業開発戦略および BDS ガ
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イドラインに関する大臣訓令の最終化を進めており、工業省はエチオピア工業運動（Ethiopia 

Tamrit Movement）の詳細な活動計画の策定段階にある。いずれも中小零細企業に対するBDS

提供を重要視している。BDSPs ネットワークの活動も、これら政策の目標達成に貢献する

ことを重視することが求められると考える。 

• 2 つのコンサルタント制度の活用方法の検討：本プロジェクトは EDI が認証する MSMEs

コンサルタント制度を構築してきた。他方、KEC はカイゼンコンサルタント制度を有して

いる。これら 2 つのコンサルタント制度をどのように活用していくか、両機関に加え BDSPs

間で協議することも望まれる。 

6.2.5. BDS モデルを活用した各地での BDS 提供 

 各地でカウンセラーおよびコンサルタントの養成を図り、BDSPs ネットワークを通じ、中小零細企

業への BDS 提供を促進する。 

 

6.2.6. 関係者間でのコミュニケーション体制、モニタリング・報告体制の構築 

 各地において BDS 提供モデルを効果的に運用するためには、各地におけるコミュニケーション体制

の構築、BDS 提供状況をモニタリングした結果を報告する必要がある。 

• 各地で円滑な BDS 提供体制を運営するためには、域内での関係者のコミュニケーションが

重要である。特にカウンセラーとコンサルタントやそれ以外の BDSPs との間の連絡体制を

強化し、カウンセリング結果に基づいてBDSが提供されるようにする。このためにはBDSPs

ネットワーク運営が重要になる。 

• 各地での BDS 提供状況およびそれによる企業に与えた変化について、定期的にモニタリン

グし、MoLS および EDI に対して報告する。 

 なお、関係機関が多岐に渡ることから、報告する際には、必要な項目に絞った簡素なものとするこ

とが望まれる。下記に一案を記す。 

 

表 40. BDS 提供に関するモニタリング項目（案） 

• 報告期間中に BDS を提供した企業数：規模別内訳、セクター別内訳等 

• 報告期間中の種別ごとの BDS 提供数：カウンセリング、コンサルティング、技能訓練、研修、

セミナー、操業スペース提供、国内販売・輸出支援、情報提供等 

• BDS 提供結果：売上増、顧客増、国内外の販売チャネル開拓、コスト削減、金融アクセス改善等 

• BDS 提供に関する好事例の紹介 

 

6.2.7. 持続的 BDS 提供のための予算確保 

 持続的に、中小零細企業に対する BDS を提供するためには、少なくとも以下のような予算の確保が

望まれる。併せて、研修会場は各機関の会議室を確保したり、教材の電子化を進めたりする等、予算

の節約も検討すべきである。 
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表 41. 持続的 BDS 提供に係る必要予算項目（案） 

機関名 必要予算項目（案） 

MoLS • BDS 提供に係る各地での啓発・研修・会合開催に係る費用（会場借料、参加者への飲

料・軽食提供など） 

• 各地における BDS 提供に係るモニタリングに係る費用（職員の出張費用等） 

EDI • 簡易診断ツールのソフトウェアプログラムの維持費 

• コンサルタント養成研修プラットフォームの維持・改善に係る費用 

• マスタートレーナー・コンサルタント確保に係る費用（報酬等） 

• コンサルタント研修実施に係る費用（認定証発行、OJT 企業訪問時の交通費等） 

• BDS 提供に係るモニタリング結果取りまとめ等に係る費用（作業担当職員の給与等） 

MoI, 

EED 

• エチオピア工業運動において工業普及サービスを提供するコンサルタントを含む指導

員を中小零細製造業に適用する際に係る費用 

地方 

政府 

• カウンセラー人材（sub-city・woreda 等職員）への給与等 

• カウンセラー養成研修実施に係る費用（研修員への飲料・軽食提供など） 

• カウンセリング業務に係る費用（交通費・日当支給等） 

BDSPs • BDS 提供人材確保に係る費用（職員給与、外部人材への委託費等） 

• BDS 提供に係る費用（交通費・日当支給等） 

 

 (以上) 
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付属資料 1.  

カウンセラー・コンサルタント認定者リスト 

JCC会合出席者リスト 
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(1) 認証済カウンセラーリスト （アディスアベバ市） 

2023年 3月現在 

 

No. 名前 所属先 肩書 受講した研修

1 Mr. Fiseha Bedada Akaki Kality Sub-city Team Leader 第1バッチ（2019)

2 Mr. Abrham Gebeyehu Akaki Kality Sub-city Team coordinator 第1バッチ（2019)

3 Ms. Firanol Jaleta Akaki Kality Sub-city Construction expert 第1バッチ（2019)

4 Mr. Ewekektu Dula Akaki Kality Sub-city Industry Marketing 第1バッチ（2019)

5 Mr. Musefa Ebrahim Akaki Kality Sub-city Leather & leather product expert 第1バッチ（2019)

6 Ms. Marege Sharew Akaki Kality Sub-city Entrepreneurship Expert 第1バッチ（2019)

7 Mr. Eliyas Eticha Akaki Woreda 2 Enterprise support 第1バッチ（2019)

8 Mr. Tariku Bekasha Akaki Woreda 2 Enterprise support 第1バッチ（2019)

9 Ms. Zeyneba Zeydaga Akaki Woreda 2 Construction expert 第1バッチ（2019)

10 Mr. Melake Yoseph Akaki Woreda 6 Agro processing expert 第1バッチ（2019)

11 Mr. Yohanes Chanei Akaki Woreda 6 IT expert 第1バッチ（2019)

12 Ms. Genet Alemayehu  Akaki Woreda 6 Construction expert 第1バッチ（2019)

13 Mr. Bekaiu Yitayew Bole Sub-city Leader of finance and capital 第1バッチ（2019)

14 Mr. Henok Tesfaye Mamo Bole Sub-city Garment and Textile Team Leader 第1バッチ（2019)

15 Mr. Dawit Tsegaye Bole Sub-city Infrastructure Team Leader 第1バッチ（2019)

16 Ms. Bethelihem Kassahun Bole Sub-city Construction, Metal and wood Team Leader 第1バッチ（2019)

17 Ms. Nestanet Mekuannt Bole Sub-city Information data analysis Leader 第1バッチ（2019)

18 Mr. Getaneh Fentahun Bole Sub-city Animal product Expert 第1バッチ（2019)

19 Mr. Birhanu Mezgebu Bole Sub-city Textile Expert 第1バッチ（2019)

20 Mr. Tesfaye Kenaw Bole Sub-city Information Analysis Expert 第1バッチ（2019)

21 Mr. Solomon Tesfate Bole Sub-city Market Deviation Coordinator 第1バッチ（2019)

22 Mr. Gemechu Mengeshe Bole Sub-city Material facilitator 第1バッチ（2019)

23 Mr. Wosene Sntayehu Bole Sub-city Agroprocessing and pharmaceutical Coordinator 第1バッチ（2019)

24 Mr. Milion Kebebe Bole Sub-city Agro Processing Expert 第1バッチ（2019)

25 Mr .Tamiru Tirfie Bole Sub-city Project and Job Creation Senior Expert 第1バッチ（2019)

26 Mr. Mulat Ejigu Bole woreda 5 Marketing Expert 第1バッチ（2019)

27 Mr. Mesayasres Bole woreda 5 Marketing Expert 第1バッチ（2019)

28 Ms. Kasaw Tsenyawe Bole woreda 5 Enterprise development and support expert 第1バッチ（2019)

29 Ms. Mayshet Yigezu Bole woreda 7 Marketing Expert 第1バッチ（2019)

30 Mr. Abiyu Tessema Bole woreda 7 Urnban Agricultural Development Expert 第1バッチ（2019)

31 Ms. Yebirual Workamw Bole woreda 7 Project Expert 第1バッチ（2019)

32 Mr. Assefa Alamerew Nefas Silk Sub-city Phamacitical and cosmetics Expert 第1バッチ（2019)

33 Mr. Geda Gadisa Nefas Silk Sub-city Agro-processing food and beverage Expert 第1バッチ（2019)

34 Mr. Tarekegn Zigdaga Nefas Silk Sub-city Agro-processing food and beverage Expert 第1バッチ（2019)

35 Ms. Semira Abdthemen Nefas Silk woreda 8 Project Expert 第1バッチ（2019)

36 Mr. Laikemariam Ermias Nefas Silk woreda 8 Wood and metal Expert 第1バッチ（2019)

37 Ms. Tesfanesh Girma Nefas Silk woreda 8 Construction support Expert 第1バッチ（2019)

38 Ms. Serke Birhane Nefas Silk woreda 13 Sharing of good practice Expert 第1バッチ（2019)

39 Mr. Dabere Demeke Nefas Silk woreda 13 Marketing Expert 第1バッチ（2019)

40 Ms. Mekdes Ambaye Bole Sub-city Marketing Expert 第2バッチ（2020）
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No. 名前 所属先 肩書 受講した研修

41 Ms. Banchiwosen Gezahegn Bole Sub-city Manufacturing Expert 第2バッチ（2020）

42 Mr. Ayele Achiso Bole Sub-city Urban agriculture Expert 第2バッチ（2020）

43 Mr. Beshir Hiebo Bole Sub-city Construction Expert 第2バッチ（2020）

44 Mr. Yonatan Birru Akaki Kality Sub-city Construction Expert 第2バッチ（2020）

45 Mr. Driba Kumsa Akaki Kality Sub-city Construction Expert 第2バッチ（2020）

46 Mr. Robel G/Kidan Akaki Kality Sub-city Marketing Expert 第2バッチ（2020）

47 Mr. Kassa Tamir Akaki Kality Sub-city Urban agriculture Expert 第2バッチ（2020）

48 Mr. Tewolde Hagos Nifas Silk Sub-city Urban agriculture Expert 第2バッチ（2020）

49 Mr. Melese Debela Nifas Silk Sub-city Construction Expert 第2バッチ（2020）

50 Mr. Mesfin Hailie Nifas Silk Sub-city Marketing Expert 第2バッチ（2020）

51 Mr. Tarekegn Zegdaga Nifas Silk Sub-city Manufacturing Expert 第2バッチ（2020）

52 Ms. Birtukan Marew Arada Sub-city Construction senior Expert 第2バッチ（2020）

53 Mr. Esubalew Teshager Arada Sub-city Agro Processing Expert 第2バッチ（2020）

54 Mr. Dero Regassa Arada Sub-city Urban Agriculture Expert 第2バッチ（2020）

55 Mr. Abel Getahun Arada Sub-city Trade development Expert 第2バッチ（2020）

56 Mr. Robel Tekle Lideta Sub-city Trade development Expert 第2バッチ（2020）

57 Mr. Shiferaw Ashenafi Lideta Sub-city Agro Processing Expert 第2バッチ（2020）

58 Mr. Bekele Jiru Lideta Sub-city Urban Agriculture Expert 第2バッチ（2020）

59 Ms. Nigist Alemu Lideta Sub-city Construction senior Expert 第2バッチ（2020）

60 Ms. Debre Gezahegn Kirkos Sub-city Urban Agriculture Expert 第2バッチ（2020）

61 Ms. Meseret Melkamu Kirkos Sub-city Construction senior Expert 第2バッチ（2020）

62 Mr. Nigusu Tolera Kirkos Sub-city Agro Processing Expert 第2バッチ（2020）

63 Ms. Yerosen Tafa Kirkos Sub-city Construction Material Expert 第2バッチ（2020）

64 Ms. Hana Amelework Gulelie Sub-city Construction Expert 第2バッチ（2020）

65 Ms. Weletearegay Wondimu Gulelie Sub-city Urban agriculture Expert 第2バッチ（2020）

66 Mr. Bekele Serbesa Gulelie Sub-city Manufacturing Expert 第2バッチ（2020）

67 Mr. Asmerom Alem Gulelie Sub-city Marketing Expert 第2バッチ（2020）

68 Ms. Yewubdar Grima Yeka Sub-city Urban agriculture Expert 第2バッチ（2020）

69 Mr. Zinash Lema Yeka Sub-city Marketing Expert 第2バッチ（2020）

70 Ms. Setegn Mindaye Yeka Sub-city Construction Expert 第2バッチ（2020）

71 Mr. Alene Tefera Yeka Sub-city Manufacturing Expert 第2バッチ（2020）

72 Mr. Adugna Merga Kolfie Koranyo Sub-city Marketing Expert 第2バッチ（2020）

73 Mr. Nega Takele Kolfie Koranyo Sub-city Manufacturing Expert 第2バッチ（2020）

74 Mr. Habtamu Birhanu Kolfie Koranyo Sub-city Urban agriculture Expert 第2バッチ（2020）

75 Mr. Mehamendur Dari Kolfie Koranyo Sub-city Construction Expert 第2バッチ（2020）

76 Mr. Tsegaye Shumeye Addis Ketema Sub-city Marketing Expert 第2バッチ（2020）

77 Ms. Melkam Abreha Addis Ketema Sub-city Construction Expert 第2バッチ（2020）

78 Ms. Nejat Awol Addis Ketema Sub-city Textile and Leather products Expert 第2バッチ（2020）

79 Mr. Ltiera Dereje Addis Ketema Sub-city Construction Materials Expert 第2バッチ（2020）

80 Mr. Tedla Atnafu BoJCED BDS Team Leader 第2バッチ（2020）
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No. 名前 所属先 肩書 受講した研修

81 Mr. Getamesay Teferi BoJCED Marketing Expert 第2バッチ（2020）

82 Mr. Abera Asefa BoJCED Construction Expert 第2バッチ（2020）

83 Ms. Dareskedar Abebe WEDP City Coordinator 第2バッチ（2020）

84 Ms. Suriat Jemal WEDP City Coordinator 第2バッチ（2020）

85 Ms. Ziyen Mekonnen WEDP City Coordinator 第2バッチ（2020）

86 Mr. Mammo Assefa WEDP City Coordinator 第2バッチ（2020）

87 Mr. Girmay Kifle Akaki Kality Sub-city Chemical and chemical products officer 第3バッチ（2022）

88 Mr. Alemayehu Bekele Akaki Kality Sub-city Construction input manufacturing support officer 第3バッチ（2022）

89 Mr. Zelalem Bogale Akaki Kality Sub-city Agro processing expert 第3バッチ（2022）

90 Mr. Bereket Lemma Akaki Kality Sub-city Textile Industry development expert 第3バッチ（2022）

91 Mr. Abebe Asmarew Akaki Woreda 6 Urban Agri officer 第3バッチ（2022）

92 Mr. Amanuel Hosana Akaki Kality Sub-city Enterprise team leader 第3バッチ（2022）

93 Mr. Beminet Melkamu Akaki Kality Sub-city Leather and textile officer 第3バッチ（2022）

94 Mr. Bezabih Mekonin Akaki Woreda 5 Chemical officer 第3バッチ（2022）

95 Mr. Fuad Mohammed Akaki Woreda 8 Construction officer 第3バッチ（2022）

96 Mr. Gemechu Girma Akaki Woreda 1 Enterprise officer 第3バッチ（2022）

97 Ms. Hiwot Girma Akaki Kality Sub-city Service officer 第3バッチ（2022）

98 Ms. Lomi Merga Akaki Woreda 5 Urban Agri officer 第3バッチ（2022）

99 Ms. Sara Sintayehu Akaki Woreda 3 Construction officer 第3バッチ（2022）

100 Mr. Shumye Wube Akaki Woreda 2 Industry support officer 第3バッチ（2022）

101 Mr. Solomon Negash Akaki Kality Sub-city Service and trade officer 第3バッチ（2022）

102 Mr. Tahir Aman Akaki Kality Sub-city Chemical officer 第3バッチ（2022）

103 Mr. Besfate Admansie Bole woreda 1 Industry development team leader 第3バッチ（2022）

104 Ms. Mihret Gezahegn Bole woreda 1 Urban agriculture Expert 第3バッチ（2022）

105 Mr. Amare Ykum Yilma Bole woreda 2 Industry development team leader 第3バッチ（2022）

106 Mr. Ejigayehu Geremew Bole woreda 4 Industry development team leader 第3バッチ（2022）

107 Ms. Rediet Chere Bole woreda 6 Industry development team leader 第3バッチ（2022）

108 Ms. Abi Zewdu Bole woreda 11 Industry development team leader 第3バッチ（2022）

109 Mr. Dejne Chala Bole woreda 11 Urban agriculture Expert 第3バッチ（2022）

110 Mr. Yibra G/Medhin Bole woreda 13 Wood and metal Expert 第3バッチ（2022）

111 Ms. Almaz Fantahun Bole woreda 14 Industry development team leader 第3バッチ（2022）

112 Mr. Milion Tilahun Bole Sub-city Manufacturing Expert 第3バッチ（2022）

113 Ms. Zenit Saied Bole Sub-city Leathe and garment industry development expert 第3バッチ（2022）

114 Mr. Getahen Fantahun Bole Sub-city Food and Beverage Expert 第3バッチ（2022）

115 Ms. Maeregnesh Teklu  Bole Sub-city Construction Expert 第3バッチ（2022）

116 Mr. Belay Awgichew Bole Sub-city Metal and Engieering Expert 第3バッチ（2022）

117 Ms. Yoadan Dagne Bole Sub-city Meshrome and friut Expert 第3バッチ（2022）

118 Ms. Banchiwosen Gezahegn Bole Sub-city Garment and Textile Team Leader 第3バッチ（2022）

119 Ms. Simegn Mehabie Bole Sub-city Plant Product Industry Development Expert 第3バッチ（2022）

120 Mr. Samuel Bedasa Bole Sub-city Trade development Expert 第3バッチ（2022）
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No. 名前 所属先 肩書 受講した研修

121 Mr. Mohammed Endrie Bole Sub-city
Constcution Resource Industry Development 

Specialist
第3バッチ（2022）

122 Mr. Endashaw Kagnew Bole Sub-city
Steel and engineering industrial development 

expert
第3バッチ（2022）

123 Ms. Sumeya Sebah Bole woreda 7 Market Development Expert 第3バッチ（2022）

124 Mr. Shewalem Tesfay Bole woreda 7 Market Development Expert 第3バッチ（2022）

125 Mr. Betre Giyon Bole woreda 13 Market Development Expert 第3バッチ（2022）

126 Ms. Birkie Tilahun Bole woreda 13 Market Development Expert 第3バッチ（2022）

127 Ms. Tsehaynesh Anteneh Nefes Silk woreda 5 Agriculture service Expert 第3バッチ（2022）

128 Mr. Bayew Tesfaye Nefes Silk woreda 15 Construction Expert 第3バッチ（2022）

129 Ms. Firehiwet Melese Nefes Silk woreda 14 Construction Expert 第3バッチ（2022）

130 Mr. Nafiyad Wakijira Nefes Silk woreda 9 Trade and Service Expert 第3バッチ（2022）

131 Mr. Ababel  Basazinew Nefes Silk woreda 9 Trade and Service Expert 第3バッチ（2022）

132 Mr. Samson Nigatu Nefes Silk woreda 12 Trade and Service Expert 第3バッチ（2022）

133 Mr. Fantaw Belete Nefes Silk woreda 11 Construction Development Supervisor 第3バッチ（2022）

134 Mr. Fantabil Yidersal Nefes Silk woreda 8 Urban agriculture Expert 第3バッチ（2022）

135 Mr. Aliy Kasim Nefes Silk woreda 11 Urban agriculture Expert 第3バッチ（2022）

136 Ms. Serkalem  Degemu Nefes Silk woreda 13 Urban agriculture Expert 第3バッチ（2022）

137 Mr. Tamirat Debele Nefes Silk woreda 10 Trade and Service Expert 第3バッチ（2022）

138 Ms. Bethelehem Belayneh Nefes Silk woreda 10 Trade and Service Expert 第3バッチ（2022）

139 Ms. Kalkidan Teshome Nefes Silk woreda 8 Enterprise development and support expert 第3バッチ（2022）

140 Mr. Scientistu  Saba Nefas Silk Sub-city Urban agriculture Expert 第3バッチ（2022）

141 Ms. Sinidu Yalew  Nefes Silk woreda 2 Trade and Service Expert 第3バッチ（2022）

142 Ms. Mulualem Eticha Nefes Silk woreda 2 Trade and Service Expert 第3バッチ（2022）

143 Mr. Binayew Temesgen Nefes Silk woreda 11 Industry Team Coordinator 第3バッチ（2022）

144 Mr. Fikrekulu Tsega Nefes Silk woreda 1 Industry Team Coordinator 第3バッチ（2022）

145 Mr. Tilahun Jesa Nefas Silk Sub-city Leather and textile officer 第3バッチ（2022）

146 Ms. Kifle Ayenew Nefes Silk woreda 7 Leather and textile officer 第3バッチ（2022）

147 Ms. Hareg Gebre Medhin Nefas Silk Sub-city Chemical officer 第3バッチ（2022）

148 Mr. Nesredin Ahmed Nefes Silk woreda 12 Industry and enterprise 第3バッチ（2022）

149 Mr. Degu Mekonin Nefes Silk woreda 10 Industry Team Coordinator 第3バッチ（2022）

150 Mr. Alemkere Bezaw Nefes Silk woreda 9 Industry team leader 第3バッチ（2022）

151 Mr. Daniel Tadesse Nefas Silk Sub-city Agro Pharma expert 第3バッチ（2022）

152 Mr. Kebede Firisa Nefes Silk woreda 5 Industry team leader 第3バッチ（2022）

153 Mr. Ayelign Yohannes Nefas Silk woreda 2 Industry team leader 第3バッチ（2022）

154 Mr. Eshetu Bekele Nefas Silk woreda 8 Industry team leader 第3バッチ（2022）

155 Mr. Simegnew Dires Nefas Silk woreda 6 Industry team leader 第3バッチ（2022）

156 Mr. Hassen Yimer Ali Nefas Silk woreda 1 Industry team leader 第3バッチ（2022）

157 Mr. Tesfaye Ejigu Nefas Silk Sub-city Industry team leader 第3バッチ（2022）

158 Mr. Abdulaziz Wonde Nefas Silk Sub-city Industry team leader 第3バッチ（2022）

159 Ms. Melkam Ayalew Nefas Silk Sub-city Industry team leader 第3バッチ（2022）

160 Mr. Hialekiros Girmay Nefas Silk Sub-city Industry team leader 第3バッチ（2022）
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(2) 認定済カウンセラーリスト (MoLS/EDI/WEDP) 

2023年 3月現在 

 名前 都市 肩書 

1 MULUKEN TESFAYE ADAMA CITY COORDINATOR 

2 GULILAT BEKELE ADAMA OSS EXPERTS  

3 JIRA GEMEDA ADAMA OSS EXPERTS  

4 MELALA ABERA ADAMA OSS EXPERTS  

5 BEFEKADU BELAY ADDIS ABABA OSS EXPERTS  

6 BIRHANU TIBEBU ADDIS ABABA OSS EXPERTS  

7 FALMATA FERENJI ADDIS ABABA OSS EXPERTS  

8 LIJALEM GASHU ADDIS ABABA OSS EXPERTS  

9 MOGES TIKUNEH ADDIS ABABA OSS EXPERTS  

10 ZEKARIYAS DEME ADDIS ABABA OSS EXPERTS  

11 TEKILU BELAY TILAYE  ADDIS ABABA OSS EXPERTS  

12 DAARESKEDAR ABEBE ADDIS ABABA  CITY COORDINATOR 

13 ASFAW JIJA ASELA  CITY COORDINATOR 

14 JIBRIL HUSEN ASELA OSS EXPERTS  

15 MAHAMMED SUKI ASELA OSS EXPERTS  

16 NEIMA HAMDA ASELA OSS EXPERTS  

17 BELAYNESH NIGUSSIE BAHRDAR CITY COORDINATOR 

18 MAHLET EYASSU D/MARKOS OSS EXPERTS  

19 BEWKETU TESHOME D/MARKOS OSS EXPERTS  

20 GETNET SILESHI D/MARKOS OSS EXPERTS  

21 KUMNEGER MOHAMMED DESSE OSS EXPERTS  

22 BEZAWIT BELETE DESSE OSS EXPERTS  

23 SURAFEL AYELE  DESSE OSS EXPERTS  

24 EPHREM GEBEYEHU  DILA OSS EXPERTS  

25 ZERITU NEGATU DILA OSS EXPERTS  

26 BETELIHEM ESHETU DIREDAWA A.CITY COORDINATOR 

27 FARHAN HASSEN USUMAN  DIREDAWA OSS EXPERTS  

28 YASMIN AYE ALI DIREDAWA OSS EXPERTS  

29 YIKIRTA ABEBE DIREDAWA OSS EXPERTS  

30 ALEMINESH MELISE GONDER OSS EXPERTS  

31 DEMISSIE DANIEL HAWASSA OSS EXPERTS  

32 MAHLETE SOLOMON HAWASSA CITY COORDINATOR 

33 ALMAZ HAILU JIMMA OSS EXPERTS  

34 TAYE ABAZINAB JIMMA OSS EXPERTS  

35 DEBELA BAYISA  NEKEMTE OSS EXPERTS  

36 TAREQECH  TADES  NEKEMTE OSS EXPERTS  

37 DALE HUSSEIN SHASHEMENE OSS EXPERTS  

38 WONDIMAGEGN HAILU SHASHEMENE OSS EXPERTS  

39 ABDI AHMED SHASHEMENE OSS EXPERTS  

40 ABINET GENEBO W/ SODO OSS EXPERTS  

41 TADEME TOMA W/ SODO OSS EXPERTS  

42 DEBEBE AYELE W/ SODO OSS EXPERTS  

43 ALEMTSEHAY ASARO ANJULO  ARBAMINCH OSS EXPERTS  
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 名前 都市 肩書 

44 LULIT DIGISIE DIBETA  ARBAMINCH OSS EXPERTS  

45 PHILIPOS ORCHO GOBENA   ARBAMINCH OSS EXPERTS  

46 HAYAT WORKU MUHAMMED  BAHIRDAR OSS EXPERTS  

47 TAMRIE ALENE DEMEWEZ  BAHIRDAR OSS EXPERTS  

48 YONAS TAKELE HABTU  BAHIRDAR OSS EXPERTS  

49 BELAYNESH LIJALEM BAHETA  GONDER OSS EXPERTS  

50 WONDRAD ARAGIE AKELE  GONDER OSS EXPERTS  

51 YABEBAL MEZGEBU ALEHEGN  GONDER CITY COORDINATOR 

52 YOHANNES KIBUR DEFERE  DBREMARKOS  CITY EXPERT 

53 LEMLEM MEKONEN DEYASO  DILLA OSS EXPERTS  

54 SINTAYEHU GIRMA ARGAW  DILLA  CITY COORDINATOR 

55 NETSANET LEMMA SHAMENA  HAWASSA OSS EXPERTS  

56 REDIET CHERU MELESE  HAWASSA OSS EXPERTS  

57 MULUALEM ASFAW REGASA  JIMMA OSS EXPERTS  

58 HULLUFTI TAKA GIDEY   NEKEMTE OSS EXPERTS  
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(3) カウンセラー養成マスタートレーナーリスト 

2023年 3月現在 

 

No. 所属先 肩書

1 Mr.  Aster Tekle BoTID
Entrepreneurship Development and Business Administration Team 

Leader

2 Mr.  Mulugeta Ebisa BoTID Garment & Textile Team Leader

3 Mr.  Fikiru Getachew BoJCED Agro processing Food and Beverage Expert

4 Mr.  Marefiya Taye Worku BoJCED Building supply product Expert

5 Mr.  Nurhussein Mohamed Ali BoJCED Construction and mining expert

6 Mr.  Nurish Endale Habtemariam BoJCED Textile, leather and leather product Expert

7 Ms.  Maeza Zewdu Kebede BoJCED Agro- Processing Expert

8 Mr.  Estalu Baye Anley FeSMMIPA Senior Enterpreneourship Developmnet expert

9 Mr.  Zemed Dagnie Kelikay FeSMMIPA Entrepreneurship Development Expert

10 Mr.  Aschalew Sima Sebeta FeSMMIPA Counselling and Trade Development Service Team Leader

11 Mr.  Minwuyelet Tegegne Belew FeSMMIPA Entrepreneurship Development Team Leader

12 Mr.  Gessessew Kebede Tsegay FeSMMIPA Agro- Processing Senior Expert

13 Mr.  Mebrahtu Tesfay Hadgu JOBFSA Trade and Service Development Higher Expert

14 Mr.  Awoke Tsehay Belay JOBFSA Trade and Service Development Higher Expert

15 Mr.  Behailu Alemayehu Geregiorgis JOBFSA Agro processing & Urban Agriculture Higher Expert

16 Mr.  Melaku Woldeyohannes Bekele JOBFSA Urban Agriculture Development Higher Expert

17 Mr.  Wendmaneh Jimma Belsty JOBFSA One Stop Service Supply Expert

18 Mr.  Abiy Fisseha Moges JOBFSA Agro-processing & Urban Agriculture Higher Expert

19 Ms.  Aster Seifu Yimer JOBFSA Citizen Engagement Director

20 Mr.  Zewdu Getachew Kebede JOBFSA One Stop Service Supply Expert

21 Mr. Temesgen Mengist Alemu JOBFSA Best practice and Scale Expert

22 Mr.  Seifu Kassu Fite JOBFSA Accounting and Audit Expert

23 Mr.  Habitamu Guta BoJCED Building supply product Expert

24 Mr.  Tefera Asefa BoJCED Textile, leather and leather product Expert

25 Mr.  Abebe Abo BoJCED Construction and mining expert

26 Mr.  Ahimed Hassen BoJCED Auditing expert

27 Mr.  Tefera Asefa BoJCED Textile, leather and leather product Expert

28 Mr.  Abebe Abo BoJCED Construction and mining expert

29 Mr.  Ahimed Hassen BoJCED Auditing expert

30 Ms. Ms. Etenesh Megersa BoJCED Enterprise development leader

31 Mr.  Yaregal Dejen FeSMMIPA Best practice Senior Expert

32 Mr.  Atakilt Asmare FeSMMIPA Senior Textile Expert

33 Mr.  Eshetu Hussen JOBFSA Senior One Stop Service Standardization Expert

34 Mr.  Bacha Wakweya JOBFSA Urban Agriculture Higher Expert

35 Ms.  Amaled Admasu JOBFSA Marketing Research Higher Expert

名前
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No. 所属先 肩書

36 Mr.  Achamyeleh Aklilu JOBFSA Market Study Expert

37 Mr.  Neway Altaye JOBFSA Job creation directorate Director

38 Mr. Anteneh Mengistu BoJCED
Director of the Advisory, Research and Project Preparation 

Directorate

39 Mr. Tedla Atnafu BoJCED Consultation, Research and Project Preparation Team Leader

40 Ms. Tezeta Terefe BoJCED Experience compiler and transition expert

41 Ms. Mebrit Tsegay BoJCED Research and Promotion Expert

42 Mr. Workineh Adamu BoJCED Capacity Building Support and Monitoring Specialist

43 Mr. Habtamu Guta BoJCED Construction Sector Supervisor

44 Ms. Hawa Mohamed BoJCED Urban Agriculture Sector Specialist

45 Mr. Nebiyu Wudneh BoJCED Consultation, Research and Project Preparation Directorate

46 Mr. Daniel Tibebu BoJCED Business Development Consulting Service Specialist

47 Mr. Getamesay Teferi BoJCED Business Development Consulting Service Specialist

48 Mr. Habtamu Chane BoJCED
Technology Selection and Commissioning Consulting Service 

Specialist

49 Mr. Salasib Kebede BoJCED Consultation, Research and Project Preparation Directorate

50 Mr. Sisay Tesfaye BoJCED Consultation, Research and Project Preparation Directorate

51 Mr. Shumete Niguse BoJCED Consultation, Research and Project Preparation Directorate

52 Mr. Abera Asefa BoJCED Consultation, Research and Project Preparation Directorate

名前
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(4) 認証済コンサルタントリスト 
2023年 3月現在 

 

 

 

 

 

No. 所属先 レベル マスタートレーナー

1 Mr.  Fikiru Getachew Addis Ababa City junior

2 Mr.  Shume Mengesha BDS Advisor (EDI) senior Master Trainer

3 Ms.  Shine Tesafe BDS Advisor (EDI) senior Master Trainer

4 Mr.  Moges Tassew BDS Advisor (EDI) junior

5 Mr.  Melaku Alemayehu Yihun BDS Advisor (EDI) senior Master Trainer

6 Mr.  Awraris Wondaferew BDS Advisor (EDI) junior

7 Ms.  Tiruneh Abebe BDS Advisor (EDI) senior Master Trainer

8 Mr.  Mengistu Anisa BDS Advisor (EDI) senior Master Trainer

9 Mr.  Zewdu Lake BDS Advisor (EDI) senior

10 Ms. Ms. Kindye Essa BDS Advisor (EDI) junior

11 Mr.  Kibirom Kiros BDS Advisor (EDI) senior Master Trainer

12 Mr.  Kasa Ambaye BDS Advisor (EDI) junior

13 Ms.  Meseret Diriba BDS Advisor (EDI) junior

14 Mr.  Hailu Abebe BDS Advisor (EDI) junior

15 Mr.  Firew Hage BDS Advisor (EDI) senior Master Trainer

16 Mr.  Habtamu Solomon BDS Advisor (EDI) junior

17 Mr.  Getahun Kelemework BDS Advisor (EDI) senior

18 Ms.  Yissa Hassen BDS Advisor (EDI) junior

19 Mr.  Tesfaye Eba BDS Advisor (EDI) junior

20 Mr.  Demeke Chimdessa BDS Advisor (EDI) senior Master Trainer

21 Mr.  Dagim Woldie BDS Advisor (EDI) junior

22 Mr.  Buzeye Zegeye BDS Advisor (EDI) junior

23 Mr.  Fekadu Mekonnen BDS Advisor (EDI) junior

24 Mr.  Asnake Asrat BDS Advisor (EDI) senior

25 Mr.  Ageru Tadele BDS Advisor (EDI) senior

26 Mr.  Damene Abebe BDS Advisor (EDI) junior

27 Mr.  Yibeltal Elias Mekonen BDS Advisor (EDI) senior Master Trainer

28 Mr.  Fikadu Goshu BDS Advisor (EDI) junior

29 Mr.  Birhanu Asfaw BDS Advisor (EDI) junior

30 Mr.  Hailemariam Deslegn Abtew CBE senior Master Trainer

31 Mr.  Dawit Kassa Bedecho CBE senior Master Trainer

32 Mr.  Moti Arega Benti CBE senior Master Trainer

33 Mr.  Muluken Mebrat Abera CBE senior Master Trainer

34 Mr.  Tadiyos FBIPIDI senior

35 Mr.  Israel Gesese FeSMMIPA senior

名前
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No. 所属先 レベル マスタートレーナー

36 Mr.  Tameru Hailu FeSMMIPA Senior

37 Mr.  Yeshidnber Lakew FeSMMIPA senior

38 Mr.  Natnael Nega FeSMMIPA junior

39 Mr.  Getahun Molla FeSMMIPA junior

40 Mr.  Fekadu Aklilu FeSMMIPA senior

41 Mr.  Biniyam Getachew Individual Consultant junior

42 Mr.  Essayas Mulat MIDI junior

43 Mr.  Shimeles Berhe MIDI junior

44 Mr.  Solomon Birhanu Misrak Polytechnic College senior

45 Mr.  Eshetu Atrfo Misrak Polytechnic College junior

46 Ms.  Admasu Mamuye Misrak Polytechnic College senior

47 Mr.  Tessema Niguessie Misrak Polytechnic College senior

48 Mr.  Tewodoros Beyene Misrak Polytechnic College senior Master Trainer

49 Ms.  Zeree Godifey Misrak Polytechnic College junior

50 Mr.  Ansha Nuri Misrak Polytechnic College senior

51 Mr.  Melaku Woldeyohannes MoLS junior

52 Mr.  Hana Yosef Nefas Silk Polytechnic College junior

53 Mr.  Daniel Shiferaw Private Consultant senior Master Trainer

54 Mr.  Kumneger Mequanint Private Consultant senior

55 Mr.  Tesfamariam Legesse WEDP senior

名前
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(5) 第 1回 JCC会合出席者リスト 

No. Institution Name Title 

1 FeSMMIDA Mr. Asfaw Abebe Eregnaw Director General 

2 AA BoID Mr. Ermias Kiros Head of Bureau  

3 AA BoMSEs Mr. Jemal Jember Head of Bureau 

4 FeSMMIDA Mr. Minwyelet Tegegne Team Leader 

5 FeSMMIDA Mr. Yemengwork SMEFP 

6 FeUJCFSA Mr. Solomon Assefa Deputy Director 

7 FeUJCFSA Mr. Belete Balla Director, Enterprise 

Development 

8 FeUJCFSA Mr. Wondemagne Jimma OSSC Director 

9 FeUJCFSA Mr. Mebratu Tesfaye Expert 

10 FeUJCFSA Mr. Melaku Woldeyohannes Leader of facilitation and 

capacity development  

11 BoID Mr. Mekonnen Desalegn Advisor (Director’s Office) 

12 BoID Mr. Etana Embiale Director, Pharmaceuticals & 

Agro Processing 

13 BoID Mr. Bacha Chaka Team Leader, Facilitation and 

capacity development 

14 BoMSE Mr. Awol Mohammed Director, SME Promotion & 

Support 

15 Bole sub-city Mr. Alemu Haile Director, ID office 

16 Nefas sub-city Mr. Hailekiros Girma Team Leader, ID office 

17 Nefas sub-city Ms. Tesefaye Ejigu Expert, ID office 

18 JICA Head Quarter  Ms. Chigusa Seki Program Officer 

19 JICA Ethiopia Office Mr. Takeshi Matsuyama Deputy Chief Representative 

20 JICA Ethiopia Office Mr. Yasuto Kikuma Representative 

21 JICA Ethiopia Office Mr. Hiroyuki Amaya Project Formulation Officer 

22 JICA Ethiopia Office Mr. Gebeyehu Benti Program Officer 

23 JICA Ethiopia Office Ms. Sara Sem Project Coordinator 

24 Project Team Mr. Hideo Eguchi Long-term expert, Chief Advisor 

25 Project Team Mr. Naonobu Fuwa Long-term expert, Coordinator 

26 Project Team Mr. Ryuji Seno Consultant, Chief  

27 Project Team Ms. Akiko Yoneyama Consultant, Deputy Chief 

28 Project Team Ms. Kiyoko Sandambatake Consultant, Women 

entrepreneurship support 

29 Project Team Mr. Daniel Shiferaw Local Project Coordinator 

30 Project Team Ms. Helen Bekele Local Project Assistant 

<オブザーバー> 

No. Institution Name Title 

1 Embassy of Japan Mr. Nobuhisa Edamura Second Secretary 

2 EKI Ms. Nahoko Chiku JICA Kaizen Project 

3 MIDI Mr. Aboma Tariku Director 

4  

WEDP  

Mr. Yohannes Solomon Project Coordinator 

5 Ms. Tsedey Asheber Skills Development Specialist 

6 Mr. Mohamed  

 

 



82 

 

(6) 第 2回 JCC会合出席者リスト 
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(7) 第 3回 JCC会合出席者リスト 
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(8) 第 4回 JCC会合出席者リスト 
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(9) 第 5回 JCC会合出席者リスト 
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(10) 第 6回 JCC会合出席者リスト 

 

No. Organization Name Title

1 MoLS H.E. Nigussu Tilahun State Minister

2 MoI Mr. Asfaw Abebe Minister Advisor

3 MoLS Mr. Belete Balla Director, Enterprise Development

4 EDI Dr. Hassen Hussein CEO

5 EDI Mr. Henok Laike BDS Manager

6 EDI/WEDP Mr. Yohannes Solomon National Coordinator

7 AA. BoLEID Mr. Izadin Musbah Director (Manufacturing)

8 AA. BoLEID Mr. Mikiyas Mulugeta Director (Enterprise Support)

9 AA. BoLEID Mr. Norhsien Mohamedali Team Leader and Focal person of OSSC

10 Akaki Kality Subcity Mr. Abrham Gebeyehu Subcity Vice Head

11 KEC (Kaizen Excellence CenterI) Mr. Andualem Ayele Kaizen Project coordinator

12 Federal TVET Institute Ms. Sewasew BDS Director

13 Akaki Polytechnique College Mr. Tsagale Adugna College Dean

14 Nefas Silk Polytechnique College Ms. Adugna College Dean

15
Chemical and Construction Inputs Industry 

Research and Development center
Mr. Fekadu Abate Center Manager

16
Food and Beverage Industry Research and 

Development Centter
Mr. Tadyeous Derbe Director

17
Textile and Garment Industry Research and 

Development Center
Mr. Niguse Godana Center Manager

18
Manufacturing Technology and Engineering 

Industry Research & Development Center
Mr. Yared Negusie Director

19 CBE Mr. Netsanet Yirga Director

20 Addis Capital Mr. Mesfin Abera Shume Deputy Managing Director

21 Nefas Silk woerda #8 Mr. Laikemariam Ermias
Wood and metal expert (MSMEs 

counselor)

22 Yidnekachew Sisay, Wubet & Binyam Partnership Mr. Sisay Enterprise owner

23 JICA Ethiopia Office Mr. Katsuki Morihara Chief Representative

24 JICA Ethiopia Office Ms. Sakiko Kurosaka
Project Formulation Advisor (Private 

Sector Development)

25 JICA Ethiopia Office Mr. Gebeyehu Benti Staff, Private Sector Development Unit

26 JICA Heardquater Mr. Toru Homma Senior Advisor 

27 JICA Heardquater Ms. Megumi Hirano 
Private Sector Development Group

Economic Development Department

28 KEC (Kaizen Excellence Center) Mr. Haruki Mizuno JICA expert chief advisor

29 BDS Project Mr. Ryuji Seno Chief Consultant

30 BDS Project Ms. Kiyoko Sandambatake Womens' Entrepreneurship

31 BDS Project Mr. Daniel Shiferaw Project Local Coordinator

32 BDS Project Mr. Kumneger Mequanint Project Local Consultant

33 BDS Project Mr. Fitsum Dagmawi Project Local Consultant

34 BDS Project Ms. Helen Bekele Project Assistant

Ethiopian Side

Japanese side
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（1） PDM (ver.0) 

 

Project Title: Project on Business Development Services (BDS) Enhancement for Enterprise Growth

Period of Project:  from April, 2018 to March, 2021(Three (3) years) Version 0.0

Project Site: Addis Ababa City Dated 16 August 2017

Narrative Summary Objectively Verifiable Indicators Means of Verification Important Assumption

Overall Goal

・The organized implementation set-up for BDS provision is scaled up to

national level.

・National implementation set-up for BDS provision

・The graduation rates from micro to small and from small to medium are ・MSEs annual statistics

Project Purpose

・At least 50% of the MSMEs provided with BDS record positive business

results (e.g. increase of capital).

・M&E data

・At least 80 % of the MSMEs provided with BDS are satisfied with the

services.

・Satisfaction survey 2.	Ethiopian Government continuously provides

budget to support MSMEs.

Outputs

1.	The capacity of FeSMMIDA and FeUJCFSA to develop strategic plan for MSMEs support is strengthened.

(FeSMMIDA and FeUJCFSA).

・ Strategic Plan for MSMEs support is developed by FeSMMIDA and

FeUJCFSA and approved by the authorized parties.

・Approval of the Strategic Plan Business environment surrounding Ethiopian

MSMEs does not drastically change.

・Operational manuals are developed. ・Operational manuals Neither Ethiopian counterparts nor developed

trainers resign.

・Trainings are provided for at least 80% of the staff members relevant to

BDS in the targeted sub-cities and woreda/OSSCs.

・Training reports.

・Qualification system for BDS advisors is prepared and tested. ・Qualification system.

3.	The capacity of OSSCs staff to support MSMEs is strengthened. (sub-cities and woredas).
・At least 50% of MSMEs (including at least 75% of MSMEs owned by

women) in the targeted areas are provided with BDS.

・Work record of OSSCs.

Activities Important Assumption

1-1	FeSMMIDA and FeUJCFSA analyze the situation and challenges of MSMEs.
Ethiopian Side

1-2	FeSMMIDA and FEUJCFSA develop strategic plan to support MSMEs and short & medium term action plan

inc. overall framework on BDS provision for MSMEs’ support (setting BDS menu, level, identifying BDSPs

including private sector).

1-3	FeSMMIDA and FeUJCFSA disseminate the strategic plan to relevant organizations.

2-1 Utilizing outputs from 1-2, FeSMMIDA and FeUJCFSA, BoI, BoMSEs develop OSSC operational structure

model on BDS provision for MSMEs by OSSC counselors.

1)Counterpart and Administrative Personnel

・ Project Directors (Director General of FeSMMIDA and

FeUJCFSA)

・ Project Managers (Directors of Entrepreneurship Dev.

Department, FeSMMIDA and FeUJCFSA)

・Deputy Project Managers (Heads of BoID and BoMSEs)

2-2 FeSMMIDA and FeUJCFSA in collaboration with BoI and BoMSEs prepare training curriculum and materials

such as (1)Business matching opportunities, etc.(2)MSMEs counseling with basic diagnosis tools, (3)

Preparation of MSMEs support plan, (4)Guiding to BDSPs based on (3) and BDSPs network based on  2-1, for

staff at OSSC (to be OSSC counselors).

2)Facilities (office space and training venues)

3)Available data and information related to the Project

4)Recurrent costs

2-3 FeSMMIDA and FeUJCFSA, BoI, BoMSE conduct trainings for staffs of model City/sub-city/OSSC (and

BDSPs.), based on 2-2, inc. certifying the staff to be OSSC counselors.

5)Cost of project activities

necessary cost for the implementation of the Project

2-4 FeSMMIDA in collaboration with FeUJCFSA prepare the concept framework on accrediation system for

National BDS Consultants inc. defining required skills, identifying potential BDSPs, plannning necessary

trainings.etc.

Japanese Side

2-5 Based on 2-4, FeSMMIDA in collaboration with FeUJCFSA facilitate necessary trainings and trial tests for

potential BDSPs to be National BDS Consultants.
Pre-Conditions

2-6 FeSMMIDA and FeUJCFSA strengthen BDS provision M&E system inc. assessing impact of BDS on

MSMEs and Promotion system to MSMEs in Ethiopia.

1.	FeSMMIDA, FeUJCFSA, OSW secure budget

and human resources necessary to implement

MSMEs support activities.

2-7 FeSMMIDA and FeUJCFSA facilitate BDSPs Network meeting regularly to share MSMEs information & the

information on sector trend.
2."The Strategy and Policy Actions for Supporting

MSMEs” are approved by Ethiopian government.

<Issues and countermeasures>

3-2 Staff of OSSC conduct Business Matching and Transformation Awareness Seminars and finalize target

MSMEs. (Special attention to business owned by women).

3-3. Staff of OSSC provide counseling to MSMEs with Basic Diagnosis tools to identify the gaps of business

development, prepare service provision plan and connect BDSPs to target MSMEs through OJT.

3-4 Staff of OSSC take exam for certification of OSSC counselors.

Etiopian MSMEs reseive high quality BDS provided through BDSPs(*1) network and its’ business are enhanced

(both in target woreda and other areas)

(*1)BDSPs:Business Development Services Providers are which FeSMMIDA and FeUJCFSA collaborate which

providing BDS.

Ethiopian MSMEs receive high quality BDS through BDSPs network in target areas.

3-1 Selected staff of OSSC receive trainings on OSSC operation/management, and (1)Business matching

opportunities, etc. (2)MSMEs counseling with basic diagnosis tools, (3)Preparation of MSMEs support

plan,(4)Guiding to BDSPs based on (3)and BDSPs networking.

1)	Japanese Experts (JICA Experts)

Expertise of the members will include but not limited to the following:

・MSMEs policy

・BDS provision system for MSMEs

・Human Resource development on BDS provision for MSMEs(1)

・Human Resource development on BDS provision for MSMEs(2)

・Training Management/Project Coordinator (Long term Expert)

2)Counterpart training in Japan and third country

3)Basic equipment necessary for implementation of the Project

4)Two vehicles.

5)Cost of Project activities

 necessary cost for the implementation of the Project

Inputs

1.	Governmental policy on MSMEs promotion is

not changed.

2.	Implementation set-up for BDS provision in collaboration with BDSPs is developed and operated.

(FeSMMIDA and FeUJCFSA, BoI, BoMSEs in collaboration with sub-city and woreda).
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Project Title: Project on Business Development Services (BDS) Enhancement for Enterprise Growth

Period of Project:  from September, 2018 to September, 2021(Three (3) years) Version 1.0 

Project Site: Addis Ababa City Dated 30 Jan,2019

Narrative Summary Objectively Verifiable Indicators Means of Verification Important Assumption

Overall Goal

Project Purpose

・At least 50% of the MSMEs provided with BDS record positive 

business results (e.g. increase of capital).

・M&E data

・At least 80 % of the MSMEs provided with BDS are satisfied with the 

services.

・Satisfaction survey 2.	Ethiopian Government continuously provides 

budget to support MSMEs.

Outputs

1.	The capacity of FeSMMIDA and FeUJCFSA to develop strategic plan for MSMEs support is strengthened. 

(FeSMMIDA and FeUJCFSA).

・Strategic Plan for MSMEs support is developed by FeSMMIDA and

FeUJCFSA and approved by the authorized parties.

・Approval of the Strategic Plan Business environment surrounding Ethiopian 

MSMEs does not drastically change.

･Operational manuals are developed.

･Trainings are provided for at least 80% of the staff members relevant to 

･ Operational manuals

･Training reports

・Qualification system for MSMEs counselors and MSMEs consultants is 

prepared and tested.

・Qualification system

3. The capacity of staff at sub-city and woreda to support MSMEs is strengthened. (sub-cities and woredas).
Annual number of enterprises supported by MSMEs counselors in target 

woredas and sub-cities is XX（base is current number）

More than XX MSMEs counselors in target woredas and sub-cities pass 

the exam and are registered as MSMEs counselors.

・Work record of sub-cities and woredas

Activities Important Assumption

1-1	FeSMMIDA and FeUJCFSA analyze the situation and challenges of MSMEs.
Ethiopian Side

1-2	FeSMMIDA and FEUJCFSA develop strategic plan to support MSMEs and short & medium term action 

plan inc. overall framework on BDS provision for MSMEs’ support (setting BDS menu, level, identifying BDSPs 

including private sector).

1)Counterpart and Administrative Personnel

・Project Directors (Director General of FeSMMIDA and FeUJCFSA)

・Project Managers (Directors of Entrepreneur Dev. Department, 

1-3 FeSMMIDA and FeUJCFSA disseminate the strategic plan to relevant organizations. FeSMMIDA and Director of Enterprise Dev. Department, FeUJCFSA)

2-1 Utilizing outputs from 1-2, FeSMMIDA and FeUJCFSA, A.A-BoI, A.A-BoMSEs develop BDS provision 

model for MSMEs by MSMEs counselors. ・Deputy Project Managers (Heads of BoID and BoMSEs)

2-2 FeSMMIDA and FeUJCFSA in collaboration with A.A.-BoID and A.A.-BoMSEs prepare training curriculum 

and materials such as (1)Business matching opportunities, etc.(2)MSMEs counseling with basic diagnosis tools, 

(3) Preparation of MSMEs support plan, (4)Guiding to BDSPs based on (3) and BDSPs network based on  2-1, 

for staff at Woreda and Sub-city (to be MSME counselors).

2)Facilities (office space and training venues)

3)Available data and information related to the Project

4)Recurrent costs

2-3 FeSMMIDA and FeUJCFSA, A.A-BoID, A.A.-BoMSEs conduct trainings for staffs of model City/sub-

city/OSSC (and BDSPs.), based on 2-2, inc. certifying the staff to be MSME counselors.

5)Cost of project activities

necessary cost for the implementation of the Project

2-4 FeSMMIDA in collaboration with FeUJCFSA prepare the concept framework on accreditation system for 

MSMEs Consultants inc. defining required skills, identifying potential BDSPs, planning necessary trainings, etc. Japanese Side

2-5 Based on 2-4, FeSMMIDA in collaboration with FeUJCFSA facilitate necessary trainings and trial tests for 

potential BDSPs to be MSMEs Consultants. Pre-Conditions

2-6 FeSMMIDA and FeUJCFSA strengthen BDS provision M&E system inc. assessing impact of BDS on 

MSMEs and Promotion system to MSMEs in Ethiopia.

1.	FeSMMIDA, FeUJCFSA secure budget and 

human resources necessary to implement MSMEs 

support activities.

2-7 FeSMMIDA and FeUJCFSA facilitate BDSPs Network meeting regularly to share MSMEs information & the 

information on sector trend.
2.The Strategy and Policy Actions for Supporting 

MSMEs” are approved by Ethiopian government.

2-8 FeSMMIDA and FeUJCFSA promote innovative entrepreneurs, and design the structure of the financial 

mechanism.

2-9 FeSMMIDA, FeUJCFSA, A.A.-BoID, and A.A.-BoMSEs facilitate the intensive supports including KAIZEN 

and/or other types of BDS to selected enterprises (Hand Holding). <Issues and countermeasures>

3-1 Selected staff of sub-city and woreda receive trainings on MSMEs counselling, and (1)Business matching 

opportunities, etc. (2)MSMEs counseling with basic diagnosis tools, (3)Preparation of MSMEs support 

plan,(4)Guiding to BDSPs based on (3)and BDSPs networking.

3-2 Staff of sub-city and woreda conduct Business Matching and Transformation Awareness Seminars and 

finalize target MSMEs. (Special attention to business owned by women).

3-3. Staff of sub-city and woreda provide counseling to MSMEs with Basic Diagnosis tools to identify the gaps 

of business development, prepare service provision plan and connect BDSPs to target MSMEs through OJT.

3-4 Staff of sub-city and woreda take exam for certification of MSMEs counselors.

1.	Governmental policy on MSMEs promotion is 

not changed.

2.	Implementation set-up for BDS provision in collaboration with BDSPs is developed and operated.

(FeSMMIDA and FeUJCFSA, A.A.-BoID, A.A.-BoMSEs in collaboration with sub-city and woreda).

Neither Ethiopian counterparts nor developed 

trainers resign.

Japanese Side

1) Japanese Experts (JICA Experts)

1-1) Long-term expert:

・Chief advisor

・Project Coordinator /Entrepreneurship support

1-2) Consultant:

・Chief consultant/ MSMEs policy & entrepreneurship support (1)

・Deputy chief consultant/ MSMEs policy & entrepreneurship support (2)

・Establishment and Strengthening BDS provision system for MSMEs

・Human Resource development on BDS provision for MSMEs (1)

・Human Resource development on BDS provision for MSMEs (2)

・Human Resource development on BDS provision for MSMEs (3)

・Support on women’s entrepreneurship support /Project Coordinator

2) Counterpart training in Japan and third country

3) Basic equipment necessary for implementation of the Project

4) Three vehicles.

5) Cost of Project activities: necessary cost for the implementation of 

the Project

Ethiopian MSMEs receive high quality BDS provided through BDSPs(*1) network and its’ business are enhanced 

(both in target woreda and other areas)

(*1)BDSPs: Business Development Services Providers are which FeSMMIDA and FeUJCFSA collaborate when 

providing BDS.

Ethiopian MSMEs receive high quality BDS through BDSPs network in target areas.

Inputs

・The organized implementation set-up for BDS provision is scaled up to 

national level.

･The graduation rates from micro to small and from small to medium are 

accelerated.

・National implementation set-up for BDS provision

・MSMEs annual statistics
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Project Title: Project on Business Development Services (BDS) Enhancement for Enterprise Growth

Period of Project:  from September, 2018 to September, 2022 (Four (4) years) Version 2.0

Project Site: Addis Ababa City Dated June 14,2021

Narrative Summary Objectively Verifiable Indicators Means of Verification Important Assumption

Overall Goal

Project Purpose

・At least 50% of the MSMEs provided with BDS record positive business

results (e.g. increase of capital).

・M&E data

・At least 80 % of the MSMEs provided with BDS are satisfied with the

services.

・Satisfaction survey 2.	Ethiopian Government continuously provides

budget to support MSMEs.

Outputs

1.The capacity of FeSMMIPA and JOBFSA to develop strategic plan for MSMEs support is strengthened

(FeSMMIPA and JOBFSA).

・ Strategic Plan for MSMEs support is developed by FeSMMIPA and

JOBFSA and approved by the authorized parties.

・Approval of the Strategic Plan Business environment surrounding Ethiopian

MSMEs does not drastically change.

・Operational manuals are developed. ・Operational manuals

・Trainings are provided for at least 80% of the staff members relevant to

BDS in the targeted sub-cities and woredas.

・Training reports

・Qualification system for MSMEs counselors and MSMEs consultants is

prepared and tested.

・Qualification system

3. The capacity of staff at sub-city and woreda to support MSMEs is strengthened. (sub-cities and woredas).
Annual number of enterprises supported by MSMEs counselors in target

woredas and sub-cities is XX（base is current number）

More than XX MSMEs counselors in target woredas and sub-cities pass

the exam and are registered as MSMEs counselors.

・Work record of sub-cities and woredas

Activities Important Assumption

Ethiopian Side

1-1 FeSMMIPA and JOBFSA analyze the situation and challenges of MSMEs.

1-2 FeSMMIPA and JOBFSA develop strategic plan to support MSMEs and short & medium term action plan inc.

overall framework on BDS provision for MSMEs’ support (setting BDS menu, level, identifying BDSPs including

private sector).

1-3 FeSMMIPA and JOBFSA disseminate the strategic plan to relevant organizations.

2-1 Utilizing outputs from 1-2, FeSMMIPA and JOBFSA, A.A-BoID, A.A-BoJCED develop BDS provision model

for MSMEs by MSMEs counselors.

2-2 FeSMMIPA and JOBFSA in collaboration with A.A.-BoID and A.A.-BoJCED prepare training curriculum and

materials such as (1)Business matching opportunities, etc.(2)MSMEs counseling with basic diagnosis tools, (3)

Preparation of MSMEs support plan, (4)Guiding to BDSPs based on (3) and BDSPs network based on  2-1, for

staff at Woreda and Sub-city (to be MSME counselors).

4)Recurrent costs

5)Cost of project activities

necessary cost for the implementation of the Project

2-3 FeSMMIPA and JOBFSA, A.A-BoID, A.A.-BoJCED conduct trainings for staffs of model City/sub-city/OSSC

(and BDSPs.), based on 2-2, inc. certifying the staff to be MSME counselors.

2-4 FeSMMIPA in collaboration with JOBFSA prepare the concept framework on accreditation system for

MSMEs Consultants inc. defining required skills, identifying potential BDSPs, planning necessary trainings, etc. Japanese Side

2-5 Based on 2-4, FeSMMIPA in collaboration with JOBFSA facilitate necessary trainings and trial tests for

potential BDSPs to be MSMEs Consultants. Pre-Conditions

2-6 FeSMMIPA and JOBFSA strengthen BDS provision M&E system inc. assessing impact of BDS on MSMEs

and Promotion system to MSMEs in Ethiopia.
1.FeSMMIPA, JOBFSA secure budget and human

resources necessary to implement MSMEs

support activities.

2-7 FeSMMIPA and JOBFSA facilitate BDSPs Network meeting regularly to share MSMEs information & the

information on sector trend. 2.The Strategy and Policy Actions for Supporting

MSMEs” are approved by Ethiopian government.

2-8 FeSMMIPA and JOBFSA promote innovative entrepreneurs, and design the structure of the financial

mechanism.

2-9 FeSMMIPA, JOBFSA, A.A.-BoID, and A.A.-BoJCED facilitate the intensive supports including KAIZEN

and/or other types of BDS to selected enterprises (Hand Holding). <Issues and countermeasures>

3-1 Selected staff of sub-city and woreda receive trainings on MSMEs counselling, and (1)Business matching

opportunities, etc. (2)MSMEs counseling with basic diagnosis tools, (3)Preparation of MSMEs support

plan,(4)Guiding to BDSPs based on (3)and BDSPs networking.

3-2 Staff of sub-city and woreda conduct Business Matching and Transformation Awareness Seminars and

finalize target MSMEs. (Special attention to business owned by women).

5) Cost of Project activities: necessary cost for the implementation of

the Project

3-3. Staff of sub-city and woreda provide counseling to MSMEs with Basic Diagnosis tools to identify the gaps of

business development, prepare service provision plan and connect BDSPs to target MSMEs through OJT.

3-4 Staff of sub-city and woreda take exam for certification of MSMEs counselors.

Ethiopian MSMEs receive high quality BDS provided through BDSPs(*1) network and its’ business are enhanced

(both in target woreda and other areas)

(*1)BDSPs: Business Development Services Providers are which FeSMMIPA and JOBFSA collaborate which

providing BDS.

Ethiopian MSMEs receive high quality BDS through BDSPs network in target areas.

・The organized implementation set-up for BDS provision is scaled up to

national level.

・The graduation rates from micro to small and from small to medium are

accelerated.

・National implementation set-up for BDS provision

・MSEs annual statistics

Neither Ethiopian counterparts nor developed

trainers resign.

1)Counterpart and Administrative Personnel

・Project Directors (Director General of FeSMMIPA and JOBFSA)

・Project Managers (Directors of Entrepreneur Dev. Department,

FeSMMIPA and Director of Enterprise Dev. Department, JOBFSA)

・Deputy Project Managers (Heads of BoID and BoJCED)

2)Facilities (office space and training venues)

3)Available data and information related to the Project

Inputs

Japanese Side

1) Japanese Experts (JICA Experts)

1-1) Long-term expert:

・Chief advisor

・Project Coordinator /Entrepreneurship support

1-2) Consultant:

・Chief consultant/ MSMEs policy & entrepreneurship support (1)

・Deputy chief consultant/ MSMEs policy & entrepreneurship support (2)

・Establishment and Strengthening BDS provision system for MSMEs

・Human Resource development on BDS provision for MSMEs (1)

・Human Resource development on BDS provision for MSMEs (2)

・Human Resource development on BDS provision for MSMEs (3)

・Support on women’s entrepreneurship support /Project Coordinator

2) Counterpart training in Japan and third country

3) Basic equipment necessary for implementation of the Project

4) Three vehicles.

1.	Governmental policy on MSMEs promotion is

not changed.

2.	Implementation set-up for BDS provision in collaboration with BDSPs is developed and operated.

(FeSMMIPA and JOBFSA, A.A.-BoID, A.A.-BoJCED in collaboration with sub-city and woreda).
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Project Title: Project on Business Development Services (BDS) Enhancement for Enterprise Growth

Period of Project:  from September, 2018 to September, 2022 (Four (4) years) Version 3.0

Project Site: Addis Ababa City Dated September 16,2021

Narrative Summary Objectively Verifiable Indicators Means of Verification Important Assumption

Overall Goal

Project Purpose

・At least 50% of the MSMEs provided with BDS record positive business

results (e.g. increase of capital).

・M&E data

・At least 80 % of the MSMEs provided with BDS are satisfied with the

services.

・Satisfaction survey 2.	Ethiopian Government continuously provides

budget to support MSMEs.

Outputs

1.The capacity of FeSMMIPA and JOBFSA to develop strategic plan for MSMEs support is strengthened

(FeSMMIPA and JOBFSA).

・ Strategic Plan for MSMEs support is developed by FeSMMIPA and

JOBFSA and approved by the authorized parties.

・Approval of the Strategic Plan Business environment surrounding Ethiopian

MSMEs does not drastically change.

・Operational manuals are developed. ・Operational manuals

・Trainings are provided for at least 80% of the staff members relevant to

BDS in the targeted sub-cities and woredas.

・Training reports

・Qualification system for MSMEs counselors and MSMEs consultants is

prepared and tested.

・Qualification system

3. The capacity of staff at sub-city and woreda to support MSMEs is strengthened. (sub-cities and woredas).
Annual number of enterprises supported by MSMEs counselors in target

woredas and sub-cities is 210（base is current number）

More than 70 MSMEs counselors in target woredas and sub-cities pass

the exam and are registered as MSMEs counselors.

・Work record of sub-cities and woredas

Activities Important Assumption

Ethiopian Side

1-1 FeSMMIPA and JOBFSA analyze the situation and challenges of MSMEs.

1-2 FeSMMIPA and JOBFSA develop strategic plan to support MSMEs and short & medium term action plan inc.

overall framework on BDS provision for MSMEs’ support (setting BDS menu, level, identifying BDSPs including

private sector).

1-3 FeSMMIPA and JOBFSA disseminate the strategic plan to relevant organizations.

2-1 Utilizing outputs from 1-2, FeSMMIPA and JOBFSA, A.A-BoID, A.A-BoJCED develop BDS provision model

for MSMEs by MSMEs counselors.

2-2 FeSMMIPA and JOBFSA in collaboration with A.A.-BoID and A.A.-BoJCED prepare training curriculum and

materials such as (1)Business matching opportunities, etc.(2)MSMEs counseling with basic diagnosis tools, (3)

Preparation of MSMEs support plan, (4)Guiding to BDSPs based on (3) and BDSPs network based on  2-1, for

staff at Woreda and Sub-city (to be MSME counselors).

4)Recurrent costs

5)Cost of project activities

necessary cost for the implementation of the Project

2-3 FeSMMIPA and JOBFSA, A.A-BoID, A.A.-BoJCED conduct trainings for staffs of model City/sub-city/OSSC

(and BDSPs.), based on 2-2, inc. certifying the staff to be MSME counselors.

2-4 FeSMMIPA in collaboration with JOBFSA prepare the concept framework on accreditation system for

MSMEs Consultants inc. defining required skills, identifying potential BDSPs, planning necessary trainings, etc. Japanese Side

2-5 Based on 2-4, FeSMMIPA in collaboration with JOBFSA facilitate necessary trainings and trial tests for

potential BDSPs to be MSMEs Consultants. Pre-Conditions

2-6 FeSMMIPA and JOBFSA strengthen BDS provision M&E system inc. assessing impact of BDS on MSMEs

and Promotion system to MSMEs in Ethiopia.
1.FeSMMIPA, JOBFSA secure budget and human

resources necessary to implement MSMEs

support activities.

2-7 FeSMMIPA and JOBFSA facilitate BDSPs Network meeting regularly to share MSMEs information & the

information on sector trend. 2.The Strategy and Policy Actions for Supporting

MSMEs” are approved by Ethiopian government.

2-8 FeSMMIPA and JOBFSA promote innovative entrepreneurs, and design the structure of the financial

mechanism.

2-9 FeSMMIPA, JOBFSA, A.A.-BoID, and A.A.-BoJCED facilitate the intensive supports including KAIZEN

and/or other types of BDS to selected enterprises (Hand Holding). <Issues and countermeasures>

3-1 Selected staff of sub-city and woreda receive trainings on MSMEs counselling, and (1)Business matching

opportunities, etc. (2)MSMEs counseling with basic diagnosis tools, (3)Preparation of MSMEs support

plan,(4)Guiding to BDSPs based on (3)and BDSPs networking.

3-2 Staff of sub-city and woreda conduct Business Matching and Transformation Awareness Seminars and

finalize target MSMEs. (Special attention to business owned by women).

5) Cost of Project activities: necessary cost for the implementation of

the Project

3-3. Staff of sub-city and woreda provide counseling to MSMEs with Basic Diagnosis tools to identify the gaps of

business development, prepare service provision plan and connect BDSPs to target MSMEs through OJT.

3-4 Staff of sub-city and woreda take exam for certification of MSMEs counselors.

Japanese Side

1) Japanese Experts (JICA Experts)

1-1) Long-term expert:

・Chief advisor

・Project Coordinator /Entrepreneurship support

1-2) Consultant:

・Chief consultant/ MSMEs policy & entrepreneurship support (1)

・Deputy chief consultant/ MSMEs policy & entrepreneurship support (2)

・Establishment and Strengthening BDS provision system for MSMEs

・Human Resource development on BDS provision for MSMEs (1)

・Human Resource development on BDS provision for MSMEs (2)

・Human Resource development on BDS provision for MSMEs (3)

・Support on women’s entrepreneurship support /Project Coordinator

2) Counterpart training in Japan and third country

3) Basic equipment necessary for implementation of the Project

4) Three vehicles.

1.	Governmental policy on MSMEs promotion is

not changed.

2.	Implementation set-up for BDS provision in collaboration with BDSPs is developed and operated.

(FeSMMIPA and JOBFSA, A.A.-BoID, A.A.-BoJCED in collaboration with sub-city and woreda).

Ethiopian MSMEs receive high quality BDS provided through BDSPs(*1) network and its’ business are enhanced

(both in target woreda and other areas)

(*1)BDSPs: Business Development Services Providers are which FeSMMIPA and JOBFSA collaborate which

providing BDS.

Ethiopian MSMEs receive high quality BDS through BDSPs network in target areas.

・The organized implementation set-up for BDS provision is scaled up to

national level.

・The graduation rates from micro to small and from small to medium are

accelerated.

・National implementation set-up for BDS provision

・MSEs annual statistics

Neither Ethiopian counterparts nor developed

trainers resign.

1)Counterpart and Administrative Personnel

・Project Directors (Director General of FeSMMIPA and JOBFSA)

・Project Managers (Directors of Entrepreneur Dev. Department,

FeSMMIPA and Director of Enterprise Dev. Department, JOBFSA)

・Deputy Project Managers (Heads of BoID and BoJCED)

2)Facilities (office space and training venues)

3)Available data and information related to the Project

Inputs
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Project Title: Project on Business Development Services (BDS) Enhancement for Enterprise Growth

Period of Project:  from September, 2018 to March, 2023 (Four and a half (4.5) years) Version 4

Project Site: Addis Ababa City Dated September 29,2022

Narrative Summary Objectively Verifiable Indicators Means of Verification Important Assumption

Overall Goal

・National implementation set-up for BDS provision

・MSEs annual statistics

Project Purpose

・At least 50% of the MSMEs provided with BDS record positive business

results (e.g. increase of capital).

・M&E data

・At least 80 % of the MSMEs provided with BDS are satisfied with the

services.

・Satisfaction survey 2.	Ethiopian Government continuously provides

budget to support MSMEs.

Outputs

1.The capacity of MoLS, EDI and EED to develop strategic plan for MSMEs support is strengthened (MoLS, EDI

and EED).

・Strategic Plan for MSMEs support is developed by MoLS, EDI and EED

approved by the authorized parties.

・Approval of the Strategic Plan

・Operational manuals are developed. ・Operational manuals

・Trainings are provided for at least 80% of the staff members relevant to

BDS in the targeted sub-cities and woredas.

・Training reports

・Qualification system for MSMEs counselors and MSMEs consultants is

prepared and tested.

・Qualification system

3. The capacity of staff at sub-city and woreda to support MSMEs is strengthened. (sub-cities and woredas).
Annual number of enterprises supported by MSMEs counselors in target

woredas and sub-cities is 210（base is current number）

More than 70 MSMEs counselors in target woredas and sub-cities pass

the exam and are registered as MSMEs counselors.

・Work record of sub-cities and woredas

Activities Important Assumption

Ethiopian Side

1-1 MoLS, EDI and EED analyze the situation and challenges of MSMEs.

2)Facilities (office space and training venues)

3)Available data and information related to the Project

Japaneses Side

Pre-Conditions

3-1 Selected staff of sub-city and woreda receive trainings on MSMEs counselling, and (1)Business matching

opportunities, etc. (2)MSMEs counseling with basic diagnosis tools, (3)Preparation of MSMEs support

plan,(4)Guiding to BDSPs based on (3)and BDSPs networking.

1.MoLS, EDI and EED secure budget and human

resources necessary to implement MSMEs

support activities.

3-2 Staff of sub-city and woreda conduct Business Matching and Transformation Awareness Seminars and

finalize target MSMEs. (Special attention to business owned by women).

2.The Strategy and Policy Actions for Supporting

MSMEs” are approved by Ethiopian government.

3-3. Staff of sub-city and woreda provide counseling to MSMEs with Basic Diagnosis tools to identify the gaps of

business development, prepare service provision plan and connect BDSPs to target MSMEs through OJT.

3-4 Staff of sub-city and woreda take exam for certification of MSMEs counselors. <Issues and countermeasures>

1-2 MoLS, EDI and EED develop strategic plan to support MSMEs and short & medium term action plan inc.

overall framework on BDS provision for MSMEs’ support (setting BDS menu, level, identifying BDSPs including

private sector).

1-3 MoLS, EDI and EED disseminate the strategic plan to relevant organizations.

2-1 Utilizing outputs from 1-2, MoLS, EDI and EED, A.A-BoLEID develop BDS provision model for MSMEs by

MSMEs counselors.

2-2 MoLS, EDI and EED in collaboration with A.A.-BoLEID prepare training curriculum and materials such as

(1)Business matching opportunities, etc.(2)MSMEs counseling with basic diagnosis tools, (3) Preparation of

MSMEs support plan, (4)Guiding to BDSPs based on (3) and BDSPs network based on  2-1, for staff at Woreda

and Sub-city (to be MSME counselors).

2-3 MoLS, EDI and A.A-BoLEID conduct trainings for staffs of model City/sub-city/OSSC (and BDSPs.), based

on 2-2, inc. certifying the staff to be MSME counselors.

2-4 MoLS in collaboration with EDI prepare the concept framework on accreditation system for MSMEs

Consultants inc. defining required skills, identifying potential BDSPs, planning necessary trainings, etc.

2-5 Based on 2-4, MoLS in collaboration with EDI facilitate necessary trainings and trial tests for potential BDSPs

to be MSMEs Consultants.

2-6 MoLS, EDI and EED strengthen BDS provision M&E system inc. assessing impact of BDS on MSMEs and

Promotion system to MSMEs in Ethiopia.

2-7 MoLS, EDI and EED facilitate BDSPs Network meeting regularly to share MSMEs information & the

information on sector trend.

2-8 MoLS, EDI and EED promote innovative entrepreneurs, and design the structure of the financial mechanism.

2-9 MoLS, EDI, EED and A.A.-BoLEID facilitate the intensive supports including KAIZEN and/or other types of

BDS to selected enterprises (Hand Holding).

Inputs

1.	Governmental policy on MSMEs promotion is

not changed.

Business environment surrounding Ethiopian

MSMEs does not drastically change.

Neither Ethiopian counterparts nor developed

trainers resign.

1)Counterpart and Administrative Personnel

・Project Directors (State Minister of MoLS, CEO of EDI and Director

General of EED)

・Project Managers (Director of Enterprise Dev. Department, MoLS,

BDS Manager of EDI and Director of Entrepreneurship Dev.

Department, EED)

・Deputy Project Managers (Director of Enterprise Support of BoLEID)

4)Recurrent costs

5)Cost of project activities

necessary cost for the implementation of the Project

1) Japanese Experts (JICA Experts)

1-1) Long-term expert:

・Chief advisor

・Project Coordinator /Entrepreneurship support

1-2) Consultant:

・Chief consultant/ MSMEs policy & entrepreneurship support (1)

・Deputy chief consultant/ MSMEs policy & entrepreneurship support

(2)

・Establishment and Strengthening BDS provision system for MSMEs

・Human Resource development on BDS provision for MSMEs (1)

・Human Resource development on BDS provision for MSMEs (2)

・Human Resource development on BDS provision for MSMEs (3)

・Human Resource development on BDS provision for MSMEs (4)

・Support on women’s entrepreneurship support /Project Coordinator

2) Counterpart training in Japan and third country

3) Basic equipment necessary for implementation of the Project

4) Three vehicles.

5) Cost of Project activities: necessary cost for the implementation of

the Project

2.	Implementation set-up for BDS provision in collaboration with BDSPs is developed and operated.

(MoLS, EDI, EED and A.A.-BoLEID in collaboration with sub-city and woreda).

Ethiopian MSMEs receive high quality BDS provided through BDSPs(*1) network and its’ business are enhanced

(both in target woreda and other areas)

(*1)BDSPs: Business Development Services Providers are which MoLS, EDI and EED collaborate which

providing BDS.

Ethiopian MSMEs receive high quality BDS through BDSPs network in target areas.

・The organized implementation set-up for BDS provision is scaled up to

national level.

・The graduation rates from micro to small and from small to medium are

accelerated.
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付属資料 3.  

カウンセラー研修教材 
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